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午前 10 時 開議

○渡邊靖司委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔東主査朗読〕

１．本日の会議録署名委員は、

中 川 浩 利 委員

水 口 典 一 委員

であります。

○渡邊靖司委員長 それでは、議案第１号、第11号、第12号及び第14号ないし第17号を一括議題

といたします。

１．環境生活部所管審査（続）

○渡邊靖司委員長 ３月12日に引き続き、環境生活部所管に関わる質疑並びに質問の続行であり

ます。

鶴羽芳代子さん。

○鶴羽芳代子委員 おはようございます。

それでは、通告に従いまして、順次質問してまいります。

まず、特殊詐欺対策についてであります。

特殊詐欺の被害が後を絶たず、昨年１年間の被害は、全国、全道ともに過去最悪となったとの
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報道もありました。

昨年の第２回定例会予算特別委員会でも、我が会派の同僚議員が質疑を行い、１月から４月ま

での間で、前年の同時期と比べて特殊詐欺の被害件数が7.9倍、被害額が6.6倍と大きく増加して

おり、今後、注意喚起や研修会等、様々な施策を推進する旨の答弁があったところです。私も、

同じ去年の第２回定例会の一般質問で、高齢者の特殊詐欺防止対策をテーマに、警察本部長に質

問をいたしましたので、この課題については強い関心を持っております。そこで、以下、特殊詐

欺の被害防止に関する具体的な取組について伺います。

初めに、道内における特殊詐欺の被害件数や被害額はどのように推移しているのか、伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 地域安全課長森田和寿君。

○森田地域安全課長 特殊詐欺被害の状況についてでありますが、道警察によりますと、令和７

年中に道内で発生した、おれおれ詐欺や架空料金請求詐欺といった特殊詐欺の認知件数は、前年

の197件より245件増の442件、被害額は、前年の約７億6000万円より約20億円増の約27億6000万

円となっています。

また、特殊詐欺として統計を開始した平成23年以降において、認知件数の最多が令和４年の

308件、被害額の最多が平成26年の約12億5000万円であり、令和７年は、いずれも過去を上回る

被害状況となったところです。

○鶴羽芳代子委員 詐欺の手口は時代とともに変化しますが、最近の被害が多い手口がどのよう

なものなのか、伺います。

○森田地域安全課長 特殊詐欺の手口についてでありますが、道内で令和７年中に認知した特殊

詐欺に関して、被害の多い手口としては、まず、親族、警察官、弁護士等をかたり、親族が起こ

した事件、事故に対する示談金等を名目に金銭等をだまし取るおれおれ詐欺が193件となってお

り、被害総数の43.7％を占めています。

次に、市町村職員等をかたり、保険料の還付手続に伴うキャッシュカードの更新等を口実にカ

ードをだまし取るなどの預貯金詐欺が86件で、全体の19.5％を占めています。

また、令和７年の特殊詐欺の被害額約27億6000万円のうち、警察官や検察官をかたり、警察手

帳や逮捕状を提示して捜査名目で金銭をだまし取るなどの偽警察詐欺が、被害総額の約８割とな

る約21億9000万円を占めています。

○鶴羽芳代子委員 詐欺の被害者の年齢層や特徴について伺いますが、詐欺に遭いやすい年代

や、そのほか、被害にはどのような特徴が見られるのか、伺います。

○森田地域安全課長 被害者の年齢層などについてでありますが、令和７年中に認知した特殊詐

欺全体では、被害者のうち、65歳以上の高齢者層の割合が約６割であり、キャッシュカード等を

だまし取る預貯金詐欺や、医療費の還付を名目に金銭等をだまし取る還付金詐欺では、ほぼ全て

が高齢者層となっています。

また、偽警察詐欺に関しましては、高齢者層の被害が約５割となっているほか、30代までの若
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年層が約３割を占めるなど被害が広がっており、料金の未払いなどを口実として金銭等をだまし

取る架空料金請求詐欺についても様々な年齢層で被害が確認され、特殊詐欺の被害は、高齢者の

みにとどまらず、幅広い年齢層で発生しているところでございます。

○鶴羽芳代子委員 こういった特殊詐欺の被害者というのは、過去、高齢者が多いという認識で

したけれども、30歳以下の若者も増えているということで、こうした年齢層や被害の特徴などに

応じて、道としては具体的にどのような取組を行ってきたのか、依然として被害が後を絶たない

ことから、被害防止に向けて重要となる視点も含めて伺います。

○渡邊靖司委員長 地域安全担当局長西清人君。

○西地域安全担当局長 特殊詐欺への対応についてでございますが、道では、特殊詐欺被害を防

止するため、道警察や道教委をはじめとする関係機関や消費者団体、市町村の皆様とともに、主

に高齢者の方々に参加をいただき、詐欺電話体験を内容とした体験型の研修会や被害防止セミナ

ーを実施しておりますほか、大型商業施設や学校などにおきまして啓発を行いますとともに、詐

欺の手口など最新の情報が届くよう、テレビＣＭやウェブ広告を活用した情報発信に取り組んで

まいりました。

こうした中、手口の変化に伴い、幅広い年代に被害が広がっており、また、被害者の多くは巧

妙化する手口に対する知識の不足や、自分は大丈夫という油断から被害に遭っているほか、被害

は地域を問わず発生しているといった実態にあり、このような課題を十分踏まえ、対策を講じて

いくことが重要と考えております。

○鶴羽芳代子委員 特殊詐欺の被害に遭ったとの報道を目にしない日はありません。いつ、誰が

被害者となってもおかしくない状況にあります。大切な財産を守るため、官民を挙げて幅広い道

民の方々の理解と協力を得ながら対策を講じることが必要です。

こうした厳しい現状や被害防止の視点を踏まえ、道は、今後どのように特殊詐欺対策に取り組

んでいくのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、道内におきまして、偽警察詐欺をはじ

めとする特殊詐欺の被害が、高齢者はもとより、若年層を含む幅広い年代で発生し、昨年の被害

状況は過去最悪となるなど極めて深刻な状況にありまして、こうした被害を防止するため、犯罪

の実態に応じた取組が重要と認識をしております。

道では、道警察や道教委をはじめ、関係機関・団体等と連携し、様々に変化する犯罪の手口や

被害防止のポイントを、ＳＮＳや詐欺電話体験会を通じ情報発信するとともに、スポーツや金融

経済教育イベント会場における啓発を実施するなど、高齢者はもとより、子どもや若者を対象と

して様々な年代に向けた取組を進めてきたところでございます。

さらに、来年度は、こうした取組に加えまして、新たに道内各地において高齢者や大学生が多

く集う機会を活用した講習会やセミナーを開催するとともに、ＳＮＳをはじめ、多様なメディア

を活用した情報発信を強化するなど、道警察をはじめ、関係機関・団体と緊密に連携しながら、
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地域の防犯力の強化と防犯意識の一層の向上に努め、道民の皆様が安全で安心して暮らすことの

できる地域づくりを進めてまいります。

○鶴羽芳代子委員 これまでは啓発が中心の取組であったと思いますけれども、被害は減るどこ

ろか増える一方ですので、より実効性のある取組をどうぞよろしくお願いいたします。

次に、高濃度ポリ塩化ビフェニル、ＰＣＢ廃棄物の処理について伺います。

ＰＣＢ廃棄物の処理は、現在、処理事業の最終段階であり、終了後の受皿づくりの体制構築と

いう極めて重要な局面に来ています。これまで、室蘭市においては、平成20年にＪＥＳＣＯが処

理施設を設置し、東日本エリアの処理を担ってきましたが、西日本エリアの処理施設が先に終了

したため、環境大臣からの要請を受けて、令和６年からは西日本エリアの高濃度ＰＣＢ廃棄物に

ついても処理が行われてきています。毒性が強く、最悪の環境汚染物質であるＰＣＢ廃棄物は、

国際条約で適正な管理、処理が義務づけられており、日本では特措法で今月末までに処理を完了

させなければならないと承知しています。以下、処理の状況と今後の対応について伺います。

まず、処理の期限についてであります。

この西日本のＰＣＢ廃棄物の処理については、今年度末までとなる処理期限の延長は行わない

ことを条件に室蘭市及び北海道が受入れに同意したものですが、今年度で確実に処理は終わるの

か、伺います。

○渡邊靖司委員長 水・大気環境担当課長山内優一君。

○山内水・大気環境担当課長 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理についてでございますが、室蘭市にあ

るＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所では、平成20年から、北海道、東北、北関東などの１道15

県の保管分を、平成25年から、処理エリアを拡大し、南関東１都３県の保管分を、さらには、令

和７年３月から、室蘭市と道の同意の下、ＪＥＳＣＯによる処理が終了した西日本エリアで新た

に発見された高濃度ＰＣＢ廃棄物も処理しているところでございます。

この処理事業については、国が定めるＰＣＢ廃棄物処理基本計画において今年度が処理を行う

最終年度とされていることから、道では、３月９日に室蘭市と事業所の立入検査を実施し、昨年

12月25日に高濃度ＰＣＢ廃棄物の受入れが終了したこと、３月19日に最後のＰＣＢ廃棄物の処理

が完了することなど、処理事業は予定どおりに今年度末で終了することを確認しております。

以上でございます。

○鶴羽芳代子委員 国の全額出資会社であるＪＥＳＣＯ―中間貯蔵・環境安全事業株式会社

の北海道の事業所についてであります。

今年度いっぱいで処理を終えるとのことですが、これまで処理を担ってきたＪＥＳＣＯ北海道

ＰＣＢ処理事業所の処理施設は、来年度以降、どのように利用されるのか、処理事業が終わった

後はどうなるのか、伺います。

○山内水・大気環境担当課長 ＰＣＢ処理施設についてでありますが、ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ

処理事業所では、平成20年に、高圧トランスやコンデンサー内のＰＣＢを含む絶縁油を化学的に

分解処理する当初施設を、また、平成25年には、ＰＣＢを含む安定器や感圧複写紙などを溶融・
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分解処理する増設施設を設置し、高濃度ＰＣＢ廃棄物を処理しているところでございます。

いずれの施設も、ＪＥＳＣＯの処理事業基本計画では、処理事業が終了した後は、全ての建屋

と設備を解体撤去するとされており、来年度から実施する解体撤去工事には一定の年数を要する

と承知しておりますが、工事終了後は、事業所の敷地を更地にした上で土地の所有者へ返還され

るところでございます。

以上でございます。

○鶴羽芳代子委員 ＪＥＳＣＯ北海道ＰＣＢ処理事業所の処理施設は、施設内の設備がＰＣＢに

汚染されており、その解体撤去に当たっては、環境保全上の問題が起きないように進められる必

要があると考えますが、どのように解体撤去が行われ、道はどのように監視していくのか、伺い

ます。

○山内水・大気環境担当課長 解体撤去工事の進め方などについてでありますが、ＪＥＳＣＯ北

海道ＰＣＢ処理事業所では、解体撤去に伴い、施設内の設備や建屋内から周辺環境へ汚染が拡散

しないよう、解体前の汚染除去などを十分に行った後に設備の撤去作業を進めるとともに、建屋

内部にＰＣＢ汚染がないことを分析試験で確認した上で、建屋本体の解体撤去の工事に着手する

としております。

道では、施設の解体撤去工事中、周辺環境への影響を確認するため、施設の排出口９か所全て

で排ガスや排水を測定するほか、室蘭市内の陸域５地点と海域２地点において、それぞれ大気と

水質、底質のモニタリング調査を行うとともに、工事の進捗状況に応じて、適宜、立入検査を実

施し、施工計画書に基づく環境管理が万全に行われているか、適切に監視してまいります。

以上でございます。

○鶴羽芳代子委員 ＪＥＳＣＯによる高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理が終了した後も、高濃度ＰＣＢ

廃棄物が新たに見つかる可能性が指摘されておりますが、このような場合には、国はどのように

対応していく考えなのか、伺います。

○山内水・大気環境担当課長 今後の処理についてでありますが、現在、国では、ＪＥＳＣＯに

よる処理事業が終了した後に高濃度ＰＣＢ廃棄物が新たに発見された場合の取扱いや、その処理

施設について、技術的、制度的な面で検討を行っており、技術面では、民間の低濃度ＰＣＢ廃棄

物の処理施設において、こうした高濃度ＰＣＢ廃棄物の安全処理が可能となるよう実証試験が進

められているところでございます。

また、制度面では、新たに高濃度ＰＣＢ廃棄物を発見した場合の都道府県等への届出のほか、

一定期間内での処分や、処分までの適正保管などを義務づけるため、ＰＣＢ特別措置法の改正に

向けた検討を進めているものと承知しております。

以上でございます。

○鶴羽芳代子委員 今後の取組について伺います。

ＪＥＳＣＯによる高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理は今年度で終わるとのことですが、低濃度ＰＣＢ

廃棄物の処理は来年度が処理期限となっていますので、引き続き、ＰＣＢ廃棄物の適正処理の確
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保に向けて対応していく必要があると考えますが、道はどのように取り組んでいくのか、最後に

伺います。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、ＰＣＢ廃棄物の処理は、地球環境や我

が国の環境の保全を図る上で重要な課題であり、適切かつ速やかな処理の完了が必要でありま

す。

高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理事業は今年度で終了するものの、微量なＰＣＢに汚染された変圧器

等の低濃度ＰＣＢ廃棄物につきましては、保管事業者に来年度までの処理が義務づけられてお

り、道では、これまで、国や関係機関とも連携しながら、期限内の処理に向けた処理制度の内容

などをテレビＣＭや事業者向け説明会などで広く周知徹底するとともに、低濃度ＰＣＢ廃棄物の

早期発見と適正処理を目的とした分析費用の助成などの取組を行ってきたところでございます。

道といたしましては、今後とも、低濃度ＰＣＢ廃棄物につきまして、事業者への立入検査など

を通じて期限内の処理が確実に行われるよう指導していくほか、室蘭市におけるＰＣＢ処理施設

の解体撤去工事につきましては、環境への影響がないようモニタリングにより監視をし、道民の

方々にも情報提供するなど、道内のＰＣＢ廃棄物の処理が安全を確保した上で着実に進められる

よう取り組んでまいります。

○鶴羽芳代子委員 古いビルや工場などはまだまだ道内各地には残されていますので、ＰＣＢ廃

棄物は現在もどこかで眠っていると考えるべきです。検査や点検を続けていく必要がありますの

で、自治体や処理を行う民間企業などへも丁寧な情報提供をこれからもぜひお願いいたします。

次に、縄文世界遺産に関する質問でございますが、私は、議員になる前にテレビ番組の企画制

作の仕事をしていまして、ＮＨＫ室蘭放送局で担当していたときに、縄文遺産、道内全ての構成

資産と三内丸山にも取材に行ってきました。一番最初に取材したのを、今朝、自分のブログを見

て発見したのですけれども、2013年の５月９日で、伊達市の北黄金貝塚でした。これをテレビの

番組でぜひ取り上げたいと言ったところ、担当者から、何それと言われました。全道放送にして

もらいたいと企画を書いたときにも、世界遺産とは何かと、本当に何も周知されていないところ

から熱心に取材をしていましたので、令和３年に世界遺産登録になったときには本当に感無量で

した。

今日は、関連事業の全体計画について質問をいたします。

登録されたのが令和３年、その年に活用の在り方を、令和５年に拠点機能の在り方を順次整理

し、保全、教育、普及、情報発信、誘客、交流、研究の７機能を定義してきました。そして、令

和６年度は、これらを踏まえ、道と関係市町が一体となって拠点を形成するための方針をまとめ

たと承知しています。

その令和６年度に策定した「北海道における縄文世界遺産の拠点形成方針」では、関連事業の

全体計画を策定することとしており、先日の委員会に、北海道における縄文世界遺産に係る関連

事業全体計画の案が示されたところです。以下、計画の内容や今後の進め方などについて伺いま

す。
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初めに、この計画を策定することとした趣旨について伺います。

○渡邊靖司委員長 縄文世界遺産推進室長木内武雄君。

○木内縄文世界遺産推進室長 計画策定の趣旨についてでありますが、令和６年12月に策定した

「北海道における縄文世界遺産の拠点形成方針」では、北海道における縄文遺跡群の保全と活用

を図るために必要な保全や普及、情報発信などの七つの機能を効果的に発揮し、取組を実効性あ

るものとしていくため、具体的に取り組んでいく関連事業を全体計画として取りまとめ、計画的

かつ一体的に推進管理していくこととしたところです。

計画では、こうした拠点機能の発揮に向け、来年度から令和12年度までの５か年で取り組んで

いく総合調整や地域支援に関する事業、縄文遺跡を支える担い手づくりや来訪者の受入れ環境の

整備などの取組を取りまとめたところでございます。

○鶴羽芳代子委員 計画の内容についてであります。

この計画では、拠点形成の取組に加え、縄文世界遺産の活用に向けた取組等も含めて策定する

とのことですが、どのような事業が盛り込まれているのか、その概要について伺います。

○木内縄文世界遺産推進室長 計画における事業の概要についてでありますが、道内の拠点形成

やその機能の発揮に向けた取組としましては、道央エリアでは、赤れんが庁舎や駅・空港等を活

用した魅力発信や、大学等と連携した人材育成、道南エリアでは、道内資産への誘客を促進する

ための青函交流事業との連携や、地域全体を博物館とみなすエコミュージアムの取組を参考とし

た事業などを掲げております。

また、縄文世界遺産を道内全体の地域のにぎわいの創出につなげていくための取組としまして

は、北海道の縄文を支える人づくりや来訪者の受入れ体制整備、地域の活動団体をつなぐ情報交

換会の開催や、各遺跡の適切な保存管理の推進などの事業を掲げているところでございます。

○鶴羽芳代子委員 次に、評価指標について伺います。

この計画では、事業の効果を客観的に評価するため、構成資産への来訪者数など四つの指標が

示されていますが、この４項目とした理由と、目標はどのような考え方で設定されたのか、伺い

ます。

○木内縄文世界遺産推進室長 評価指標についてでありますが、本計画においては、計画に掲げ

た事業の効果を客観的に評価していくため、可能な限り評価指標を設定することとし、数量的な

比較が可能な「構成資産への来訪者数」や「縄文世界遺産の認知度」、「シンポジウム、パネル

展等の開催回数」、「北の縄文ポータルサイトの閲覧数」の四つの指標を設定したところでござ

います。

それぞれの指標における目標につきましては、計画の終期である令和12年度末における数値と

しまして、来訪者数では、世界遺産登録の効果などにより令和４年度に記録した過去の最大来訪

者数を踏まえ、それと同水準の11万人としたほか、認知度では、第３期北海道創生総合戦略にお

ける令和15年度までの目標値を踏まえまして、75％に設定いたしました。

また、シンポジウムやパネル展等の開催回数につきましては、現状の５回よりも増加させるこ
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とを目標に、年間６回に設定したほか、ポータルサイトの閲覧数につきましては、記載内容の充

実などにより増加に取り組むこととし、令和６年度に５万7000件だった閲覧数を10万件とする目

標を設定したところでございます。

○鶴羽芳代子委員 過去最高を目標としたとお答えいただきましたが、過去最高が世界遺産に登

録された翌年であり、つまり、そこからは伸びていなかったということになりますので、しっか

りと目標に届くような取組をお願いしたいと思います。

また、現在の計画の評価指標には、満足度がありません。満足度の高さが口コミやリピートに

つながりますので、ぜひ、今後、どこかのタイミングで評価指標に入れていただきたいと要望を

いたします。

次に、進捗管理についてでありますが、今回の計画に掲げた事業を着実に進めていくために

は、毎年度、進捗状況を適切に把握していく必要があると考えます。今回の計画にはつけられて

いませんでしたが、どの事業に、いつ着手するかなど、ロードマップのようなものを作成して管

理してはどうかと考えますが、道の見解を伺います。

○渡邊靖司委員長 文化局長越田習司君。

○越田文化局長 計画の推進管理についてでございますが、計画の実効性を上げる上では推進管

理が重要でありますことから、今回の計画では、事業の効果を客観的に評価するための指標を設

定するとともに、毎年度、取組の進捗状況を把握し、効果検証や評価を行いながら各事業を実施

していくこととしているところでございます。

また、事業の実施時期を見える化し、確実な取組につなげていくため、今後、各事業の着手時

期や取組期間などを具体的に整理いたしました５年間の工程表を作成することとしておりまし

て、この工程表に基づきながら適切な推進管理を行い、事業の着実な実施に取り組んでまいりま

す。

○鶴羽芳代子委員 では、今後の取組についてであります。

今回の計画案に対するパブコメの中には、地域ではいまだに世界遺産となったことを知らない

人もおり、周知を一層進めるべきとの意見がありました。一方で、民間コンサルティングの調査

によりますと、縄文世界遺産への関心が欧米などで増加しているとの結果も見られます。

北海道・北東北の縄文遺跡群は、今年７月に世界遺産登録５周年を迎えることもあり、青森な

ど北東北３県とも連携し、さらなる周知などに取り組む必要があると考えます。

道は、今後、どのように縄文世界遺産の一層の周知を図るとともに、資産の保全と活用に向け

て取り組むのか、伺います。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、縄文世界遺産の保全と活用等を効果的

に進めるためには、関係する市町や団体などと連携を図りながら、計画的に関連する事業を推進

していくことが重要でございます。

このため、道では、このたび、世界遺産の価値や魅力の発信や道内における拠点形成など、当

面取り組んでいく事業を取りまとめました全体計画を新たに策定し、この計画に基づき事業を実
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施していくとともに、毎年度、効果検証なども行いながら、着実な推進を図ることとしておりま

す。

こうした中、本年７月には世界遺産登録５周年の節目を迎えますことから、縄文遺跡群の価値

等をより多くの方々に知っていただけるよう、北東北３県と連携したシンポジウムなど周年イベ

ントの開催や、北海道博物館での関連展示、各種の広報活動の機会を活用した情報発信の充実な

どの事業を実施することとしております。

道内の関係市町や団体とより一層連携を図りながら、計画を着実に推進し、縄文世界遺産のさ

らなる周知や保全と活用に取り組んでまいります。

○鶴羽芳代子委員 ５周年という節目の周年イベントは、メディアでも取り上げられると思いま

す。認知度を上げる大きなチャンスでもありますので、誘客につながるような企画、受け入れる

体制の整備などをしっかりと進めていただきたいと思います。

私は、個人的には、１万年以上争いがなかった時代というのは平和の象徴でもありますので、

国際情勢が不安定な今、学ぶべき価値のある大きなメッセージになると思っております。

次に、アイヌ施策の推進について伺ってまいります。

道では、先般実施したパブリックコメントでの意見も踏まえ、第２次北海道アイヌ政策推進方

策案を取りまとめ、さきの環境生活委員会で報告しました。また、国では、アイヌ施策推進法施

行５年後の検討を行い、その結果として、昨年12月のアイヌ政策推進会議において、法改定はせ

ず、総合的な施策を継続実施するとの考えを示したところであります。そこで、次期推進方策に

基づく今後の取組などについて、以下、伺います。

まず、道では、次期方策の策定に当たり、どのように検討を進めてきたのか、現方策と次期方

策との違いも併せて伺います。

○渡邊靖司委員長 アイヌ政策課長髙石浩子さん。

○髙石アイヌ政策課長 第２次北海道アイヌ政策推進方策についてでございますが、道では、こ

れまで、アイヌ関係者や有識者による検討会議を設置し、現方策での取組の現状や課題、今後の

方向性などにつきまして御議論をいただいたほか、地域のアイヌの方々や市町村を対象とする意

見交換会を全道各地で開催するとともに、国や関係団体からの意見聴取を行うなど、様々な視点

を踏まえ、検討を進めてきたところでございます。

いただいた御意見といたしましては、依然としてアイヌのことを理解していない人が多い、Ｓ

ＮＳによる誹謗中傷が増加、社会の変化を踏まえた対策が必要などがあったところでございま

す。

道といたしましては、継続して取り組むべき課題もあることから、引き続き、理解の促進、生

活向上、文化の振興、地域、産業及び観光の振興、多様な文化との交流促進を施策の柱としなが

ら、このたびいただいた御意見などを踏まえ、次期方策におきましては、理解の促進を施策の基

本として新たに位置づけ、これまでの取組に加え、ＳＮＳによる誹謗中傷等への対策や、生活意

識等の変化や時代に即した支援などを行うこととしているところでございます。
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○鶴羽芳代子委員 理解促進に向けた新たな取組についてでありますが、道では、次期方策にお

いて、理解促進を基本に、生活の向上、文化の振興、地域、産業及び観光の振興、多様な文化と

の交流促進を施策の柱とし、アイヌ政策を総合的に推進するとしています。

このうち、まず、理解の促進についてでありますが、施策を着実に進めていくためには、アイ

ヌ文化に対する人々の理解を促進するとともに、差別や偏見などの課題にも力を入れて取り組ん

でいく必要があると考えます。

そこで、理解促進と課題解決に向け、来年度、道はどのような取組を進めていくのか、伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 アイヌ政策推進局長高橋奉己君。

○高橋アイヌ政策推進局長 理解促進の取組についてでございますが、今もなおアイヌに対する

理解が十分に進んでいない中、アイヌ施策を推進するためには、アイヌの歴史や文化につきまし

て多くの方々に正しく理解をしていただくことが重要でありますとともに、アイヌの方々が直面

している様々な課題に寄り添い、適切な支援につなげる体制づくりが必要と考えてございます。

このため、道では、これまでの取組に加え、特に、低年齢層への理解促進を図るため、新たに

小学生向け啓発教材を作成しているところでございまして、今後、道教委と連携し、学校での活

用を依頼いたしますほか、差別や誹謗中傷等の被害をはじめ、進学や就職といったアイヌの方々

が抱える悩みを気軽に相談できる窓口を新たにアイヌ政策課内に開設し、幅広い相談を一元的に

受け止め、関係機関とも連携をしながら適切な支援を行うこととしております。

さらに、居住地域にかかわらず、身近で支援が受けられるよう、市町に配置をされております

生活相談員の知識やスキルの向上を図る研修も実施するなど、効果的な取組の推進に努めてまい

ります。

以上でございます。

○鶴羽芳代子委員 課内に悩みを一元的に受け止める相談窓口を設置するというのは、新たな取

組であると思いますので、期待をしています。

次に、文化の振興についてでありますが、アイヌ文化の振興を図るためには、多くの方が、ウ

ポポイを含め、全道各地のアイヌ関連施設に訪れ、体感してもらうことが大切であると考えま

す。

道においても、これまで様々な施策に取り組んできたと思いますが、アイヌ文化の振興に向け

た誘客の促進について、来年度、どのように取り組むのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 象徴空間担当課長藤井智佳士君。

○藤井象徴空間担当課長 アイヌ関連施設への誘客についてでございますが、アイヌ文化の振興

を図るためには、道内外の多くの方々にアイヌの歴史や文化に触れ、魅力を感じていただくこと

により、興味や関心を高めていただくことが重要と認識しております。

このため、道では、今年度開催されました大阪・関西万博や赤れんが庁舎、道内外でのイベン

トにおけるアイヌ舞踊の披露や工芸品の展示に加え、家族を対象に、ウポポイやアイヌ関連施設
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の見学を含むモニターツアーを実施いたしまして、参加した子どもたちが楽しみながら学ぶ様子

をＳＮＳで発信するなど、アイヌ文化の魅力を伝え、道内のアイヌゆかりの地に、より多くの方

々に足を運んでいただけるよう取り組んできたところです。

こうした取組によりまして、参加者から、アイヌ文化にもっと触れたい、またぜひ参加したい

など、好意的な意見が多く寄せられましたことから、来年度も道内のアイヌ関連施設や関係市町

村等と連携いたしまして、アイヌ舞踊や伝統料理、アイヌ文化を体感できるイベントのほか、ア

イヌ文化を含む地域の文化資源を活用したツアーの実施を通しまして、ウポポイをはじめ、アイ

ヌ関連施設への誘客促進に取り組んでまいります。

○鶴羽芳代子委員 モニターツアーの体験者の声をぜひ生かして、理解できた、楽しかったが広

がるようなツアーの実施を引き続きお願いいたします。

次に、地域、産業及び観光の振興に必要な担い手の育成について伺います。

ウポポイや各地の関連施設への誘客促進も大切な取組ですが、文化の振興のためには、アイヌ

の人々が長い間、育み伝えてきた伝統文化を着実に継承し、本道の貴重な文化資源として創造、

発展させ、地域産業や観光振興につなげていくことが重要と考えます。

伝統的技術を有する工芸家の高齢化など、後継者不足が深刻となる中、文化の継承に向け、今

後どのように取り組むのか、伺います。

○藤井象徴空間担当課長 アイヌ文化の伝承についてでございますが、アイヌの方々のアイデン

ティティーの基盤ともいうべき伝統的な歌や舞踊、木彫や刺しゅう等のアイヌ文化を、次世代に

継承し、将来に向け、創造、発展していくためには、伝統的な文化の技法を受け継ぐ担い手の育

成が重要であります。

このため、道では、これまで、北海道アイヌ協会や全道各地の保存会と連携いたしまして、地

域の踊り手や指導者の育成を支援するとともに、伝統的な木彫技術の習得を目的として、道内外

の高校等におきましてアイヌ工芸家を講師とする出前講座を実施するなど、アイヌ文化を継承す

る担い手の育成に取り組んできたところです。

今後は、こうした取組に加え、アイヌ工芸品の販路拡大に向けまして、空港や百貨店イベント

会場など、多くの方が集まる場所で定期的に工芸品の販売・展示機会を設けますとともに、若手

工芸家を対象に商品開発の実践などの講座を開催し、マーケティングを学ぶことで、経済的に安

定した制作活動を行える環境づくりに取り組んでまいります。

○鶴羽芳代子委員 最後に、アイヌ施策の推進について伺います。

道では、来年度以降、次期方策に基づき様々な施策を進めていくものと考えますが、アイヌ施

策を推進するためには、道民をはじめ、多くの方に対して、アイヌの歴史や文化に関する積極的

な情報発信や一層の理解促進、アイヌ文化を継承していくための担い手の育成など、多様な視点

での取組が求められます。

道として、今後、アイヌ施策の推進にどのように取り組んでいくのか、アイヌ政策監の所見を

伺います。
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○渡邊靖司委員長 環境生活部アイヌ政策監髙見里佳さん。

○髙見環境生活部アイヌ政策監 今後のアイヌ施策についてでございますが、アイヌ施策を推進

していくためには、アイヌの歴史や文化について、道民をはじめ、多くの皆様がその魅力を学

び、体感することにより理解を深めていただくとともに、アイヌの方々の生活意識や環境の変化

を踏まえ、時代に即した適切な支援を行うことが重要と認識しております。

このため、道では、アイヌの方々への理解促進に向けた道内関連施設への誘客や人権フォーラ

ムの開催などに取り組んでまいりましたが、理解がいまだ十分でないことによる誹謗中傷や伝統

文化の後継者不足等の課題も認められるところでございます。

道といたしましては、第２次方策に基づき、これまでの取組に加えまして、迅速に対応する相

談窓口の開設や生活相談員のスキル向上を通じ、アイヌの方々に寄り添った施策を進めますほ

か、若手工芸家の育成や工芸品の販路拡大の取組などによる伝統的な文化の継承、また、ウポポ

イをはじめ、各地のアイヌ関連施設を有効活用した魅力の発信や幅広い体験機会の提供を行うこ

となどにより、地域の活性化や観光振興にもつなげるなど、効果的な事業を積み重ねまして、ア

イヌ施策を総合的に推進してまいります。

以上です。

○鶴羽芳代子委員 今、アイヌ政策監より各地のアイヌ関連施設についての答弁もいただきまし

たけれども、一言でアイヌ文化と言いましても、地域によって特徴が変わると思います。私も取

材を通して感じたことでもあるのですけれども、例えば、刺しゅうの文様です。木彫ですとか歌

や踊りというのは様々に体験活動が進んでいると思うのですけれども、刺しゅうについてはあま

り触れられていないというような印象も持っていますが、配置とか線の太さなどに地域性が表れ

ているのですよね。直線的であったり、幾何学的であったり、それから、波とか渦を示すような

海辺の地域のものであったり、交易の拠点では道、曲線の連続であったり、そんな特徴がありま

すので、広域にもっと深く地域の文化について学ぶ体験ができるような、そんな発信や体験等の

ＰＲもしていただけたらと期待をしています。

次に、自然公園における受入れ環境の整備についてであります。

北海道は、令和６年に指定された日高山脈襟裳十勝国立公園や世界遺産の知床国立公園など、

七つの国立公園、五つの国定公園及び11の道立自然公園と、全国で最多の合わせて23の自然公園

を有しており、これらの優れた自然景観を求め、多くの方が国内外から来訪している状況にあり

ます。

道では、令和８年度予算に、新規事業として、宿泊税を活用し「自然公園における旅行者受入

機能強化事業」として、自然公園内の道有施設の整備や案内板、パンフレットなどの多言語化整

備に１億4817万1000円を計上していますが、その内容について伺います。

初めに、道内の自然公園を訪れる利用者数はどのように推移しているか、伺います。

また、外国人の利用者数の推移についても併せて伺います。

○渡邊靖司委員長 自然公園担当課長島村哲也君。
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○島村自然公園担当課長 自然公園の利用者数についてでありますが、道内の国立・国定及び道

立自然公園の年間の利用者数は、平成27年度から令和元年度までは約3400万人で推移してきまし

たが、コロナ禍の令和３年度は1697万人まで減少し、その後、令和６年度は2851万人まで回復し

ている状況です。

また、国立公園に関しましては、環境省が訪日外国人利用者数を推計しており、全国の国立公

園における利用者数は、平成27年度の490万人から令和６年度には844万人と約1.7倍に増加して

おり、そのうち、令和６年度に指定された日高山脈襟裳十勝国立公園を除く道内六つの国立公園

では、87万4000人から119万7000人と約1.4倍となっているところでございます。

○鶴羽芳代子委員 確実に利用者が増えているということですから、受入れ環境の整備が必要で

す。

そこで、次に、自然公園内の道有施設について、老朽化した施設も多くあると伺っています

が、そうした中で、改修などの整備を行うに当たり、どのように対象施設を選定し実施してきた

のか、伺います。

○島村自然公園担当課長 道有施設の整備等についてでありますが、道では、これまで、国の交

付金を活用し、歩道やトイレ、駐車場など公園施設の整備や修繕などを実施してきており、令和

７年度は支笏洞爺国立公園や網走国定公園など、12の自然公園で24か所の施設整備等を行ったと

ころでございます。

整備を行う対象施設の選定に当たりましては、老朽化や破損の状況を確認しながら、利用者の

安全確保の観点のほか、利用者数の状況や市町村、地元関係団体からの御意向も踏まえ、選定

し、計画的に整備を進めてきたところでございます。

○鶴羽芳代子委員 では、新規事業での施設整備の考え方についてであります。

今回の宿泊税を活用した「自然公園における旅行者受入機能強化事業」では、どのような考え

の下、整備を行い、どのような効果を期待しているのか、伺います。

○島村自然公園担当課長 宿泊税を活用した事業の効果などについてでありますが、道では、地

域の要望に速やかに対応し、旅行者の方々が安全かつ快適に利用できるよう、宿泊税を活用し、

老朽化した木柵やトイレの水漏れ修繕など比較的小規模な施設を改修するとともに、インバウン

ドやオーバーツーリズム対策の充実を図るため、多言語による標識や案内板、ガイドマップの整

備を実施することとしております。

道といたしましては、これら施設の計画的な整備や改修を通じて、自然公園を訪れる方々が安

全で快適に施設を利用し、本道の豊かな自然を満喫していただくことで、利用者の方々の満足度

の向上につながるものと考えます。

○鶴羽芳代子委員 次に、利用者増加に伴う課題についてであります。

道内の自然公園の利用者が、外国人も含め、増加している状況でありますが、どのような課題

があると認識し、今回の事業でどのように対応していくのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 自然環境局長新井田順也君。
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○新井田自然環境局長 利用者増加に伴う課題への対応についてでございますが、令和６年に内

閣府が実施した国立公園に関する世論調査では、外国人旅行者の増加に関し、経済効果や地域活

性化が期待される一方で、「ルール、マナー違反が増えないか心配」との回答が多く、また、今

年度実施しました北海道自然公園協会との意見交換では、国内外の観光客が増加する一方で、利

用ルールが守られていないケースも見られるとの御意見があり、外国人も含めた利用者の方々に

対する適正な利用に向けた啓発が重要と認識をしております。

道では、こうした課題に対応するため、宿泊税を活用し、多言語に対応した標識や案内板を整

備するほか、希少な植物を傷つけないことや野生動物に餌を与えないことなど、利用時の注意事

項等を多言語表示やピクトグラムで解説したガイドマップを作成することとしており、こうした

事業を通じて、多くの方々に自然公園の適正利用の意識が広く浸透するよう取り組んでまいりま

す。

○鶴羽芳代子委員 今、ピクトグラムについての答弁もありましたけれども、なかなか分かりに

くいものもございますので、ぜひ分かりやすいピクトグラムをお願いしたいと思います。

最後に、今後の取組についてであります。

多様な動植物が生息し、様々な景観を有する道内の自然公園は、今後も、外国人利用者も含

め、利用者の増加が見込まれますが、自然環境の保全と利用を促進し、道内経済の活性化につな

げていく必要があると考えます。

道として、今後どのように取り組んでいく考えなのか、伺います。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、国内外のより多くの方々に本道の雄大

な自然に親しんでもらうためには、利用者の安全、安心の確保はもとより、利便性の向上に配慮

した施設整備のほか、適切な利用に関するルールなどの周知啓発が重要であると認識をしており

ます。

道では、これまで、国の交付金を活用し、公園施設の安全対策やトイレ等の上質化といった受

入れ環境の整備充実を図るなど、利用者の満足度と魅力の向上に取り組んできたところでござい

ます。

道といたしましては、引き続き、地域のニーズ等を踏まえた施設整備に向けまして、国に対

し、必要な予算の確保を要望するとともに、来年度は、新たに宿泊税を活用し、より質の高い施

設や多言語化による案内板の整備を進めるなど、自然環境の保護と利用の好循環を図りながら、

自然公園のさらなる魅力向上と地域の活性化に一層取り組んでまいります。

○鶴羽芳代子委員 来年度から新たに宿泊税の活用がスタートということで、非常に注目される

と思います。北海道の自然を楽しみたいとやってくる国内外からの利用者の方々に、すばらしい

と喜んでいただけるように、来てよかったと満足いただけるように、宿泊税を有効に使って整備

を進めていくことが重要です。よろしくお願いいたします。

以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。

○渡邊靖司委員長 鶴羽委員の質疑並びに質問は終了いたしました。
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宮崎アカネさん。

○宮崎アカネ委員 イランカラプテ。

アイヌ政策について、順次質問させていただきます。

昨年、大阪・関西万博の会場でアイヌ舞踊の公演が行われました。北海道内外の24団体から

200人以上が参加し、３部に分け、多様な踊りや音楽、儀礼を披露し、大変好評だったと認識し

ております。

公演では、アイヌ民族文化財団が主催で、育て合う大地をテーマに、人間だけではなく、あら

ゆるものが育て合い、支え合うことで世界が成り立っているというアイヌの考えを表現しまし

た。さらには、昨年、ウポポイも５周年記念があり、アイヌ民族の伝統的な舞踊や工芸、音楽

は、知れば知るほど大切に継承しなければならないと思います。また、アイヌ文化を継承する映

画やアニメも世界的に知られ、北海道の魅力発信につながっていると確信しています。そこで、

以下、伺ってまいります。

ウポポイは、令和２年７月開業当初から年間来場者数100万人を目標としていますが、令和２

年度の来場者数は約22万人、令和３年度は約19万人、令和４年度は約37万人、令和５年度は約33

万人、令和６年度は約32万人と、達成にはいまだ遠い現状があります。

年間来場者数100万人を目標とした根拠は何だったのか、お伺いします。

○渡邊靖司委員長 象徴空間担当課長藤井智佳士君。

○藤井象徴空間担当課長 ウポポイの年間来場者数についてでございますが、国では、目標来場

者数を年間100万人とした根拠について、ウポポイ誘客促進戦略などでは示されておりません

が、平成31年４月の衆議院国土交通委員会の国土交通省北海道局長の答弁におきまして、当初は

目標を50万人としていたが、訪日外国人旅行客数が飛躍的に増加している中で、2020年の東京オ

リンピックの開催効果も見込み、100万人を超える来場者数としたとの考え方が示されておりま

す。

○宮崎アカネ委員 壮大な目標だと私は思っております。

昨年７月には、開業から５周年という節目を迎えましたが、開業当初から、毎年、周年事業を

しています。新年度は６周年事業が開催されるのでしょうか。

開業以来、目標である年間100万人に達していないことから、国では、ウポポイ誘客促進戦略

を策定し、コンテンツの充実やターゲットを明確にした広報など、様々な戦略的、効果的な誘客

施策を展開していますが、誘客の促進がなかなか見えません。具体的にどのような取組をしたの

か、お伺いしたいと思います。

○藤井象徴空間担当課長 国における誘客の取組についてでございますが、ウポポイでは、これ

まで、毎年度、周年事業を実施し、昨年の開業５周年では、担当大臣や知事、アイヌ協会役員、

地元自治体関係者などが参加した記念式典のほか、道内各地のアイヌ舞踊や伝統料理を体験でき

るイベントを開催したところでございますが、本年７月に迎える６周年の取組につきましては、

現在、国において検討中と伺っております。
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また、令和７年度は、ウポポイ誘客促進戦略に基づき、コンテンツや受入れ環境の充実を目的

とする、「ゴールデンカムイ」を活用したキャンペーンや無料開放デーの拡大、冬の特別プログ

ラムの実施など、来場者数増加に向けた取組を行ってきたと承知してございます。

○宮崎アカネ委員 ただいま答弁がありました、「ゴールデンカムイ」を活用したキャンペーン

や無料開放デー、冬の特別プログラムの具体的な内容について、もう一度お伺いしたいと思いま

す。

○藤井象徴空間担当課長 具体的な取組内容についてでございますが、「ゴールデンカムイ」を

活用したキャンペーンでは、ウポポイなど道内をめぐるスタンプラリーや、キッチンカーで特別

メニューを販売しましたほか、これまで１日間のみの実施であった無料開放デーを、今年度は３

日間に拡大するとともに、冬季のプログラムとしましては、スカイランタンやイルミネーション

を実施したところです。

○宮崎アカネ委員 今の答弁では、これまで１日のみの実施であった無料開放デーを今年度は３

日に拡大ということだったのですけれども、その後に、冬季プログラムとしてはスカイランタン

やイルミネーションを実施ということで、やっぱり、冬の集客というのはなかなか難しいと思う

のです。

私の知るところでは、今までは11月１日が無料開放デーだったのですが、昨年は11月１日から

３日までの３日間ということでした。せっかくなのですから、イルミネーションの点灯式のとき

に無料にして皆さんに見ていただくですとか、クリスマスに合わせるとか、無料で皆さんに来て

もらう仕掛けというのが必要だと思うので、今後、また無料開放デーをするならば、何か仕掛け

をしながら誘客していただきたいなというふうに思います。

次に、赤れんが庁舎のリニューアルといったような様々な機会を効果的に活用し、道はウポポ

イへの誘客に御尽力されていると承知しています。

赤れんが庁舎のリニューアルから半年以上経過していますが、誘客戦略と実績をお伺いしたい

と思います。

○藤井象徴空間担当課長 赤れんが庁舎での取組についてでございますが、道では、より多くの

方々にアイヌ文化への興味、関心を高めていただくため、赤れんが庁舎の「アイヌ文化と歴史」

の展示室におきまして、アイヌの方々により受け継がれてきた伝統的な古式舞踊と道内各地のア

イヌ関連施設を映像で紹介するとともに、この展示室の出窓部分には、国や関係団体と連携し

て、ウポポイＰＲコーナーを設け、デジタルサイネージでイベント情報を紹介するなど、ウポポ

イへの誘客に取り組んでいるところです。

さらに、ウポポイ来場者の増加に向けまして、昨年９月から今年の２月まで「ゴールデンカム

イ」とコラボしたウポポイの入場券を赤れんが庁舎限定で販売いたしまして、期間中に約700枚

購入され、約500枚が実際にウポポイで入場券として使用されたと伺っております。

○宮崎アカネ委員 私もちょっと知らなくて手に入れることができなかったのですけれども、

「ゴールデンカムイ」とコラボした入場券を、アイヌ議連でも、皆さん、売っていただければよ
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かったのになとちょっと思った次第でございます。

また、私は、先日、ウポポイを訪問させていただきましたが、やっぱり、また来場したいと

か、北海道に旅行するなら必ず行きたいと思わせるような仕掛けというのをどんどんしていかな

きゃいけないと思うのですよね。

道では、海外のインフルエンサーの方たちにＳＮＳで魅力発信をしていただいているのですけ

れども、その効果を伺いたいと思います。

○藤井象徴空間担当課長 ＳＮＳによる情報発信についてでございますが、道では、令和６年

度、ウポポイをはじめ、道内アイヌ関連施設への外国人観光客の興味、関心を高めるため、訪日

外国人来道者数の多い台湾や香港などから人気のあるインフルエンサーを起用し、ファムトリッ

プを実施いたしまして、アイヌ文化や魅力的な周遊コースに関する情報について、フェイスブッ

クやインスタグラムなどのＳＮＳにより発信したところでございます。

こうした発信により、投稿の閲覧回数を示すページビューの数は約13万5000回にも上りまし

て、アイヌ文化の魅力を発信できたものと考えてございます。

○宮崎アカネ委員 ただいま答弁がありましたが、ページビューが約13万5000回ということでし

た。やっぱり、たくさんの方に知られることはうれしいことだと思いますが、今、北海道に来て

いただいている外国人は韓国の方が多いということなので、台湾と香港に加えまして、韓国の方

にもお願いしていただきたいなというふうに思います。

次に、毎年、様々な改善が行われていることも承知しています。2026年、今年なのですけれど

も、春にオープン予定の大型遊具の「トムトム」が整備されます。子どもたちが楽しくアイヌ文

化を知れるようにと、芝生公園に整備されるということなのですけれども、この大型遊具の設置

費用と効果についてお伺いしたいと思います。

○藤井象徴空間担当課長 大型遊具についてでございますが、国では、子どもたちに楽しくアイ

ヌ文化を知ってもらえるよう、来年度早期の利用開始に向けまして、ウポポイ内にアイヌの伝統

的な生活空間であった水辺をモチーフとする大型遊具を整備しているところでございまして、そ

の設置費用は約１億円と承知してございます。

なお、この遊具は、ファミリー層の来場の増加を図るためには、子ども向けイベントや遊具な

どコンテンツの充実が必要と、戦略策定のための有識者検討会において提案され、その具体的な

施策の一つとして設置したものと伺っております。

○宮崎アカネ委員 再度、質問させていただきますが、この大型遊具について、アイヌ文化を知

れる大型遊具は本当に楽しみなのですけれども、ファミリー層の来場の増加を目的とする戦略と

いうことで、町民パスというのがあるようです。白老町の子どもたちがたくさん通ってくれるよ

うな公園なのかなというふうに期待はしているのですけれども、答弁では、戦略策定の有識者検

討会で決まったということでした。この有識者の方たちというのは、どういう方たちだったの

か、お聞きしたいと思います。

○藤井象徴空間担当課長 有識者検討会についてでございますが、令和５年10月、国は、戦略の
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策定に向けまして助言を得るため、有識者検討会を設置し、道内においてまちづくりに尽力して

いる方や観光等を専門とする学識者のほか、アイヌにルーツを持つ若手の女性も委員として加え

るなど、合計６名の検討委員により議論が進められたところでございます。

○宮崎アカネ委員 有識者の方たちの中で、今回の大型遊具にはインクルーシブという概念もあ

ってつくられたということで、やはり、楽しみにしていますので、今後、つくるときにはたくさ

んの方に意見を聴取していただきたいなというふうに思います。

次に、ウポポイには14時以降の割引入場券というのがあります。こちらも、入場者数の増加を

目的に2024年10月よりスタートしました。大人1200円が600円になるということで、14時から入

場すると、公演とかもまだ見られますし、展示だけ見るということもできます。

14時以降の入場者数の効果と、また、年パスというものもあるみたいなのですけれども、来場

者数の効果についてもお伺いしたいと思います。

○藤井象徴空間担当課長 入場料の割引についてでございますが、ウポポイでは、来場者の利便

性の向上と一層の来場者の増加に向け、14時以降の割引入場券を導入しており、その購入者は、

令和６年度は、販売が開始された10月からの半年で約２万6000人、令和７年度は、２月までの時

点で約５万7000人と伺っております。

また、年間パスポートの購入者は、令和２年度の開業から先月末までの累計で約１万6000人、

パスポートによる来場者の累計は約４万6000人と伺っております。

ウポポイの年間来場者が年々減少している中で、割引券や年間パスポートによる来場者数への

影響につきましては、今後、財団や国において分析の上、対策に活用されるものと考えてござい

ます。

○宮崎アカネ委員 来場者数は減っているけれども、こういう施策でちょっとずつ伸びているの

じゃないかなというふうに私は思うのです。ですから、今後の集客に向けての取組というのを、

もしお考えでしたらお伺いしたいなというふうに思います。

○渡邊靖司委員長 アイヌ政策推進局長高橋奉己君。

○高橋アイヌ政策推進局長 今後の取組についてでございますが、アイヌ文化の振興を図るため

には、より多くの方々にウポポイを訪れていただき、アイヌの歴史や文化に直接触れ、体感して

いただくことが重要と認識してございます。

このため、道といたしましては、これまで、交通拠点における広報活動やアイヌ関連施設とウ

ポポイをつなぐモニターツアーの開催など、ウポポイのＰＲや誘客促進に取り組んできたところ

でございます。

今後、国におきましては、さらなるコンテンツの充実や季節に応じたイベントの実施、インバ

ウンドに向けた情報発信といった誘客施策に引き続き取り組んでいくものと承知をしており、道

といたしましては、来年度、国や市町村、アイヌ民族文化財団など、関係団体とも連携をし、舞

踊や伝統料理といったアイヌの歴史や文化に触れていただくイベントを開催し、ウポポイをはじ

め、道内アイヌ関連施設のＰＲを行うなど、誘客促進に努めてまいります。
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以上でございます。

○宮崎アカネ委員 今、局長から、誘客促進に努めると力強い答弁をいただきました。

先日、金子大臣も来ていただいて、年間100万人に向けて頑張っていただけるということであ

りますし、先ほどの鶴羽委員に対する答弁にもありましたが、文化に触れるとか体験しなけれ

ば、皆さんに文化は継承できないのじゃないかということを言っておりましたので、そこのとこ

ろは本当に皆さんに期待していますので、今後ともよろしくお願いいたします。

以上で質問を終わります。

○渡邊靖司委員長 宮崎委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

武市尚子さん。

○武市尚子委員 再犯防止の推進についてお伺いします。

令和７年版再犯防止推進白書によりますと、全国の刑法犯による検挙者に占める再犯者の割合

は46.2％と半数近くを占めています。安全、安心な社会の実現を目指し、犯罪や非行をした人が

社会において孤立することなく、再び社会の一員として復帰できるよう支援する再犯防止の取組

は重要であります。

中でも、社会で安定した生活を営むために就労の確保は重要と考えますが、本人の努力と同時

に、雇い入れる側、すなわち協力雇用主と言われる民間事業者の協力が不可欠と言えます。一

方、事業者側も様々な不安を抱えており、受入れのハードルになることもあるかと思います。

協力雇用主に対し、どのような支援、補助制度があるのか、お伺いします。

○渡邊靖司委員長 道民生活課長家山正吾君。

○家山道民生活課長 協力雇用主への支援についてでありますが、刑務所の出所者等が再犯や再

非行に至らないためには、仕事に就き、職場に定着して責任ある社会生活を送ることが重要であ

り、前科、前歴の存在を承知の上で積極的に出所者等を雇用しようとする協力雇用主の方々は、

更生保護における就職援助活動上、重要な役割を果たされております。

国では、協力雇用主の方々の不安や負担を軽減するため、出所者等を実際に雇用した場合の奨

励金の支給や、試行的雇用や職場体験を実施した場合の助成、身元保証人を確保できない出所者

等を雇用し、損害を被った場合の見舞金などの各種支援制度を設けているところでございます。

また、道におきましては、保護観察所やハローワーク等の関係機関と連携して、協力雇用主の

方々などを対象とした雇用事例の紹介や支援制度を解説する研修会を開催するなどし、１人でも

多くの出所者等の雇用につなげられるよう取り組んでいるところでございます。

○武市尚子委員 様々な取組がなされているようでありますけれども、引き続きの取組をお願い

いたしますとともに、例えば、社員寮の整備など就労環境整備の支援もあるとよいのではと考え

ておりますので、指摘とさせていただきます。

先月、２月19日、更生保護活動を応援する北海道議会議員懇話会が議員連盟に移行いたしまし

た。道議でも保護司の経験のある人は少なくありませんが、令和７年12月の保護司法の改正で、

現役世代を含めた、より多様な立場の方々が保護司になることが想定されています。
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自身の生活や仕事と保護司活動の両立を目指すためにも、保護司の活動環境の改善が重要と考

えますが、道としてどのように取り組んでいくのか、お伺いします。

○渡邊靖司委員長 くらし安全局長髙木順一君。

○髙木くらし安全局長 保護司の活動環境についてでございますが、道では、保護司の方々が、

安全、安心はもとより、安定・継続的に活動できるよう、これまで再犯防止推進フォーラムの開

催やパネル展などを通じ、保護司活動の意義や重要性について広く道民の皆様に紹介しますとと

もに、面接時の道有施設の提供や、市町村においても所管施設を利用できるよう働きかけてきた

ほか、多年にわたり貢献のあった保護司の方を毎年、顕彰しているところでございます。

来年度は、こうした取組に加え、７月の「社会を明るくする運動」強調月間におきまして、保

護司活動の重点的な啓発を全道市町村に呼びかけますとともに、保護司連盟等から保護司活動の

課題などをお聞きしながら、面会時の施設の提供や、勤務先による保護司である従業員への配慮

を働きかけていくなど、関係機関と連携しながら、幅広い世代の様々な御職業に就く保護司の方

々がより活動しやすい環境づくりに取り組んでまいります。

○武市尚子委員 ありがとうございます。

保護司活動のため、お休みを取らなければいけないということも想定されますけれども、多く

の職場で就業規則等の体制が整えられる必要があることを指摘しておきます。

次に、動物愛護センターについてお伺いします。

北海道動物愛護センター、愛称・あいにきたは、令和６年度から本格運用を開始し、道央地区

の基幹センターと、道南、道北、道東地区のサテライトセンターの全道４か所において、保健所

で一定期間収容された犬、猫の引取りや、新しい飼い主への譲渡、動物愛護や適正飼育に関する

普及啓発に取り組んでいるものと伺っています。

令和６年３月27日の基幹センター開所式から２年が経過しますが、「あいにきた」のこれまで

の取組状況や今後の展開などについて、以下、伺います。

昨年度と今年度の「あいにきた」における犬、猫の引取りと譲渡の状況はどのようになってい

るのか、お伺いします。

○渡邊靖司委員長 自然環境課長小島宏君。

○小島自然環境課長 犬、猫の引取り状況などについてでありますが、全道４か所の北海道動物

愛護センター「あいにきた」では、保健所で一定期間収容した犬、猫を引き取り、必要な治療や

ワクチン接種、避妊去勢手術などを実施した上で、新しい飼い主への譲渡を行っております。

令和６年度は、全道で255頭の犬、猫を引き取り、195頭を新しい飼い主に譲渡し、今年度は、

２月末時点で166頭を引き取り、166頭を新しい飼い主に譲渡したところです。

なお、譲渡に至らなかった犬、猫は、翌年度も引き続き、譲渡につなげる取組を行っておりま

す。

○武市尚子委員 センターでは、これまで、犬、猫の譲渡を進めるため、譲渡会を各地域で開催

してきたと承知しています。
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今年度、どのように譲渡促進に取り組んできたのか、お伺いします。

○小島自然環境課長 譲渡促進の取組についてでありますが、道では、これまで、センターが引

き取った犬、猫を新しい飼い主につなげるため、愛護団体等と連携し、全道各地域で譲渡会を開

催してまいりました。今年度は、札幌市内の動物関連の専門学校に御協力をいただき、全道４か

所のセンターが合同での譲渡会を初めて開催するなど、２月末までに道内各地で譲渡会を88回開

催したところです。

また、センターでは、開設以来、収容する犬、猫の動画紹介や適正飼育の啓発など、ＳＮＳを

活用した効果的な情報発信に取り組んでおり、今年度は２月末までに216件の投稿を行い、ＳＮ

Ｓを見てセンターに来所された方の多くが犬、猫の新しい飼い主になっていただくなど、譲渡の

促進につなげております。

○武市尚子委員 譲渡の促進を含む動物愛護センター業務を円滑に進めるためには、動物愛護団

体や獣医師会など、関係する方々との連携した取組が重要であると考えます。

今年度、どのように関係団体等と連携を図っているのか、お伺いします。

○小島自然環境課長 関係団体などとの連携についてでありますが、道では、センター運営の充

実を図るため、これまで、動物愛護団体や獣医師会、酪農学園大学などで構成する「あいにきた

運営連絡会議」を開催してきており、今年度は、２月に、センターの運営に関する課題のほか、

来年度の連携協働した取組として、ペットの防災対策や高齢者がペットを飼育する際の注意点の

啓発強化などについて意見交換を行ったところでございます。

また、センターの取組に御賛同、御支援いただける方々を「あいにきたサポーター」として募

集しており、現在、道内外の個人や団体、企業など6000名を超える方々に登録いただき、サポー

ターの方々には、センターが引き取った犬、猫の情報の拡散やイベントへの参加のほか、センタ

ーの運営に御寄附をいただくなど、様々な側面から御協力いただいております。

○武市尚子委員 動物は適切な環境下で終生飼養されることが重要であり、人間の都合で遺棄す

ることは許されません。

一方で、人間の社会でも高齢化が進んでいることや独居世帯が増加していること、動物の種類

によってはかなり長生きをする種もあることから、飼い主の寿命や突然の病気を考えると、引取

りをちゅうちょせざるを得ないという声も耳にするところです。無責任に引き取ることは不幸な

動物を増やすことにつながることから、しっかりした環境の方にお譲りすることが望ましいこと

は言うまでもありませんが、飼い主側のリスクへのフォロー体制さえあれば、様々な方が引き取

ることが可能となり、譲渡促進にもつながると思われます。

先ほどの答弁でも、高齢者がペット飼育をする場合の注意点について言及がありましたが、飼

い主側のリスクについて、譲渡に際してどういった説明や啓発を行っているのか、お伺いしま

す。

○小島自然環境課長 飼い主への啓発についてでありますが、センターや保健所では、引き取っ

た犬、猫を新しい飼い主に譲渡する際には、動物の生態や習性を理解し、人への危害防止等、他
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人に迷惑をかけないよう、飼い主の責任を自覚し、愛情を持って最期まで飼育することなどにつ

いて、書面を交付の上、説明しているところです。

特に、高齢者や独居世帯の方には、病気や事故といった飼い主自身の万が一の事態に備え、あ

らかじめ預かり先を確保することや、やむを得ない事情により飼育を継続できなくなった場合に

は、自ら責任を持って新たな飼い主を探すことなどについて御理解いただけるよう、丁寧に説明

を行い、確約していただける方に譲渡しているところでございます。

○武市尚子委員 答弁いただいたとおり、人生、何があるか分からない中で、万一のときの預か

り先を確保しておくことが重要であるというふうに私も考えます。一方で、リスクに対する安心

と備えがあれば、多くの方に新しい飼い主になっていただけると思いますので、その環境整備も

重要であるということも指摘しておきたいと思います。

次に、民間企業との連携についてお伺いします。

動物愛護団体や獣医師会といった関係する方々との連携や「あいにきたサポーター」の取組は

重要であります。今後は、民間企業との連携など、さらにセンターの活動の幅を広げていく必要

があると考えますが、民間企業との連携に向けて、どのように取り組み、今後どのように展開す

る考えなのか、お伺いします。

○渡邊靖司委員長 自然環境局長新井田順也君。

○新井田自然環境局長 民間企業との連携についてでありますが、道では、昨年８月、センター

と民間企業との連携に関するマッチング会を開催し、企業５社から店舗での譲渡会やペットフー

ドの寄附などについて連携の申出をいただき、御支援をいただいているところでございます。

また、その中で、動物愛護管理の普及啓発や災害時のペット支援、譲渡の促進などに関する協

定の締結を提案いただいた企業とは、今月末に、協定締結と併せ、センター開設２周年を記念す

るイベントを開催することとしており、今後もこうした民間企業と連携した取組を一層進めなが

ら、支援の輪を広げていくなど、センター機能の充実強化に取り組んでまいります。

○武市尚子委員 動物愛護センターには、行き場を失った犬、猫を引き取り、新しい飼い主に譲

渡するなど、動物の命を守る役割を一層果たすとともに、関係する方々や民間企業との連携によ

る円滑な運営を期待しています。

道は、この２年間の実績を踏まえ、今後、動物愛護センターの役割、機能が一層発揮されるよ

う、どのように取り組んでいく考えなのか、お伺いします。

○渡邊靖司委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、センターの着実かつ円滑な運営を図る

ためには、道民の皆様の御理解と御協力の下、センターが本道の動物愛護の拠点としての役割や

機能を十分発揮できるよう、関係する方々と連携した一体的な取組を進めていくことが重要でご

ざいます。

このため、道では、これまで、１頭でも多くの犬、猫を新しい飼い主につなげるため、ＳＮＳ

を活用した情報発信や各地域での譲渡会のほか、動物愛護に関するパネル展や講演会の開催な



【第２分科会 ３月13日 第３号】

ど、適正飼育の啓発に努めてきたところでございます。

道といたしましては、今後もこうした取組を進めるとともに、関係団体との連携を一層密に

し、企業等の御協力もいただきながら、「あいにきた」が動物愛護の精神を育む拠点となって、

人と動物が共に幸せに暮らせる社会の実現に向け、取り組んでまいります。

○武市尚子委員 まだ２年目ということで、今後、どんどん活動の幅が広げられ、存在感ととも

に期待も高まっていくものと思います。本道における動物愛護の推進に今後も中心的な役割を果

たしていただくことを心から御期待申し上げ、質問を終わります。

○渡邊靖司委員長 武市委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

水口典一君。

○水口典一委員 それでは、通告に従い、質問をしてまいります。

まず、交通安全対策について伺います。

交通死亡事故抑止対策について、新年度予算に216万円が新規事業として計上されておりま

す。令和７年の死者数は前年比25人増の129人と前年を大きく上回ってしまい、全国ワースト３

と憂慮すべき結果となり、抑止対策として計上された予算と推察するところであります。

発生件数は前年比268件減少の8475件、負傷者数は前年比470人減少の9827人と、死者数だけが

増加をしており、増加の要因をどのように認識しているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 交通安全担当課長二瓶友和君。

○二瓶交通安全担当課長 交通死亡事故の特徴についてでありますが、令和７年は、前年に比べ

まして、冬期間における凍結した路面でのスリップに起因する事故や、道内各地におきまして、

自動車と自転車による事故、バイクによる事故などの重大事故の発生が続いたことに伴いまし

て、交通事故死者数が増加したところであります。

また、令和７年の飲酒を伴う交通事故の死者数は、令和５年及び令和６年と同数の６人である

ものの、事故の件数は77件と依然として後を絶たないところでございます。

このため、死亡事故の防止や飲酒運転の根絶に向けまして、引き続き、啓発活動や注意喚起に

一層取り組んでいくことが必要でございます。

○水口典一委員 次に、今後の取組について、新年度計上の216万円の使途と、新年度、どのよ

うに取り組んでいくのか、所見を伺います。

○渡邊靖司委員長 地域安全担当局長西清人君。

○西地域安全担当局長 今後の取組についてでございますが、道では、令和７年における事故の

特徴を踏まえまして、スピードダウンや自転車の安全利用、飲酒運転の根絶などを本年の交通安

全運動の重点に掲げており、来年度におきましては、大学生を対象とした啓発活動、道職員によ

るラジオ番組や街頭大型ビジョンを活用した注意喚起など、様々な機会や手法を活用し、幅広い

世代、ドライバー、自転車を利用される方々などへの事故抑止対策に取り組んでいくこととして

おります。

また、飲酒運転防止に向け、こうした取組に加えまして、全道各地域で、基調講演やパネルデ
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ィスカッションを通じて、道民の皆様に飲酒運転根絶を考えていただくシンポジウムや、若年層

を対象にしたワークショップを開催することとしております。

道といたしましては、引き続き、関係機関や団体、民間事業者の皆様と一層連携しながら、交

通事故や飲酒運転のない安全で安心な社会の実現を目指し、取り組んでまいります。

○水口典一委員 飲酒運転による事故が依然として後を絶ちません。飲酒運転根絶に向けた取組

を強化いただくことをお願いいたします。

次に、ごみ処理について伺います。

初めに、ごみ処理広域化・処理施設集約化計画について、新年度予算に456万円が新規事業と

して計上されております。事業概要として、廃棄物処理施設の2050年ゼロカーボンの達成、循環

経済への移行等の視点から、ごみ処理広域化・処理施設集約化計画を見直すとのことですが、現

状について伺います。

○渡邊靖司委員長 循環型社会推進課長遠藤浩君。

○遠藤循環型社会推進課長 ごみ処理広域化等の現状についてでありますが、道では、ごみ処理

に伴う国のダイオキシン類の排出規制に対応するため、平成９年12月に、ごみ処理の広域化計画

を策定し、道内を30ブロックに分け、焼却施設の集約化を進めてきており、これまでに、平成９

年度の135施設から、19年度には70施設、29年度には65施設となり、現在、46施設へと減少して

おります。

また、令和４年度には、これまでの計画の見直しを行い、広域処理の一層の推進を目的とし、

基本方針に、施設の集約化や資源化、減容化の推進、地球温暖化防止に向けた取組を掲げた、北

海道ごみ処理広域化・処理施設集約化計画を定め、さらなる広域化の取組が必要な15ブロックの

うち、現在、三つのブロックで協議が進められています。

以上です。

○水口典一委員 次に、新年度の事業について、新年度計上の456万円の使途と、新年度、どの

ように取り組んでいくのか、所見を伺います。

○渡邊靖司委員長 環境保全局長阿部和之君。

○阿部環境保全局長 計画の見直しについてでありますが、国からは、現行計画に関して、持続

可能な適正処理の確保や、資源循環、災害対策の強化、脱炭素などの観点から、令和９年度末ま

でに必要な見直しを行うよう求められているところでございます。

また、見直しに当たっては、現計画でのごみ処理施設数の推移や広域化ブロックごとの進捗状

況等を評価するとともに、2050年度までの人口及びごみ排出量等の予測を行い、それらの結果を

基に、広域化ブロック区域割りの設定の見直しとブロックごとの廃棄物処理施設の整備計画や廃

棄物処理体制について検討を行うこととされております。

このため、道では、新年度予算案にこうした計画の見直しに必要な基礎調査に関する経費を計

上したところであり、調査結果を踏まえ、検討作業を進めるとともに、市町村等との協議も行い

ながら計画案を取りまとめ、議会の御議論もいただきながら、来年３月までに計画の改定を行っ
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てまいります。

以上でございます。

○水口典一委員 ごみ処理広域化について、市町村とも十分な協議を行いながら、脱炭素社会に

向けた計画改定をよろしくお願いいたします。

次に、野生鳥獣対策について伺います。

まず初めに、ヒグマ対策に関し、ヒグマ対策推進費についてですが、昨年は２名の貴い命が奪

われ、市街地においての出没など、道民の皆様の安全、安心の確保に向け喫緊の課題でありま

す。

令和８年度の重点政策として、ヒグマ対策推進費に６億529万円が計上されております。令和

７年度の当初予算が１億2429万円でしたので、約５倍の増額となっております。令和７年度の補

正予算においても２億2412万円まで増額しており、今年度におけるヒグマ対策がいかに重要施策

であったかを象徴しております。

令和８年度の当初予算が大幅に増額となった要因について伺います。

○渡邊靖司委員長 ヒグマ対策室長市川善浩君。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマ対策推進費についてでありますが、来年度予算案では、市町村が

実施する電気柵の設置など出没防止事業への補助上限額を撤廃しましたほか、ガバメントハンタ

ー任用に要する経費や捕獲従事者の報酬単価引上げに必要な予算を確保するなど、市町村が取り

組む出没防止や捕獲対策への支援内容を大幅に拡充したところでございます。

また、道自らも、３名のガバメントハンターを配置するとともに、ドローンやＡＩ等を活用し

た出没個体の特定と問題個体の捕獲支援システムや、ヒグマ出没情報を集約するプラットフォー

ムを構築するほか、新たに夜間の緊急銃猟に備えた講習会を開催するなど、地域の捕獲体制づく

りに一層取り組むこととしております。

○水口典一委員 次に、春期管理捕獲の実施状況についてでありますが、昨日の林委員の質問で

解明されましたので、割愛をいたします。

次に、春期管理捕獲の今後の取組について、人里周辺に生息、繁殖するヒグマの低密度化や、

人への警戒心の植付けによる人里への出没抑制のため、有効な手法であります。

捕獲従事者の育成、春期管理捕獲の技術など課題はございますが、今後どのように取り組んで

いくのか、所見を伺います。

○渡邊靖司委員長 野生動物対策担当局長三ツ木寛史君。

○三ツ木野生動物対策担当局長 春期管理捕獲の今後の取組についてでございますが、春期管理

捕獲は、人里周辺に生息、繁殖する個体の低密度化や人への警戒心の植付けによる出没抑制のほ

か、経験の浅い捕獲従事者の方々が実践の中で経験を積む機会を確保するため実施しており、本

年は、昨年を上回る多くの市町村から参加意向が示されているところでございます。

道といたしましては、参加する市町村や捕獲従事者への各種支援を継続していくとともに、市

町村や捕獲従事者の皆様からの御意見も参考に、課題や成果などの検証を行い、事業に適切に反
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映していくなど、効果的な制度となるよう努めながら、引き続き、より多くの市町村などに参加

を働きかけ、春期管理捕獲を通じた出没抑制や人材の育成につなげてまいります。

○水口典一委員 札幌市などでも春期管理捕獲が始まったとの報道もございました。昨年を大き

く上回る成果と、より一層多くの市町村の参加に向け、働きかけをお願いいたします。

次に、ヒグマ注意報等の発出状況について、ヒグマ注意報等が人身被害を防止するため、本年

１月16日から見直しをされておりますが、昨年の注意報と警報の発出状況について伺います。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマ注意報等の発出状況についてでありますが、今年度、道では、山

林や登山道でヒグマによる人身被害が発生した美唄市や羅臼岳のほか、市街地付近でヒグマが頻

繁に出没した江差町や砂川市など、17市町村にヒグマ注意報を発出したところでございます。

また、市街地付近で人身被害が発生した福島町と札幌市西区にヒグマ警報を発出したところで

ございます。

○水口典一委員 次に、ヒグマ注意報等の今後の取組についてですが、こちらも、昨日、同様に

解明をされましたので、割愛いたします。

次に、クマ被害対策パッケージについてです。

昨年、制定されました国による新たなクマ被害対策パッケージでは、緊急的に対応すること、

短期的に取り組むこと、中期的に取り組むことに分類され、多岐にわたり、それぞれ推進してい

くことになっておりますが、推進していく上で、今後、課題として国に求めていかなければなら

ない対策について、どのように認識しているのか、所見を伺います。

○市川ヒグマ対策室長 クマ被害対策パッケージについてでありますが、昨年11月に取りまとめ

られました国のクマ被害対策パッケージでは、道や市長会、町村会が要望していました警察、自

衛隊との連携強化や、ガバメントハンターの確保育成に向けた取組のほか、人の生活圏への出没

防止対策の強化等が盛り込まれており、こうした取組を着実に推進していくことが重要でありま

す。

現在、国では、適切な個体数管理のための統一的な手法による個体数推計や、地域ごとの捕獲

目標頭数の設定などを盛り込んだクマ被害対策ロードマップを策定中と承知しており、道といた

しましては、ヒグマ管理計画に基づき実施している個体数管理やゾーニング管理などの取組内容

を国にお伝えするとともに、円滑な緊急銃猟の推進やモニタリングの充実など、ヒグマ対策に必

要な支援などについて、引き続き、国に求めてまいります。

○水口典一委員 適宜、適切に国に対して求めていくことをお願いいたします。

次に、緊急銃猟の実施状況について、緊急銃猟制度は、緊急銃猟を実施するための四つの条件

を満たし、市町村長は、市町村職員に指示、または職員以外の者へ委託し、銃器により捕獲等を

することが可能とのことですが、人の日常生活圏などにおいて安全が確保された場合に限ってお

り、職員以外の者への委託も、知識と経験があり、射撃訓練も定期に行っている人材に市町村長

が委託することができるとしております。

まず、今年度の緊急銃猟の件数を伺います。
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また、法令で緊急銃猟を実施することができる捕獲者の要件が定められていますが、この要件

を満たす者がいない市町村に対して、道としてどのように取り組んでいくのか、伺います。

○市川ヒグマ対策室長 緊急銃猟の実施状況などについてでありますが、今年度、緊急銃猟とし

て発砲まで至った事例は、２月25日現在、全国で58件、道内では、10月24日に札幌市西区で実施

した１件となっているところでございます。

緊急銃猟を実施する捕獲者の要件といたしましては、銃器の種類に応じた銃猟免許を持ち、過

去１年以内に銃器による射撃を２回以上実施し、かつ、過去３年以内に緊急銃猟に使用する銃器

と同種のものを使用してヒグマなどを捕獲した実績を有することとされております。

道では、これまで、市町村や道警察、猟友会などと連携した緊急銃猟に備えた実践的な訓練を

積み重ねてきたところであり、引き続き、訓練等を通じて、関係機関相互の連携強化や広域的な

捕獲体制を構築していくとともに、ヒグマ捕獲初心者を対象とした講習会や射撃研修を実施する

ほか、緊急銃猟に対応可能な捕獲者などの情報が登録されている環境省のクマ人材データバンク

を市町村に周知するなど、引き続き、地域における必要な人材の確保育成に取り組んでまいりま

す。

○水口典一委員 次に、緊急銃猟の今後の取組について、市町村長としても責任の大きい制度運

用であります。

人身事故防止の観点から、実効性を高めるため、今後どのように取り組んでいくのか、所見を

伺います。

○三ツ木野生動物対策担当局長 緊急銃猟の今後の取組についてでありますが、人とヒグマとの

あつれきがかつてないほど高まっている中、緊急銃猟の円滑な実施に向けては、市町村や道警

察、捕獲従事者の方々が十分な準備の下で不安なく対応できる体制づくりが重要であります。

このため、道では、引き続き、実践的な訓練を各地で実施していくとともに、緊急銃猟時にお

ける技術的助言や職員派遣など市町村への応援体制の充実を図るほか、道内外の実施事例を市町

村に情報提供するなど、今後とも、関係機関との連携を密にし、緊急銃猟を安全かつ迅速に対応

できる関係づくりに取り組んでまいります。

○水口典一委員 先日、岩見沢市が緊急銃猟のマニュアルを公表との報道がございました。捕獲

従事者の不足が課題とのことで、市町村長としても大変責任の大きい制度ですので、道として

も、万全の応援体制で、支援のほどよろしくお願いいたします。

次に、捕獲従事者の育成についてです。

道では、捕獲従事者の育成について積極的に施策を展開しておりますが、道内での狩猟免許取

得者の人数と、猟友会に登録されている圏域別の人数の推移について伺います。

○渡邊靖司委員長 野生動物対策課長小島圭介君。

○小島野生動物対策課長 狩猟免許所持者数などについてでありますが、道内の免許所持者数

は、令和４年度が8726人、５年度は9184人、６年度は9600人で、年々増加傾向となっておりま

す。
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また、猟友会の会員数は、北海道猟友会によりますと、令和４年度が、道央地域2021人、道南

地域377人、道北地域867人、オホーツク地域689人、十勝地域796人、釧路・根室地域611人の合

計5361人、５年度は、道央地域2105人、道南地域372人、道北地域885人、オホーツク地域699

人、十勝地域797人、釧路・根室地域が612人の合計5470人、６年度は、道央地域2280人、道南地

域373人、道北地域914人、オホーツク地域724人、十勝地域830人、釧路・根室地域628人の合計

5749人で、増加傾向となっております。

○水口典一委員 次に、ガバメントハンターについて、道では、令和８年度よりガバメントハン

ターを採用することとし、人件費の予算計上がされておりますが、身分、人数など、概要につい

て伺います。

また、現時点で、市町村でのガバメントハンター採用数についても伺います。

○三ツ木野生動物対策担当局長 ガバメントハンターについてでありますが、道では、来年度、

ガバメントハンターを非常勤の会計年度任用職員として３名任用することとしており、その配置

に当たっては、今年度のヒグマの出没や人身事故などの状況を踏まえ、本庁環境生活部ヒグマ対

策室のほか、オホーツク総合振興局と渡島または檜山の振興局にそれぞれ１名配置することと

し、現在、最終的な調整を進めております。

なお、昨年末時点で、道内市町村において、狩猟免許を有し業務でヒグマの捕獲に関わる職員

は、19市町村で31名と承知しております。

○水口典一委員 全市町村にガバメントハンターが配置できるよう、市町村への指導と支援をよ

ろしくお願いいたします。

次に、専門的知見を有する職員の配置について、新年度では、ガバメントハンターの採用、地

域おこし協力隊の活用の検討など、道としても、振興局の体制を含め、さらなる充実を図ってい

くこととなりますが、今年度では専門的な知見を有する職員配置は11振興局と承知をしており、

新年度では全振興局に配置を検討しているのか、所見を伺います。

○小島野生動物対策課長 専門的知見を有する職員の配置についてですが、道では、今年度、野

生鳥獣対策に関する知見を持つ専門職員を本庁と11振興局に配置しており、来年度におきまして

は、これまで配置のなかった３振興局も含め、全振興局に配置することとしております。

○水口典一委員 全振興局への配置により、より一層、市町村との連携の強化をよろしくお願い

いたします。

次に、捕獲従事者の待遇について、新たな手当の導入は我が会派の一般質問でもただしました

が、岩手県がガバメントハンターを既に任用しており、特殊勤務手当を支給することとしている

と承知、また、４県が任用に向けた検討を行っている、国から示された通知では、鳥獣の保護及

び管理に関する業務が著しく危険または困難な場合などには、当該業務に従事する職員に対し、

特殊勤務手当を支給して差し支えない、今後、適切に対応してまいるとの答弁でございました。

道民が命の危険と隣り合わせの状況で、人とヒグマとのあつれきはかつてないほど高まってお

り、対策は喫緊の課題とまで再三述べており、捕獲従事者の待遇を保障していくことは当然のこ
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とと考えるわけです。

改めて、手当の導入について所見を伺います。

○渡邊靖司委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 鳥獣の保護等に従事する職員の処遇についてでありますが、国から示され

た通知では、鳥獣の保護及び管理に関する業務が著しく危険または困難な場合などには、当該業

務に従事する職員に対し、特殊勤務手当を支給して差し支えないこととされているところでござ

います。

道では、現在、こうした国の通知や他県の取扱いなども参考としながら、鳥獣の保護及び管理

に関する業務に従事する職員の処遇につきまして必要な検討を進めており、今後、適切に対応し

てまいります。

○水口典一委員 一般質問と変わらない答弁でございました。昨日、職員への狩猟免許取得者の

アンケートにより一定数の取得者がいることも明らかになっており、待遇整備が急がれると考え

ます。

次に、エゾシカ対策について伺います。

これも我が会派の代表質問でただしましたが、夜間の銃猟は、厳格な安全管理が可能と判断さ

れる場合は、技能を有する事業者に限り実施が認められており、道内でも昨年度までに４件の事

例がある、国や市町村、関係団体等と連携し、より効果的な捕獲対策に取り組んでまいるとの答

弁でございました。

平成27年５月の鳥獣保護管理法の改正により、夜間の銃猟が可能となっておりますが、改正の

趣旨は、急激な生息数の増加などにより農業被害が深刻な状況になり、積極的に捕獲を行うため

改正されたと承知しております。道内でも、圏域によっては農業被害が深刻で、市町村、猟友

会、警察が連携して夜間の銃猟を実施することは可能ではないかと考えるところであります。

そこで、他都府県での夜間の銃猟について、実施状況をどのように把握しているのか、伺いま

す。

○渡邊靖司委員長 エゾシカ担当課長嶋本祐幸君。

○嶋本エゾシカ担当課長 他都府県での夜間銃猟の実施状況についてでございますが、環境省の

調べによりますと、鳥獣保護管理法の改正が行われた平成27年度から令和６年度末までに、長野

県、愛知県及び和歌山県の３県で、鹿を対象とした夜間銃猟を実施しているところでございま

す。

３県では、いずれも道内での実施例と同様に、指定管理鳥獣捕獲等事業において、厳格な安全

管理の上、技能を有する認定鳥獣捕獲等事業者に委託し、実施したものであり、長野県では、平

成28年度及び29年度に実施し、１頭を捕獲、愛知県では、令和３年度以降、毎年度実施し、31頭

を捕獲、和歌山県では、平成27年度以降、毎年度実施し、497頭を捕獲していると承知しており

ます。

○水口典一委員 次に、夜間銃猟の実施について、他都府県での実施の実績もあるように、農業
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被害を少しでも減少させるために夜間銃猟を実施すべきと考えますが、改めて所見をお伺いいた

します。

○三ツ木野生動物対策担当局長 エゾシカ捕獲における夜間の銃猟についてでありますが、夜間

の銃猟は、人間の生命、身体または財産に危害を加えるおそれがあるため、鳥獣保護管理法で原

則禁止されている一方、夜間のみ捕獲可能な場所に出没する場合など有効な面もあるところであ

ります。

このため、平成27年度からは、国や都道府県が実施する指定管理鳥獣捕獲等事業において、厳

格な安全管理が可能と判断される場合、技能を有する認定鳥獣捕獲等事業者に限り実施が認めら

れており、道内でも昨年度までに４件の事例があるほか、今年度も国による委託事業が行われて

いるところであります。

道といたしましては、捕獲数のさらなる上積みに向けて、地域の狩猟期間の延長や越冬期の集

中捕獲実施箇所の拡大、鳥獣被害対策タスクフォースによる捕獲の強化など、国や市町村、関係

団体の方々などと緊密に連携し、より効果的な捕獲対策に取り組んでまいります。

○水口典一委員 夜間銃猟は、生命と財産に危害を加えるおそれがあり、慎重でなければと、代

表質問と変わらない答弁でございました。

３県での夜間銃猟の実施が明らかになり、和歌山県では法改正初年度から行っております。道

内の一部の地域では、深刻な農業被害により、切実な課題となっております。野生鳥獣対策につ

いては、改めて知事にもお伺いをしたいと思います。委員長のお取り計らいをよろしくお願いし

ます。

それでは、次に、スポーツ振興について伺います。

ミラノ・コルティナオリンピックが過日終了し、北海道勢の活躍に日本全国が歓喜に沸いたと

ころで、３月６日より冬季パラリンピックが開催され、日本選手の活躍が期待されるところであ

ります。北海道勢の活躍は、道民にとりましても、夢と希望と感動を与え、特に青少年のスポー

ツ選手育成に弾みがつくものと考えます。

新年度よりサッカーＪリーグの開催時期が秋春制に移行することから、開幕前のキャンプが、

冷涼な気候の北海道をキャンプ地として、絶好のチャンスが到来していると考えます。既にキャ

ンプ誘致が決定をしている９市町が公表され、これからさらに増えることが期待されるところで

あります。そこで、以下、伺います。

初めに、道の役割について、新年度予算にプロサッカーチームキャンプ誘致事業費として840

万4000円が計上され、キャンプの道内誘致に向けた費用と考えられます。

まず、キャンプ受入れを希望する市町村の一覧表が公表されており、市町村と連携しながら誘

致活動を行っていくと考えられますが、今年度までの取組と新年度以降の道の役割について、併

せてお伺いいたします。

○渡邊靖司委員長 障がい者スポーツ・競技力向上担当課長白幡博久君。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 これまでの取組などについてでありますが、道
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では、これまで、キャンプの誘致に向け、受入れ意向のある市町村を把握し、各チームに提供す

るとともに、キャンプ地に必要な練習環境等の条件を市町村と共有してきたほか、サッカーキャ

ンプ誘致に向けた官民連携支援組織「北海道サッカーキャンプコネクション」への参画や関係市

町村との連絡会議の開催を通じ、それぞれの取組状況や課題を共有するとともに、市町村のグラ

ウンドなどの練習環境等を取りまとめたＰＲ資料を作成し、プロモーション活動を行ってきたと

ころです。

こうした中、現在、９チームが道内でのキャンプ実施を公表しており、来年度においても、引

き続き、関係市町村などと連携しながら、本道の夏場の合宿適地としての優位性や市町村のキャ

ンプ受入れ環境などの情報を積極的に発信するなど、さらなる誘致に取り組んでまいります。

○水口典一委員 次に、キャンプ地の選定条件と課題について、プロサッカーチームがキャンプ

地として市町村と連携をしていくことになりますが、決定までのプロセスとして、どのようなこ

とが条件となり、そして、課題となっているのか、お伺いいたします。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 キャンプ誘致に求められる条件等についてであ

りますが、Ｊリーグのチームがキャンプ地に求める練習環境等の条件として、練習場所が良質な

天然芝グラウンドであることや宿泊場所がグラウンドの近くにあること、選手用の３食の食事の

提供や朝夕２回のクリーニングが可能であることなどに加え、近隣に練習試合の相手が必要とさ

れており、市町村が連携した誘致も重要となっております。

○水口典一委員 次に、北海道スポーツみらい会議との連携について、2022年３月に制定された

北海道スポーツ推進条例を契機に、新たな官民連携組織「北海道スポーツみらい会議」が設置さ

れておりますが、キャンプ誘致に当たり、どのように連携していくのか、所見をお伺いいたしま

す。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 北海道スポーツみらい会議との連携についてで

ありますが、道では、行政や教育機関、スポーツ団体、プロスポーツチーム、経済界などが参画

する北海道スポーツみらい会議と連携し、各種スポーツイベントを開催してきているほか、ＳＮ

Ｓ等を通じた様々なスポーツ関連情報の発信に取り組んでいるところです。

道としては、Ｊリーグチームのサッカーキャンプに合わせ、北海道スポーツみらい会議との共

催で、地域の子どもたちを対象としたサッカー教室などの交流事業を実施するほか、北海道スポ

ーツみらい会議のＳＮＳ等で、キャンプ中の練習試合日程等の様々な関連情報を発信するなど、

一層の連携を図りながら、さらなるキャンプ誘致や誘客の促進につなげてまいります。

○水口典一委員 北海道スポーツみらい会議は、行政機関、経済界、スポーツ団体、報道機関な

ど多様な団体が参画をされておりますので、その団体が有しておりますノウハウを最大限に活用

していくことを求めておきます。

また、先日の報道で、ドイツ１部リーグのボルシアＭＧが道内に育成拠点構想の意向を伝えて

おります。絶好の機会と捉え、スポーツ振興に生かしていくことをぜひともよろしくお願いいた

します。
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最後に、今後の取組について、道は、市町村や関係団体と連携して誘致活動を推進していくと

考えますが、今後どのように取り組んでいくのか、所見をお伺いし、質問を終わります。

○谷内環境生活部長 今後の対応についてでありますが、Ｊリーグチームのキャンプが道内で実

施されることを通じて、地域の子どもたちがプロの練習を間近で見学し、選手と触れ合いの機会

を持つことなどによりまして、競技人口の拡大や競技力の向上が期待されるとともに、道内外か

ら多くのサポーターが訪れることで、観光振興や地域の活性化にもつながるものと認識をしてお

ります。

このため、道としては、これまでの取組に加えまして、来年度、新たに、夏季冷涼な気候でス

ポーツ合宿に適した本道の優位性をアピールするイベントや、地域におきまして、子どもたちと

キャンプ実施チームが交流するサッカー教室などを行うとともに、これらの取組状況を含めたキ

ャンプ関連情報をＳＮＳやホームページで広く紹介するなど、市町村や北海道スポーツみらい会

議等と連携した効果的な誘致活動に取り組み、サッカーキャンプを通じた本道のスポーツ振興や

地域の活性化を図ってまいります。

○水口典一委員 ありがとうございました。

○渡邊靖司委員長 水口委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後０時８分休憩

午後１時10分開議

○渡邊靖司委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

環境生活部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

海野真樹さん。

○海野真樹委員 以下、環境生活部所管事項について伺ってまいります。

初めに、縄文世界遺産登録５周年の取組についてです。

先月開催されましたさっぽろ雪まつりでは、私の地元である函館市の南茅部地域で発見された

国宝の中空土偶、通称・カックウの大雪像がつくられ、大きな話題を呼んだほか、観光客をはじ

め、多くの方々に縄文文化の魅力を感じていただく大変よい機会になったものと思います。

縄文世界遺産については、今年７月に登録５周年の節目を迎えることから、こうした地元も活

気づくような取組を市町村などとも連携して取り組むべきと考えます。そこで、以下、伺ってま

いります。

道では、さっぽろ雪まつりの開催に合わせ、北の縄文道民会議などと連携し、縄文雪まつりを

開催したと承知しております。このイベントには、函館市からも講演や出展により参加したと聞

いておりますが、このイベントの概要や来場者数の実績について伺います。

○渡邊靖司委員長 縄文世界遺産推進室長木内武雄君。



【第２分科会 ３月13日 第３号】

○木内縄文世界遺産推進室長 縄文雪まつりについてでありますが、道では、これまで、北の縄

文道民会議と連携して、さっぽろ雪まつり期間中に縄文雪まつりを開催し、縄文世界遺産の魅力

や価値の発信とともに、新たな縄文ファンの掘り起こしや関係者との連携強化などに取り組んで

きているところであり、本年は、２月の８日と９日に札幌駅地下歩行空間において開催いたしま

した。

このイベントでは、出土品の展示や土器に触れる体験のほか、縄文関連グッズの販売や、市町

村や北海道博物館など縄文世界遺産に関わる関係者によるリレートークなどを開催しておりまし

て、今年度は、約１万2000人に御来場いただいたほか、イベントへの出展などの参加団体数は過

去最高を記録したところでございます。

○海野真樹委員 来場いただいたのが約１万2000人、参加団体数は過去最高ということですが、

今年の縄文雪まつりについては、大通公園に「カックウ」の大雪像がお目見えするなど、その注

目度や発信力を生かした取組が重要だったと考えますが、そういった取組は行われたのかを伺い

ます。

○木内縄文世界遺産推進室長 中空土偶の大雪像についてでありますが、今年のさっぽろ雪まつ

りでは、観光客をはじめ、多くの方々が訪れる大通会場に中空土偶「カックウ」の大雪像が制作

され、道では、国内外に縄文世界遺産の魅力等を発信する絶好の機会と捉え、中空土偶に関連す

る情報のＳＮＳでの発信を広く促すとともに、縄文雪まつりへの来場を呼びかけたところでござ

います。

具体的には、「カックウ」の大雪像の写真投稿や関連するハッシュタグ投稿を行った上で、縄

文雪まつり会場に足を運んでいただいた方にノベルティーグッズを配付したところでありまし

て、会場に来てから改めて投稿してくれた方や友人の投稿を見て会場を訪れた学生の方もいるな

ど、大雪像制作を通じて、縄文の魅力発信や縄文雪まつりへの集客につながったものと受け止め

ているところでございます。

○海野真樹委員 世界遺産登録５周年を盛り上げていく上では、関係市町との連携が重要と考え

ますが、関係市町との連携は、来年度、どのような取組を考えているのか、伺います。

○木内縄文世界遺産推進室長 関係市町との連携についてでありますが、縄文世界遺産の魅力や

価値を広く発信していくためには縄文遺産のある市町との連携が重要であり、道では、これま

で、毎年度、関連する遺跡のある道内30市町で構成する「北海道縄文のまち連絡会」などと連携

しながら、体験型イベントや、遺跡のある市町を巡って出土品を展示する「北の縄文展」を開催

するほか、受入れ体制の充実に向けたガイド研修などを行ってきたところでございます。

来年度は、こうした取組に加え、登録５周年であることも念頭に置き、関係市町と意見交換を

行いながら、振興局が中心になって実施する取組も含め、一層の情報発信や受入れ体制づくりな

どに向け、さらなる検討を進めてまいります。

○海野真樹委員 道では、例年、周年イベントを開催しており、今年もこうしたイベントを開催

すると思いますが、私の地元では、函館市での開催を希望する声があり、地域が盛り上がるため
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にもそうしたことを検討すべきと考えます。

現時点における道の検討状況について伺います。

○渡邊靖司委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 世界遺産登録５周年に向けた取組についてでありますが、縄文世界遺産の

保全と活用の推進を図っていくため、道では、北海道・北東北の縄文遺跡群の世界文化遺産への

登録以降、北東北３県や関係市町、団体などと連携しながら、周年イベントをはじめ、各種のセ

ミナーや展示会などを開催し、遺産の価値や魅力の情報発信に努めてきたところでございます。

こうした中、本年７月には北海道・北東北の縄文遺跡群が世界遺産登録５周年の節目を迎えま

すことから、縄文遺跡群の価値等をより多くの方々に知っていただけるよう、北東北３県と連携

した５周年を記念するシンポジウムの開催や、北海道博物館における関連展示などを予定してお

ります。

また、道内の関係市町や団体などに合同でのイベント開催を広く呼びかけていくとともに、地

域の御意見を伺いながら、函館市をはじめ各地域で５周年にふさわしい関連事業を展開していく

など、縄文世界遺産の保全と活用の好循環や地域のにぎわいの創出に取り組んでまいります。

○海野真樹委員 先日、縄文ＤＯＨＮＡＮプロジェクト主催のプレイベント、世界遺産登録５周

年「どうなんＪＯＭＯＮ発見！」に行ってまいりました。子どもたちが縄文かるたで遊んだり、

戸井地区から出土した実寸大の角偶のレプリカにペイントする体験など、会場では親子連れも含

めて大変盛り上がりを見せておりました。

先ほどの答弁に、北東北３県と連携した５周年のシンポジウムの開催などを、函館市をはじめ

各地域で予定しているとありましたが、５周年の節目に、ぜひとも地域が盛り上がるイベントを

函館市で道と一緒につくっていきたいと強く思っております。ぜひともお願いしたいと思いま

す。

それでは、次の質問に移ります。

スポーツ振興についてです。

Ｊリーグは、今年から秋春制に移行されるところです。既に道内の各地でのキャンプ実施が公

表されており、私の地元の道南地域では、３市町が協力して誘致活動を続け、昨年12月には３チ

ーム同時にキャンプ実施が決まったところであります。そこで、以下、伺ってまいります。

現時点における道内での誘致の決定状況はどのようになっているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 障がい者スポーツ・競技力向上担当課長白幡博久君。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 Ｊリーグのサッカーキャンプの誘致状況につい

てでありますが、現在、道内において令和８年度のキャンプ実施を公表しているのは９チームで

あり、その内訳は、セレッソ大阪が東川町、柏レイソルが網走市、名古屋グランパスが苫小牧

市、ＦＣ東京が白老町、ＦＣ今治が室蘭市、ＲＢ大宮アルディージャが函館市、東京ヴェルディ

が北斗市、川崎フロンターレが七飯町、ヴィッセル神戸が札幌市でキャンプを行うこととしてお

ります。
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○海野真樹委員 現在、道内において令和８年度のキャンプ実施を公表しているのは９チームと

いうことですが、道は、道内へのキャンプ誘致に向け、これまでどのように取り組んできたのか

を伺います。

○白幡障がい者スポーツ・競技力向上担当課長 これまでの取組についてでありますが、道で

は、これまで、道内市町村の受入れ意向を把握し、各チームに提供するとともに、グラウンドな

どの練習環境や宿泊施設、交通アクセスなどの情報を取りまとめたＰＲ資料を作成するなど、市

町村と連携したプロモーション活動を行ってきたところであります。

また、サッカーキャンプ誘致に向けた官民連携支援組織であります「北海道サッカーキャンプ

コネクション」に参加し、市町村やサッカー協会と連携を強化してきたほか、誘致を目指す市町

村と連絡会議を開催し、それぞれの取組状況や課題などについて情報共有しながら連携協力した

誘致活動が促進されるよう取り組んできたところです。

○海野真樹委員 今定例会では、プロサッカーチームキャンプ誘致事業費が計上されているとこ

ろであります。

今後、道として、さらなる誘致に向けどのように取り組んでいくのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 スポーツ局長近藤史郎君。

○近藤スポーツ局長 今後の対応についてでありますが、来年度、道内でＪリーグの九つのチー

ムによるキャンプが予定をされている中、さらなる誘致に向けましては、本道の優位性や市町村

の受入れ環境のほか、実際にキャンプを実施するチームの活動状況の情報発信など、より積極的

なＰＲ活動に取り組んでいくことが重要でございます。

このため、道としましては、来年度、これまでの取組に加えて、新たに夏場の合宿適地として

の本道の優位性をアピールするイベントや、キャンプ実施チームによる子どもたちを対象とした

サッカー教室などの交流事業を開催しますとともに、ＳＮＳやホームページでのキャンプ関連情

報の発信を充実することとしておりまして、引き続き、関係市町村との連絡会議も活用しながら

誘致促進に取り組んでまいります。

○海野真樹委員 キャンプ実施チームによる子どもたちを対象としたサッカー教室などの交流事

業とありましたが、プロ選手から直接指導を受けることができる貴重な機会であり、子どもたち

がスポーツ全体に関心を持つ契機になるものと考えます。また、市町村と連携を十分に図りなが

ら、誘致の促進に取り組んでいただくようお願いいたします。

次に、冬季スポーツ大会の誘致についてです。

北海道は、冬のスポーツ大国として数多くの冬のオリンピアン、パラリンピアンを輩出してま

いりました。札幌五輪の笠谷選手から、この間のミラノ・コルティナ五輪での高木選手まで、ど

さんこ選手の活躍に多くの北海道民が勇気づけられています。その一方で、少子化を背景として

若い世代の競技人口の減少、厳しい自治体財政からの施設の老朽化、指導者の不足など、今後の

北海道の冬季スポーツの先行きが懸念されるところです。

さらに、２回目の札幌オリンピック招致は、町村会で冬季オリパラの招致に向けた動きも始ま
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っているとの報道もあります。今後の冬季スポーツ振興を図る上で、明るい見通しを道民に示す

必要があると考えます。そこで、以下、道の取組について伺ってまいります。

スキー場では、外国人などでにぎわいを見せておりますが、外国人の姿も多く、料金も昔と比

べて大変高額となっております。道民の冬季スポーツの実施状況について伺うとともに、道内の

競技振興に向けた取組について、併せて伺います。

○渡邊靖司委員長 スポーツ振興課長清水直子さん。

○清水スポーツ振興課長 冬季スポーツ競技の状況についてでありますが、本道では、幼少期か

ら地域のスキー場などで冬季スポーツに親しむ機会が多いものの、近年は、スキー場やスケート

リンクの老朽化などによる施設の減少や、レジャーの多様化によるスキーやスケートに親しむ層

の減少が見られ、将来的な競技力の低下も懸念されるところです。

道では、市町村との共催により、オリンピアンなどアスリートの方々を講師に招き、道内各地

域で子どもたちにスポーツの楽しさや魅力を伝えるスポーツチャレンジ教室を開催しているとと

もに、ジュニア期からのアスリートの発掘、育成に取り組んでおりますほか、北海道スポーツ協

会や競技団体等を通じまして、選手やスタッフの強化合宿、遠征に係る経費への支援や指導者向

け研修会の開催費用への助成を行うなど、競技人口の裾野の拡大や競技力の向上に取り組んでい

るところです。

○海野真樹委員 ぜひ、子どもたちが幼い頃から、北海道ならではの冬のスポーツの楽しさや魅

力に触れることができる環境づくりを進めていただきたいと思います。また、遠征や強化合宿に

は多くの費用負担が伴うことから、今後とも、御支援のほどよろしくお願い申し上げます。

札幌冬季オリパラは議論が止まっている状況であります。こうした中、人口減少を背景に地域

のイベントが全体的に中止、縮小傾向となっております。

地域のスポーツ大会の動向について伺うとともに、道の支援状況について併せて伺います。

○清水スポーツ振興課長 地域のスポーツ大会の状況についてでありますが、近年、少子化など

による参加者の減少や大会運営の担い手不足などにより、各地域で継続して実施されてきたスポ

ーツ大会を中止または終了するといった例もあると承知しております。

こうした中、道では、広く一般住民の方々を参加対象とし、スポーツの普及振興に寄与すると

認められる地域のスポーツイベント等に関し後援を行っておりますほか、各地域におきまして、

振興局が地域づくり総合交付金を活用した大会開催経費への助成や職員による運営支援を行って

いるところです。

○海野真樹委員 担い手の不足によるスポーツ大会の中止、終了ということは大変残念でありま

す。

国民スポーツ大会の改革についての検討が進められているということですが、現在の検討状況

と道の対応について伺います。

○清水スポーツ振興課長 国民スポーツ大会についてでありますが、日本スポーツ協会では、国

民スポーツ大会の開催に係る開催地の経費負担、人的負担の増大などの課題に対応するため、令
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和７年６月に学識経験者や各種競技団体、自治体などで構成する国スポ改革タスクフォースを設

置し、現在、開催の時期や場所、開・閉会式の在り方、負担軽減などの各項目について検討を進

めており、令和９年度中に改革案を取りまとめるものと承知しております。

道といたしましては、これまでも、全国知事会を通じ、実施可能地が限定される冬季大会につ

いて、開催地を絞った上で決定方法をルール化することや開催地の負担を軽減することを提案し

てきておりまして、引き続き、検討の状況を注視しますとともに、適宜、意見を伝えてまいりま

す。

○海野真樹委員 少子化を背景として、学校の部活動や大会の改革の動きが進められていると承

知しております。

道内の冬季スポーツへの影響と、指導者の確保を含めた道の対応について伺います。

○清水スポーツ振興課長 指導者の確保などについてでありますが、人口減少や少子化の急速な

進行などを背景に、全国中学校体育大会の見直しなどが行われているものと承知しておりまし

て、スポーツを取り巻く環境や社会情勢の変化に伴い、スポーツ参画人口や競技水準への影響も

考えられるところです。

こうした中、道では、市町村や競技団体、北海道スポーツみらい会議などと連携しながら、地

域の方々が様々なスポーツに親しむことができるよう、スポーツ体験教室の開催のほか、総合型

地域スポーツクラブの設置を促進してきております。

また、タレントアスリート発掘・育成事業を通じたジュニア期からのアスリートの発掘、育成

を進めておりますほか、北海道スポーツ協会と連携し、スポーツ指導者向け研修会や少年団を対

象としたリーダー能力向上研修会を開催するなどいたしまして、指導者の育成、確保に取り組ん

できているところです。

○海野真樹委員 競技人口、大会などの状況を伺ってまいりましたが、競技力を支えるために

は、リンクやスキー場、トレーニング施設などが必要と考えます。

札幌オリンピックを機に整備された施設の老朽化が進んでいるとも聞きますが、道として、そ

の状況をどのように認識しているのか、伺います。

○清水スポーツ振興課長 冬季スポーツの施設についてでありますが、1972年の札幌冬季オリン

ピックを機に整備された施設の多くは老朽化といった共通の課題を抱えており、例えば、道がス

ケート競技などの会場として管理する真駒内競技場につきましては、道立公園施設長寿命化計画

に基づきまして計画的に施設の補修を実施しているところです。

また、札幌市がフィギュアスケート会場として整備された体育館につきましては、通年利用が

可能なスケートリンクとカーリングリンクを併設した施設としてリニューアルし、移転すること

が計画されており、同じく、札幌市がスキージャンプ競技のため整備された二つの競技場につい

ては、老朽対策に加え、現行の国際競技規則に適合するよう、併設化を含めた検討が進められて

いるものと承知しております。

○海野真樹委員 冬季スポーツをめぐる状況を伺ってまいりましたが、道内でオリンピックやワ
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ールドカップを招致する上で、道民自身による冬季競技スポーツの振興は大変重要と考えており

ます。

道内におけるオリパラ招致の動きへの認識と今後の道の取組について伺います。

○谷内環境生活部長 冬季オリンピック・パラリンピックについてでありますが、オリンピッ

ク、パラリンピックの開催は、スポーツの振興はもとより、地域の活性化や観光振興、さらに

は、共生社会の実現にもつながるものであり、本道で生まれ育った選手がこうした国際的な大会

で活躍する姿は、私たち道民に夢と感動を与え、次世代を担う子どもたちにとっても大きな目標

や励みになるものと考えているところであります。

こうした中、札幌冬季オリパラに係る招致活動は、2023年11月のＩＯＣ理事会における2034年

大会までの開催地決定等を受け、現在、停止しており、引き続き、国内開催に関する関係機関等

の動向などを注視してまいります。

また、積雪寒冷といった本道の優位性を生かし、引き続き、誰もが日常的に冬季スポーツに親

しめる環境づくりを進め、北海道スポーツみらい会議や関係団体と連携協力しながら、世界の舞

台で活躍できる有望な選手の発掘、育成や国際的な大会等の誘致に取り組んでまいります。

○海野真樹委員 ぜひよろしくお願いいたします。

スポーツ振興について伺ってまいりました。スポーツの楽しさや魅力を伝えること、そして、

ジュニア期からの発掘、育成に取り組むことは大変重要であると考えております。この問題につ

いては、知事のお考えを直接お聞きしたいと思いますので、委員長におかれましてはお取り計ら

いのほどよろしくお願いいたします。

次に、ヒグマ対策についてであります。

道内で捕獲されたヒグマは、速報値で過去最多になったと承知しております。ヒグマの人里へ

の出没を防ぐ春期管理捕獲もスタートし、32市町村が実施していると報道されております。道で

も、令和８年度予算で前年度の４倍以上となる６億円の予算を計上しており、今後の取組などに

ついて、以下、伺ってまいります。

まず、令和７年度の取組についてです。

補正予算を含め、令和７年度の新規事業の概要や取組状況などについて伺います。

○渡邊靖司委員長 ヒグマ対策室長市川善浩君。

○市川ヒグマ対策室長 令和７年度の新たな取組についてでありますが、道では、市町村と連携

したゾーニング管理を推進するため、国の交付金を活用した市町村計画の作成や、計画に基づく

捕獲、下草の刈り払いなどへの支援に取り組みますとともに、鳥獣保護管理法改正を踏まえた円

滑な緊急銃猟の実施に向け、市町村や道警察、関係団体などと連携した実践的な訓練や、市町村

が策定するマニュアルや備品購入などへの支援を行ってまいりましたほか、ＡＩを活用したヒグ

マの個体識別や行動予測のため、ドローンや自動撮影カメラを活用し、ヒグマの出没時の個体の

行動パターンの記録や農地の被害状況に関する情報の蓄積などに取り組んでいるところでござい

ます。
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また、関係機関のより一層の連携を図ることを目的に、国や道警察、猟友会などの関係機関が

参画するヒグマ対策推進会議を新たに立ち上げるとともに、捕獲従事者の報酬増への支援を通じ

て市町村の春期管理捕獲の参加を働きかけておりますほか、警察官や自衛隊のＯＢの方々への狩

猟免許取得に向けた説明会などを開催したところでございます。

○海野真樹委員 冒頭で申し上げたとおり、過去最多の捕獲数となっております。

前年度と比較した令和７年度の捕獲数と最新の推定生息数について伺います。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマの捕獲数などについてでありますが、令和８年１月末時点におけ

るヒグマの捕獲数は、道の許可捕獲の速報値で2013頭となっており、昨年度の1026頭から987頭

の増となったところでございます。

また、全道のヒグマの推定生息数につきましては、最新の数値である令和５年末で１万1550頭

となっております。

○海野真樹委員 道民生活の安全を確保することが極めて重要であると考えております。

新年度は、出没に対する対策をどのように講じていくのかを伺います。

○市川ヒグマ対策室長 ヒグマの人里への出没対策についてでありますが、道では、これまで取

り組んでまいりました、市町村の捕獲活動や出没に備えた防除への支援、関係機関と連携した訓

練に加えまして、来年度は、市町村が実施する電気柵の設置など、出没防止事業への補助上限額

を撤廃しましたほか、ガバメントハンター任用に要する経費や捕獲従事者の報酬単価引上げに必

要な予算を確保するなど、市町村が取り組む出没防止や捕獲対策への支援内容を大幅に拡充した

ところでございます。

また、道自らも３名のガバメントハンターを配置するとともに、ドローンやＡＩ等を活用した

出没個体の特定と問題個体の捕獲支援システムやヒグマ出没情報を集約するプラットフォームを

構築するほか、新たに夜間の緊急銃猟に備えた講習会を開催するなど、地域の捕獲体制づくりに

一層取り組むこととしております。

道といたしましては、こうした新たな取組を通じながら、市町村や捕獲従事者、関係機関と一

体となり、市街地への出没防止に向けた取組を充実強化してまいります。

○海野真樹委員 昨年７月、福島町においてヒグマによる大変痛ましい事故が発生いたしまし

た。私も現地を訪れましたが、住宅が建ち並び、学校も近い場所であり、このような市街地に熊

が出没したことに大きな衝撃を受けました。住民の皆様からも不安の声を数多く伺いました。市

街地への出没防止に向け、対策のさらなる強化を強くお願い申し上げます。

ヒグマとのあつれき回避が目的であれば、生息状況の把握や問題個体の適切な捕獲が欠かせな

いと考えます。道として、今後どのように取り組んでいくつもりなのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 野生動物対策担当局長三ツ木寛史君。

○三ツ木野生動物対策担当局長 ヒグマの個体数管理についてでありますが、道では、道総研の

協力により、捕獲個体から得られる年齢や性別などのほか、足跡やふんなどの痕跡調査、生息密

度を調べるヘアトラップ調査の結果などを組み合わせ、有識者の御意見も伺い、地域個体群ごと
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に生息数を推定しており、また、こうした推定生息数も踏まえ、あつれき低減のため、問題個体

の積極的な捕獲や、人里への出没抑制に向けたゾーニング管理の促進、春期管理捕獲の拡大に積

極的に取り組みながら、ヒグマの出没が社会問題となっていなかった時期の個体数を目指すこと

としております。

こうした中、国では、適切な個体数管理のため、統一的な手法による個体数推定に取り組むこ

ととしており、道としては、その検討状況を注視するとともに、引き続き、推定精度の向上やモ

ニタリングの充実を図っていくほか、市町村等と連携し、ゾーニング管理や春期管理捕獲を推進

しながら、人とヒグマとのあつれきの低減に向けて実効性あるヒグマ対策に取り組んでまいりま

す。

○海野真樹委員 我が党は、ヒグマなどの野生鳥獣による被害防止等のため、捕獲を担う人材の

育成に向けた取組を提案してまいりましたが、今後、道として、捕獲従事者の育成に向けてどの

ように取り組んでいくのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 自然環境局長新井田順也君。

○新井田自然環境局長 捕獲従事者の育成についてでありますが、道では、これまで、捕獲従事

者の技術向上を図るため、初心者向けの射撃研修やベテラン狩猟者を講師としたヒグマ捕獲技術

研修会や、春期管理捕獲の場を活用した捕獲実践研修などに取り組むとともに、育成環境の充実

に向けた検討のため、道内外の射撃場を対象に施設規模や運営上の課題等について実態調査を実

施したほか、各振興局において市町村や猟友会等との意見交換会を実施し、狩猟免許の取得や捕

獲技術の向上等に関する意見や要望などを伺ってきたところでございます。

道といたしましては、来週にも新たに有識者検討会を設置し、ヒグマなど野生鳥獣の捕獲担い

手の裾野の拡大や育成に向け、このたびの射撃場の実態調査のほか、市町村や猟友会の方々など

からいただいた地域のニーズや課題等を踏まえ、有識者の方々から今後の方策などについて御意

見を伺いながら、中長期的な捕獲従事者の確保育成策について検討を進めてまいります。

○海野真樹委員 最後に、今後の対応についてです。

捕獲数が過去最多となる中、日本中で想像を超える熊の出没により人身事故などが多発してお

ります。これまで、ＩＣＴ等の活用による適正個体数の管理や射場整備といった人材育成、さら

には、行政職員の増強など、先進県の取組や国の対策パッケージを踏まえ、総合的な熊対策の充

実強化を図る必要があると要望してまいりました。

道として、今後、ヒグマ対策にどのように取り組んでいくのか、所見を伺います。

○谷内環境生活部長 今後の対応についてでありますが、今年度は、道内でも市街地周辺でのヒ

グマの出没が相次ぎ、道警察へのヒグマに関する通報件数が過去５年で最多となるなど、ヒグマ

対策は喫緊の課題と認識をしております。

道では、来年度、より柔軟な運用に見直したヒグマ注意報等を活用し、効果的に発出するとと

もに、ＡＩ等を活用した出没個体の特定や出没情報の一元化を進め、注意喚起機能を強化するほ

か、国の交付金を最大限活用し、春期管理捕獲をはじめとした捕獲従事者の報酬増への支援を拡
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充するなど、市町村や関係機関と連携し、市街地の出没防止に向けた取組をさらに進めてまいり

ます。

また、道自らもガバメントハンターや警察ＯＢを本庁や振興局に配置するとともに、地域おこ

し協力隊の活用も検討を進めるほか、捕獲従事者の中長期的な確保育成に向けた有識者検討会を

設置し、必要な検討を進めていくなど、地域の捕獲体制づくりに一層取り組んでまいります。

○海野真樹委員 ぜひともよろしくお願いいたします。

ヒグマ対策について伺ってまいりました。捕獲従事者の技術向上や担い手の確保は大変重要な

問題であると考えます。この問題については、知事のお考えを直接お聞きしたいと思いますの

で、委員長におかれましてはお取り計らいのほどよろしくお願いいたします。

以上で私の質問を終わります。

○渡邊靖司委員長 海野委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

畠山みのりさん。

○畠山みのり委員 最初に、「北海道みんなの日」について伺います。

北海道みんなの日条例は、平成29年に議員提案によって制定されました。道は、これまで、

「道みんの日」が広く親しまれて、道外におきましても北海道の価値が広く認識されるよう様々

な取組をされてきたことと思います。

この条例の制定から間もなく10年となりますが、私の地元で、私の周りに、７月17日は何の日

だと聞いたところ、残念ながら、答えられた人がいませんでした。

この「道みんの日」の認知度というのはどのようになっているのか、まず伺います。

○渡邊靖司委員長 道民生活課長家山正吾君。

○家山道民生活課長 「道みんの日」の認知度についてでありますが、道では、「道みんの日」

の認知度などに関するアンケート調査を毎年実施しており、令和５年度から７年度までの３か年

の調査結果では、「道みんの日」を知っていると回答した方の割合は、回答者全体では、令和５

年度が37.2％、６年度が34.2％、７年度が28.6％と３割程度で推移しており、また、このうち、

道内居住者につきましては、令和５年度が49.4％、６年度が51.4％、７年度が48.2％と５割程度

で、ほぼ横ばいで推移しているところです。

このため、道民の皆様に「道みんの日」の趣旨をより一層理解していただき、認知度の向上に

つなげていくことが必要と考えております。

○畠山みのり委員 道民に限っては認知度が５割ということで、少なくとも私の周りには知って

いる人がいなかったので、ちょっと私も周知に努めようかと思います。

「道みんの日」の趣旨というものがありまして、本道の価値を見詰め直し、誇りに思う心を育

むということにあるとされています。次代を担う子どもたちへの浸透というのが不可欠だと思う

のですが、今年度の取組の中で、小・中・高校生のふるさと教育との連携が100％となっていま

したが、どんなことをしているのか、その概要について伺います。
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○家山道民生活課長 ふるさと教育についてでありますが、道内では、全ての公立学校において

子どもたちが北海道について理解を深める授業を行っており、また、小中学校等においては、道

教委が、郷土に対する愛着や誇りを育むことを目的として、アイヌの人たちの歴史・文化等、北

方領土、北海道の文化遺産等、縄文遺跡群の四つの学習テーマによる総合的な学習の時間におけ

る指導プログラムを作成し、ふるさと教育に取り組んでおり、若年層の「道みんの日」の浸透、

定着にもつながる取組の一つと考えているところであります。

○畠山みのり委員 ぜひ、「道みんの日」の定着につながるように、道教委との連携も今後も継

続していただきたいと思います。

小・中・高校生を対象に行っている事業に、もう一つ、「北海道みんなの日 Ｕ－18メッセー

ジコンクール」というのがあります。これは、小・中・高校生を対象に北海道の価値と魅力を道

内外に向けて発信するメッセージを募集して、そして表彰しているというものですけれども、こ

のコンクールに入賞した作品というものは、「道みんの日」の普及にどのように活用されている

のか、伺います。

○家山道民生活課長 Ｕ－18メッセージコンクールについてでありますが、このコンクールは、

令和５年度から、道内の小・中・高校生を対象に北海道の価値と魅力を発信するメッセージを募

集し、その制作過程を通じて、道民であることを誇りに思う心を育むとともに、「道みんの日」

の普及を図ることを目的として実施しており、今年度は、1061作品の応募があり、小・中・高そ

れぞれの部門において、メッセージ性やオリジナル性などの観点から入賞作品を選考し、北海道

知事賞、北海道議会議長賞などを贈呈しているところでございます。

入賞作品につきましては、これまで、「道みんの日」の普及啓発用として作成、配布している

メモ帳やクリアファイルなどのノベルティーに掲載してきたところでございまして、こうした啓

発資材のほか、啓発ポスターやチラシなどにも掲載するなど、子どもたちの作品を広く紹介しな

がら「道みんの日」の普及につなげてまいります。

以上です。

○畠山みのり委員 その制作過程もさることながら、入賞した自分の作品が多くの人の目に触れ

るという経験をするわけで、それとともに「道みんの日」というものが皆さんに深く刻まれると

よいなというふうに思います。

「道みんの日」の浸透の最も効果的な方法として、当初、「道みんの日」に学校をお休みにす

るといった議論もあったと思います。実際に公立学校がお休みになるという自治体もあります

が、そのことについてはどのように考えているか、伺います。

○渡邊靖司委員長 くらし安全局長髙木順一君。

○髙木くらし安全局長 公立学校の休日化についてでございますが、「道みんの日」につきまし

ては、法令に基づく休日化が困難であることや、法令によらずに学校を休日にするには関係者等

との調整が必要であることなど、解決すべき多くの課題があるものと認識しております。

道といたしましては、北海道みんなの日条例の施行後、「道みんの日」の浸透、定着に向けて
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幅広い取組を進めてきたところであり、今後も引き続き、道立施設の無料開放をはじめ、市町村

や企業、団体等の御協力による関連イベントやＰＲ、学校におけるふるさと教育などの推進を通

じて、大人から子どもまで各世代の道民の皆様に、「道みんの日」の目的や意義が一層浸透する

よう取り組んでまいります。

○畠山みのり委員 分かりました。

「道みんの日」は、来年度、10回目を迎えます。先ほど海野委員の質問の中にも、５周年とい

うのがありましたけれども、一般的に、10とか15とか20とか、そういう数字は節目とされると思

うのですが、これを機に、さらに「道みんの日」の認知度を向上させる新たな仕組みがあるとい

いなと思います。

７月17日の「道みんの日」を、道民なら当たり前に知っている、そういった域まで到達させる

といったような目標を立てるですとか、民間との連携をさらに深めて、全道的なムーブメントに

なるような、そういった画期的な取組があるといいなと思うのですけれども、来年度を含めて、

今後どう取り組んでいくのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、道では、これまで、市町村や民間企業

の方々の御協力もいただきながら、７月17日を中心に公共施設の無料開放やメッセージコンクー

ルの実施のほか、本道の歴史や文化、自然に関するセミナーやパネル展示などによる「道みんが

っこう」の開催、さらには、レストランでの道産食品を使った特別メニューの提供などを通じま

して、「道みんの日」の意義や本道のすばらしさを実感いただける取組を進めてきたところであ

ります。

こうした中、来年度は、「道みんの日」が条例制定から10回目の節目を迎えますことから、道

といたしましては、一層の普及と本道の価値や魅力の理解促進に向け、これまでの取組に加えま

して、より多くの方々に「道みんの日」を広くお伝えすることができるよう情報発信手法を工夫

していくほか、市町村や企業等とも連携した記念行事の開催などについて検討を進めるなど、引

き続き、多様な主体の参画を積極的に働きかけ、「道みんの日」の意義と取組が全道各地域に広

がっていくよう取り組んでまいります。

○畠山みのり委員 ありがとうございます。

情報発信の工夫ですとか市町村と連携した記念行事も検討とのことなのですけれども、せっか

くなので、もう一つだけお聞きします。

連日、たくさんの方々が訪れています赤れんが庁舎ですね。きれいになりました。今年は、リ

ニューアルオープン後、初めて迎える「道みんの日」となるわけです。ですから、北海道の象徴

とも言える赤れんが庁舎にちなんだイベントを行うなど、そういったことも効果的ではないかな

と思うのですけれども、いかがでしょうか。

○谷内環境生活部長 今後の取組についてでありますが、来年度におきましては、「道みんの

日」をより多くの方々に知っていただき、一層の普及や認知度の向上につながっていくよう情報
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発信手法を工夫していくほか、市町村や企業等とも連携した記念行事について10回目の節目にふ

さわしい開催内容を検討していくなど、「道みんの日」の意義と取組が全道各地域に広がってい

くよう取り組んでまいります。

○畠山みのり委員 道民なら誰もが知っているという日になるように、これからも、工夫を凝ら

した事業など取組を進めていただきたいと思います。お願いいたします。

続きまして、選択的夫婦別姓制度についてです。

日本は、婚姻のときに夫婦どちらかの名字とすることになっている数少ない国の一つです。Ｏ

ＥＣＤ加盟国38か国の中では日本だけということです。国連の女性差別撤廃委員会から選択的夫

婦別姓の導入につきまして、日本は、2024年10月に４回目の勧告を受けています。2003年からの

度重なる勧告にもかかわらず、約20年にわたって選択的夫婦別姓の実現に向けた措置が取られて

いないということでございます。

昨年12月に行われました国の男女共同参画会議の議事録が、先月、公開されまして、この中

で、第６次男女共同参画基本計画の策定に当たりまして、旧姓使用に法的効力を与える制度の創

設に関する文言が計画の原案に追加されたということであります。旧姓使用を認めるよりも夫婦

別姓にしたほうがずっとシンプルじゃないかなと私は思うのですけれども、そして、この問題と

いうのは、男女平等、女性活躍、ジェンダー平等、ダイバーシティー、それからＤＥＩなど、ず

っとここで議論してきた個人の尊厳に関わる課題だと思います。

そういった観点から少しだけお聞きしたいのですけれども、2025年のジェンダー・ギャップ指

数は148か国中118位、これは何度もここでも議論されていると思います。このジェンダー・ギャ

ップ指数について、私が初めてこの数字に触れたのは2011年で、そのときは135か国中98位だっ

たのです。それでも、その当時、低いなと思ったのですよ。

さらに、「地域からジェンダー平等研究会」が行っている都道府県版のジェンダー・ギャップ

指数では、これは2026年の数字ですけれども、北海道は、政治分野は唯一、歴代知事の在職年数

の１位というのが効いていまして、10位なのですけれども、それ以外の分野では、全体的に見る

と、昨年同様、低い水準なのですね。

このジェンダー・ギャップ指数の現状につきまして、どのように捉えているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 女性支援室長千葉拓子さん。

○千葉女性支援室長 都道府県版ジェンダー・ギャップ指数についてでございますが、「地域か

らジェンダー平等研究会」が３月８日に公表いたしました本年における本道のジェンダー・ギャ

ップ指数は、行政、経済、教育の各分野で指数の改善が見られましたものの、なお他都府県に比

べまして男女の差が縮まっていないことなどが影響いたしまして、行政が47位、教育、経済が46

位と全国でも低い順位となってございます。

道といたしましては、道内市町村をはじめといたしまして、民間事業者や産業団体のそれぞれ

が現状を認識し、女性の活躍推進が企業などの生産性向上やイノベーション力の引上げにつなが

ることなどを共有しながら、誰もが性別にかかわりなく個性と能力を発揮できる環境の実現に向
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けて取組を進めていくことが重要と考えてございます。

○畠山みのり委員 道の環境生活部の御担当の方も、すごく一生懸命いろいろなことに取り組ん

でいらっしゃると思うのですけれども、北海道が最下位の水準というのは非常に残念なことだと

思います。

今お答えいただいたように、これは、生産性の向上ですとかイノベーション力の引上げという

ことにもなります。今、道議会の中でダイバーシティ研究会というのをやっていますが、ちょう

ど１年前の研修会に講師として来てくださった企業の方のお話がすごく印象的で、個の力の最大

化と生産性向上ということで、男女に限らず、属性に限らず、スキルの多様性と公平性というも

のをすごく大切にしている、そうした企業活動をされているということで、この世の中、社会も

そのようになればいいなというふうにすごく思います。

日本は、ジェンダーバイアス、これは性別による固定観念や偏見ですけれども、それが根強い

ということを聞きます。家事や育児は女性がやるものですとか、理系は男性、女性は文系、それ

から、管理職は男性だなど、そういった思い込みですよね。表に出なくても、当然のこととして

そういった偏見や差別、それから、女性らしさの押しつけみたいなものを多分に感じることがい

まだにあります。一方、男性の方も、男のくせに泣くなとか、男性が家計を支えるのが当たり前

などと追い詰められている状態だそうです。ちなみに、自死、自殺する男性というのは女性の２

倍だそうです。因果関係はちょっと分からないですけれども、そういった数字があります。

ジェンダーバイアスをいかになくしていくかが大切だと思うのですけれども、どのように取り

組んでいるか、伺います。

○千葉女性支援室長 ジェンダーバイアス解消に向けた取組についてでございますが、道では、

これまで、男女間の様々な格差の是正に向けまして、官民のトップで構成いたします「北の輝く

女性応援会議」、現在の「ほっかいどう女性活躍推進会議」におきまして、アンコンシャス・バ

イアスをテーマとした有識者による講演や、その解消に向けた意見交換等を重ねてきたほか、女

性の登用や参画に向けて意識改革を促すセミナーや交流会等を実施しまして、理解の促進に努め

てきたところでございます。

また、男女が共に活躍していくためには、日常における家事の負担を分かち合うなど、お互い

を理解し合い、サポートし合う社会づくりを進めていくことが不可欠でありますことから、男性

が家事に取り組むきっかけとなりますセミナーの開催やロールモデル集、啓発動画の作成、家事

分担をテーマとしたフォトコンテストの開催などのほか、男女平等参画を啓発するための情報誌

「イコール・パートナー」を作成いたしまして、市町村や関係団体等に配付いたしますなど、広

く道民の皆様に向けた取組を進めているところでございます。

○畠山みのり委員 北の輝く女性応援会議、今は名前が変わっていますけれども、これは誕生し

て10年ぐらいでしょうか。しかし、なかなか変わったと実感する場面が私は少なくて、一生懸命

やっていただいているのですけれども、いまだに性別役割分担意識の払拭みたいなこと、そうい

ったことをいろいろなところで聞くのです。なぜよくならないのか、ちょっと分からないのです
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が、難しい問題なのだと思います。

現在は、婚姻時に、夫か妻、どちらかの姓を選択するのですね。そして、同じ名字を名のると

いうことになっています。どちらかの姓を選択して同じ名字を名のるということになっている、

だから選択できるのですけれども、94％が夫の姓を選んでいるとのことです。これは2024年の人

口動態統計なのですけれども、本当はどちらを選んでもいいのに、ここにもジェンダーバイアス

の影響があるように思います。妻の姓を選んでいる方がいらしても、社会の慣習による偏見の目

を向けられるということもあると言います。つい先日も新聞の記事に載っていました。こうした

変わらない周囲の常識が生きにくさにもつながっていると考えます。

連合が昨年行った調査によりますと、婚姻届の提出によって名字を変えた際に感じたこととい

う問いに対して、自分が違う人になったように感じた、それから、できれば変えたくなかったが

仕方なかった、それから、自分ではなく相手に変えてほしかったという、一種の違和感ですとか

諦めのような、そういった気持ちに関する回答というのも一定数ありまして、これは冒頭にも申

し上げましたけれども、個人の尊厳や人権にも関わる問題です。

「道民一人一人が互いの個性や人格、多様性を尊重しながら、助け合い、支え合って暮らして

いくことができる地域社会を実現」、これは北海道の人権施策推進方針の基本理念に書かれてい

ることであります。選択的夫婦別姓制度もそれに貢献する一つの要素となり得るのではないかと

考えますけれども、見解を伺います。

○髙木くらし安全局長 選択的夫婦別氏制度についてでございますが、我が国では、民法で、婚

姻に際し、男性または女性のいずれか一方の姓を称するとされておりますが、現実的には女性が

姓を改める例が圧倒的多数となっておりまして、女性の就業の拡大等に伴い、姓を改めることが

婚姻後の生活の支障になっているとの声などを背景に選択的夫婦別氏制度の導入の議論が行われ

ておりますが、男女ともにライフスタイルを柔軟に選択できるとの意見がある一方で、共通の姓

がなくなることによる家族の一体感や子どもへの影響を懸念する意見もあるなど、賛否が分かれ

ているところでございます。

道といたしましては、この制度の導入につきましては、家族の在り方や将来の国民生活に大き

な影響を与える重要な問題として様々な御意見があるものと認識し、広く国民の中で十分に議論

や理解が深まることが重要と考えており、今後とも引き続き国の検討状況を注視してまいりま

す。

○畠山みのり委員 希望する人の希望をかなえるということだけのことだと思うのですけれど

も、ちなみに、旧姓の通称使用では国際社会では通用しないそうです。

人を大切にするという観点で、経済界等では動きが顕著でありますし、経済成長にも影響が及

ぶという実際に数値が出ています。ここでは解決しない問題ではありますけれども、まずは、北

海道のジェンダー平等をかなえるように取組をお願いしたいと思います。

次に、生物多様性保全と土地利用などについてです。

北海道では、道が策定した北海道生物多様性保全計画に基づきまして、生物多様性の保全と持
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続可能な利用に向けた取組を進めているところであります。国際的には、生物多様性の損失を食

い止めて回復への反転を目指すネイチャーポジティブの実現に向けて、2030年までに陸と海の30

％以上を健全な生態系として効果的に保全しようとする「30ｂｙ30目標」が掲げられています。

北海道は、広大な森林や湿地、豊かな海域などがありまして、国内の生物多様性の保全におい

てとても重要な役割を担う地域であると考えます。そのような中で、北海道生物多様性保全計画

を実効性あるものとするためには、個別の保全施策だけではなく、北海道全体の土地利用の在り

方との整合を図ることが重要であると考えます。

環境生活部として、生物多様性の観点から北海道の土地利用政策にどのように関与しているの

でしょうか。また、総合政策部など関係部局との連携をどのように進めているのか、伺います。

○渡邊靖司委員長 自然環境課長小島宏君。

○小島自然環境課長 生物多様性の保全に係る取組などについてでありますが、本道の多様な鳥

獣の生息環境や自然環境の保全を図るため、当部では、関係法令等に基づき、鳥獣保護区や自然

公園の区域を指定し、区域内での行為規制や監視等を行っているほか、開発が環境に及ぼす影響

を回避、低減するため、環境影響評価制度の周知や適切な運用を図るなど、開発行為等における

生物多様性の保全に向け取り組んでいるところです。

また、庁内関係部局で構成する北海道土地・水対策連絡調整会議などにおいて、土地利用等に

関する情報共有や施策間の連携調整などを図っております。

○畠山みのり委員 国際的には、2030年までに陸と海の30％以上を保全する「30ｂｙ30目標」の

達成に向けた取組が進められています。

北海道といえば、広大な自然というイメージを誰しもが持つと思うのですが、だからこそ、こ

の目標の達成に大いに貢献し得る地域であると考えます。北海道として、「30ｂｙ30目標」の達

成にどのように貢献しようとするのか、お考えを伺います。

○小島自然環境課長 「30ｂｙ30目標」への貢献についてでありますが、「30ｂｙ30目標」の達

成には、国や道による自然公園や鳥獣保護区など法令に基づく保護地域の拡張だけでなく、民間

の社有林や遊水池、ビオトープなど、保護地域以外で生物多様性保全に資するエリアである、い

わゆるＯＥＣＭの区域を増やしていくことが重要と考えます。

このため、道として、「30ｂｙ30目標」に貢献するため、当部では、これまで、関係法令に基

づく保護地域のさらなる拡大に努めるとともに、関係機関や団体等と連携した生物多様性保全に

関するシンポジウムの開催やイベントへの出展など、企業や市町村等の取組を促進しながら、Ｏ

ＥＣＭの登録につながるよう制度の周知を図ってきたところです。

○畠山みのり委員 生物多様性の保全を進めるためには、保全すべき重要な生態系を把握しつ

つ、一方で、経済活動に関わる開発との調整を図る土地利用の考え方というのが必要です。

環境生活部として、生物多様性の観点から、保全すべき地域の把握や区域化、それから、いわ

ゆるゾーニングにつきまして、ヒグマのみならず、今後どのように取り組んでいくお考えなのか

を伺います。



【第２分科会 ３月13日 第３号】

○渡邊靖司委員長 自然環境局長新井田順也君。

○新井田自然環境局長 保全すべき地域の把握などについてでありますが、本道の生物多様性の

保全に当たっては、法令等に基づく保護地域とＯＥＣＭとして登録される地域を拡充させていく

ことが重要であります。

当部では、道総研などとも連携しながら、道内の自然環境関連データの収集を通じて地域の生

物多様性の状況の把握に努めますとともに、市町村の意見なども踏まえながら、自然公園等の計

画見直しを行う際の保護区域の拡張や、鳥獣保護区の存続期間満了時における見直しなど、必要

な検討を行っているところでございます。

こうした取組に加えまして、企業との連携協定による保全活動に取り組む団体等への支援のほ

か、生物多様性の保全に関して優れた活動を行う企業、団体を表彰するなど、将来的にＯＥＣＭ

として登録を目指す地域の取組を促進してまいります。

○畠山みのり委員 北海道は、豊かな自然環境を有する一方で、再生可能エネルギー施設の立地

など、土地利用の変化というものも進んでいます。自然環境との調和をどのように図っていくの

かが課題となります。北海道の自然資本を将来にわたって守っていくためには、個別の施策だけ

ではなくて、森林や農地、都市、エネルギー施設などを含めて、北海道全体の土地利用の方向性

を考える視点というのが重要ではないかと考えます。

今後、道として議論を深めていく必要があると考えますが、どのように認識しているのかを伺

います。

○谷内環境生活部長 本道の生物多様性の保全についてでありますが、本道は、四方を豊かな海

に囲まれ、海と陸の生態系がつくり出す豊かな自然環境が類いまれな価値を持つとして、世界自

然遺産に登録された知床のほか、ラムサール条約の登録を受けた湿地が多数存在するなど、我が

国の生物多様性の保全に重要な役割を果たしております。

これまで、当部では、土地利用に関し、関係法令や生物多様性保全計画に掲げる基本方針に基

づき、保護地域の適正管理や希少類の保全などの取組を進めてきており、計画の着実な推進に当

たっては、今後とも、北海道土地利用基本計画などをはじめ、関係計画との整合性を図りなが

ら、土地利用の変化による生物多様性への影響の回避、低減や、地域と共生した事業が適切に実

施されるよう取組を進めてまいります。

○畠山みのり委員 地域と共生した事業ということで、昨年11月、知事も地域との共生に関する

メッセージというのを出しています。自然環境と経済の成長ということで、全庁的に取り組まな

くてはいけないことだと思いますので、これは知事に直接お聞きしたいと思います。委員長のお

取り計らいをお願いいたします。

そして、次に行きます。

土壌汚染対策について伺います。

３月５日、道は、釧路湿原周辺のメガソーラー建設予定地で建設事業者が実施しました土壌調

査の結果、一部の特定有害物質が基準値を超過していたことを発表しました。この調査結果は、



【第２分科会 ３月13日 第３号】

土壌汚染対策法で定めます特定有害物質全26項目のうち、調査地点の各１か所で、溶出量が、１

リットル当たり、ヒ素が基準0.01ミリグラム以下のところ0.012ミリグラム、そして、フッ素が

基準0.8ミリグラム以下のところ1.0ミリグラム、ホウ素が基準１ミリグラム以下のところ1.3ミ

リグラム検出されました。このことについて、以下、数点伺ってまいります。

当該事業者は、釧路市北斗の民有地約4.3ヘクタールで約6600枚の太陽光パネル設置を計画し

ていましたが、森林法違反などが発覚しまして工事が一時中断となっていました。

建設予定地で基準超過したヒ素、フッ素、ホウ素は、事業活動によるものなのか、それとも、

土壌に包摂された自然由来のものなのか、道の所見を伺います。

○渡邊靖司委員長 水・大気環境担当課長山内優一君。

○山内水・大気環境担当課長 基準超過の要因についてでありますが、今回の調査については、

土壌汚染対策法に基づく建設予定地に係る届出を受け、土壌汚染のおそれの有無を確認するた

め、事業者に対し行政指導により調査の実施を求めたものでございます。

この調査において、特定有害物質の３項目について基準超過が確認され、土壌汚染のおそれが

あると認められたことから、道では、今後、事業者に対し、法に基づく土壌汚染状況調査の実施

とその結果報告の命令を行うこととしております。

この調査の中で、建設予定地の地歴調査や土壌分析を行い、基準超過の要因が人為由来か、自

然由来かも含めて汚染状況について確認することとなります。

以上でございます。

○畠山みのり委員 これから確認するということですね。

次に、工事中止から土壌調査の結果が道に報告されるまで相当の期間が経過していますが、そ

の理由について伺うとともに、土壌汚染対策法の届出提出以降、道と事業者との間でどのような

やり取りがあったのか、時系列で伺います。

○山内水・大気環境担当課長 調査報告までの経過についてでありますが、道では、事業者から

昨年９月５日に届出を受理し、直ちに土壌調査の実施を指導したところ、再三の指導にもかかわ

らず、調査が実施されていなかったことから、11月13日に、担当副知事から速やかな調査実施な

どを求める指導文書を手交し、12月１日に事業者から土壌調査の実施計画書が提出されたところ

でございます。

その後、事業者が土壌調査を委託した調査会社において、本年１月13日から16日までの間、道

職員も立会いの下、建設予定地で土壌を採取し、その後、分析作業が行われましたが、調査会社

による分析データの品質管理のための確認作業や、事業者による調査会社からの報告書の内容精

査に時間を要したとして、当初の予定よりも約１か月遅れた３月３日に道に対して調査結果報告

書の提出があったところでございます。

以上でございます。

○畠山みのり委員 土壌調査の実施に関わって試料を採取したのは１月中旬ですが、道への調査

結果報告は３月３日となっています。
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道は、これまでも事業者に対して土壌調査などの実施を指導してきましたが、工事中止以降、

現場放置されていた懸念もあります。その間、付近の地下水や湧水の調査管理が適正に行われて

いたのか伺うとともに、土を覆いかぶせたり、ブルーシートをかぶせたりなど、有害物質の飛散

防止措置が施されていたのかを伺います。

○山内水・大気環境担当課長 汚染の除去等の措置についてでありますが、土壌汚染対策法で

は、法に基づく土壌汚染状況調査が行われ、土壌の汚染状態が環境省令で定める基準を超過した

場合、知事等は、健康被害のおそれの有無に応じて、汚染土壌の浄化などの措置が必要な要措置

区域や、土地の形質変更を行う場合に事前に届出が必要な形質変更時要届出区域に指定し、指定

区域外への汚染土壌の搬出などを規制するとされております。

道としては、引き続き、土壌調査の結果が判明するまで土地の形質変更を行わないよう事業者

に指導していくほか、今後、法に基づく調査命令により行われる土壌汚染状況調査の結果、土壌

汚染が認められ、人への健康被害のおそれが確認された場合には、事業者に対して地下水の水質

測定や盛土等による封じ込めなど、汚染の除去等の措置の速やかな実施について求めていく考え

でございます。

以上でございます。

○畠山みのり委員 現在の土壌汚染対策法では、掘削など土地の形質変更時や有害物質使用特定

施設の廃止などの場合に限り土壌調査が義務化されるという仕組みでありまして、幾ら汚染リス

クが高い土地であっても、宅地や農地など土地利用が継続している場合には、原則として土壌調

査義務が発生しません。安全対策が放置されがちです。道独自で対策強化すべきではないかと考

えますが、所見を伺います。

また、土壌調査結果につきまして、情報公開の基準は全国一律ではないので、道は、どのよう

に汚染された土地に関する台帳を管理し、そして、道民や事業者への情報公開に努めているのか

を併せて伺います。

○渡邊靖司委員長 環境保全局長阿部和之君。

○阿部環境保全局長 汚染状況の把握などについてでありますが、土壌汚染対策法では、土壌汚

染の可能性の高い土地について調査を行う必要の大きい一定の契機を捉えて土壌汚染の調査を実

施するとの考えの下、3000平方メートル以上の土地の形質変更に当たって事前届出を求めている

ところであり、事業者などがその制度を十分に理解するとともに、道による届出の対象となる案

件の早期の覚知が重要であります。

このため、道では、法手続等をホームページで周知するとともに、事業者等への関係リーフレ

ットの配付や業界団体を通じた会員企業への啓発も行ってきているところでございます。

道としては、今後も、こうした取組に加え、庁内関係部局や市町村と連携を図りながら、新た

な開発計画等に関する積極的な情報収集に努め、届出対象案件の早期覚知につなげるなど、土壌

汚染対策法の適切な運用を通じて、道民の皆様の健康被害の防止に取り組んでまいります。

また、道では、土壌汚染状況調査の結果、汚染が認められた土地の区域に関する情報につきま
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しては、環境省令で定める所在地や指定年月日、特定有害物質の種類など、土壌の汚染状況を記

載した帳簿と汚染範囲を表した図面から成る台帳を作成し、閲覧可能としているほか、その概要

についても確認できるようホームページで公開をしております。

以上でございます。

○畠山みのり委員 土壌汚染対策は、自然環境の破壊を防除する国土保全の重要な行政課題だと

考えます。北海道の雄大な自然を守って、可能な限り環境汚染の防止を講じるためには、知事が

強い意思を持って対策を進めることが重要だと考えますので、このことについては、知事にも直

接お伺いしたく、委員長のお取り計らいをお願いいたします。

以上で終わります。ありがとうございました。

○渡邊靖司委員長 畠山委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

以上で委員の通告の質疑並びに質問は終わりました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後２時25分休憩

午後２時45分開議

○宮崎アカネ副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

これより委員外議員の発言を許します。

山崎真由美君。

○山崎真由美議員 それでは、通告に従いまして、順次質問させていただきます。

初めに、飲酒運転対策についてです。

北海道は、広域分散型の地域構造にあり、自動車への依存度が極めて高い地域です。その一方

で、交通事故による死亡者数は依然として高い水準にあり、道民の命を守るという観点から、重

大な課題であると認識しております。

とりわけ、飲酒運転は、悪質かつ危険な犯罪であり、一たび発生すれば取り返しのつかない結

果を招きます。実際に、死亡事故の一定割合が飲酒運転によるものであるという現実を、私たち

は重く受け止めなければなりません。道では、各種の啓発活動に取り組んでいると承知しており

ますが、果たして現在の取組が十分なのか、また、実効性のあるものとなっているのかについて

は、改めて検証が必要ではないかと考えます。以上の観点から、何点か伺ってまいります。

まず、本道における飲酒運転事故の発生状況とその特徴について、どのように分析をしている

のか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 交通安全担当課長二瓶友和君。

○二瓶交通安全担当課長 飲酒運転による事故の状況についてでありますが、道警察によります

と、令和７年中に道内で発生しました飲酒運転による人身事故の件数は、前年より18件減少の77

件、死者数は前年と同数の６人、負傷者数は前年より46人減少の96人となっております。
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また、本年２月末現在の飲酒運転による人身事故発生件数は12件、負傷者数は13人、死者数は

０人で、いずれも令和７年の同時期と比較し減少しているところでございます。

飲酒運転による事故の発生件数は、過去５年間におきまして、11月、12月の年末に向けて発生

件数が多くなる傾向が見られるほか、曜日別では土曜日や日曜日に多く発生している状況にあり

ます。

以上です。

○山崎真由美議員 ありがとうございます。

現在、道が実施している飲酒運転防止対策について、どのような取組を行っているのか、ま

た、それらの取組を通じてどのような成果や課題を認識しているのか、伺います。

○二瓶交通安全担当課長 これまでの取組についてでありますが、道では、平成27年に定めまし

た「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」の下、飲酒運転のない安全で安心な社会の実現に向け

まして、道警察や市町村、関係機関・団体などと連携しながら、春夏秋冬の期別運動や各種イベ

ントの機会を通じまして、例えば、複合商業ビル内での啓発や飲酒運転根絶パネル展の実施、大

型ビジョンを活用した根絶メッセージ動画上映による情報発信など、様々な手法を活用しながら

啓発活動や注意喚起に取り組んできているものでございます。

こうした取組によりまして、令和７年における事故件数は、ピーク時の平成12年と比較しまし

て９割以上、92.7％の減少となったところでございますが、依然として飲酒による事故が発生す

るなど飲酒運転が後を絶たない状況にありますことから、引き続き、関係機関との連携の下、飲

酒運転の根絶に向けて一層の啓発活動等に取り組んでいくことが必要でございます。

○山崎真由美議員 ありがとうございます。

北海道では、平成27年11月に、北海道飲酒運転根絶条例を制定しております。そこから全庁を

挙げて様々な取組をしてきたと思いますが、この10年間でも、死亡件数は100件からずっと横ば

いで、それ以上減っていない。何よりも飲酒運転はあってはならないものなので、ゼロを目指

す、根絶を目指しているわけです。この数年間の取組が本当に実効性のあるものなのか、そうい

ったことをしっかりと検証していかないといけないと思います。以前から見ますと９割以上減少

となったということですけれども、まだまだ、この取組は、本当に必要な方にこの啓発が届いて

いるのかというところですね。

先ほどお答えいただきました、11月、12月の年末に向けての発生件数が年間でも一番多い、そ

して、取組としても12月に運動週間ということで全道を挙げて啓発を行っていますけれども、そ

れでも減っていない状況です。

次の質問に行きますが、飲酒運転は地域社会全体で防ぐべき問題であります。飲食店や運送事

業者、地域団体などと連携をさらに強化して、社会全体で飲酒運転を許さないという環境づくり

を進めていく必要があると考えますが、道として地域を巻き込んだ取組をどのように強化してい

くのか、お伺いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 地域安全担当局長西清人君。
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○西地域安全担当局長 民間事業者との連携についてでございますが、道では、これまで、民間

事業者の皆様の御協力をいただきながら、街頭大型ビジョンや金融機関店舗窓口のサイネージを

活用し、動画による飲酒運転根絶のメッセージ発信のほか、酒類販売事業者とのビアガーデン会

場による啓発資材の配布、商店街組合と連携し、飲食店を訪問するなど、様々な取組を進めてき

ております。

また、振興局等におきましては、地元スポーツチームとの協働連携による安全、安心な地域づ

くりに向けた取組を進めているなど、地域の交通安全ボランティアの方々をはじめ、民間事業者

の皆様と連携をし、各地域で飲酒運転根絶の取組を推進しております。

道といたしましては、今後とも、関係機関、関係団体はもとより、民間事業者の方々とより一

層連携を図りながら、道内各地におきまして飲酒運転根絶に向けた取組を展開してまいります。

○山崎真由美議員 まず、啓発で使われているポスターやチラシについてですけれども、実際に

飲酒運転をする可能性のある人に届かなければ意味がありません。

道では、飲酒運転根絶アンバサダーということで「やべーべや」で、近年はポスターとかチラ

シで広告をしております。ほとんどの方は、飲酒運転はしない方です。そういった方たちに向け

てのメッセージであれば、このちょっとかわいらしい形のポスターですとか、そういったものは

有効かと思います。

ただ、これは人の命がかかっていることです。ほかの事業も全てそうですけれども、いかに当

事者の気持ちになって事業を行っていくかということが必要かと思います。このポスターを見

て、例えば、もし自分の家族がこういった被害に遭われている状況であれば、道が本当に真剣に

根絶に向けて取り組んでいるのだろうかというふうに私はちょっと疑問を感じております。小さ

い子向けに目を引く内容であればいいのですが、やはり、これを見て、まずい、自分は飲酒運

転、たまにそういうことがあるかもしれないと思う、そういった方たちにしっかりと届く内容の

啓発が必要だと私は思っております。

最近は、いろんな分野において、ナッジ理論という形で、行動経済学の考え方から、人の意思

決定の癖を利用して望ましい行動に導く仕組みが活用されております。まずは、ポスターですか

ら、見た瞬間に、えっと思う、はっとする、まずいなというふうに思えるもの、それから、短い

メッセージですね。細かいことを長々と書いていても、ポスターですから、一瞬で通り過ぎます

ので、もっとインパクトのある、そして、どのように行動していったらいいかという具体的な内

容を記載した啓発物が有効ではないかと私は考えています。

次に、予算の妥当性についてですが、交通安全全般に関する事業の予算規模とその内訳につい

てお伺いいたします。

また、他県における取組と比較をして、本道の予算規模や事業内容は十分と認識しているの

か、所見を伺います。午前中の他会派からの質問と重複する部分もあるかと思いますが、改めて

お答えください。

あわせて、令和８年度予算ではどのように見直しをしたのか、また、新規性のある取組を行う
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のか、先ほどと重複するかもしれませんが、お答えをお願いします。

○二瓶交通安全担当課長 交通安全に関する予算についてでありますが、令和８年度の予算案で

は、啓発資材の購入、交通事故相談所の運営、団体が行う通学路における児童生徒の保護誘導や

学校での交通安全教室の開催への支援など、交通安全対策関連事業として9593万5000円を計上し

ております。

全国的に交通事故件数は減少しておりますものの、交通死亡事故ゼロに向け、各都府県におき

まして、それぞれの地域特性や交通環境を踏まえた交通安全に関する取組を進めており、道とし

ましても必要な予算の確保を図ったところであります。

来年度におきましては、令和７年における事故の特徴を踏まえまして、スピードダウンや自転

車の安全利用、飲酒運転の根絶などを交通安全運動の重点に掲げまして、大学生を対象とした啓

発活動、道職員によるラジオ番組や街頭大型ビジョンを活用した注意喚起など、幅広い世代やド

ライバー、自転車利用者の皆様への事故抑止対策に取り組んでいくこととしております。

また、飲酒運転防止に向け、これまでの取組に加えまして、道内の各地域でシンポジウムや若

年層の方々を対象としたワークショップを開催することとしておりまして、その経費として新た

に216万円を計上したものであります。

○山崎真由美議員 令和８年度では、新たに、各地域でのシンポジウム、そして、若年層を対象

としたワークショップの開催に対する予算が計上をされております。

警察本部のほうで出している令和２年から令和６年の飲酒運転が伴う交通事故実態において、

いろいろ分析をされておりますけれども、確かに若い世代が多いので、こういったものについて

は効果的かと思います。しかし、例えば、実際に飲酒運転事故を起こしている年齢層についてで

す。一番多いのは40代、そして50代です。死亡事故に実際につながっているのも50代の運転が一

番多いというこの結果から、長年、毎年啓発しているのはいいのですけれども、どこに啓発の力

を入れてやったらいいか、こういった結果から導いて新しい事業というのを考えていってほしい

のですよね。

昨日、政府の方針として、酒酔い運転に体内アルコール濃度が呼気１リットル中0.5ミリグラ

ム以上で適用するとの基準を設ける方針を示したと今日の新聞にも載っておりましたけれども、

皆さんはこの記事を見てどう思われたでしょうか。

以前に、法務大臣の諮問機関である法制審議会で議論された内容があります。今回は0.5ミリ

グラム以上というふうに決定されましたが、その会議の中では、0.25ミリグラム以上にすべきで

はないかという議論も出たときに、それでは厳し過ぎるという意見が示されていたという事実が

あるのです。

この状況から見ても、日本の飲酒運転に対する思いですね。思いといいますか、認識ですが、

40代、50代というのは、私たちが免許を取った当時には、まだ飲酒運転というのはここまで取締

りもなかった時代だと思います。その意識が、やっぱり、どこか水面下にあって、ちょっとぐら

いはいいだろうと。その量とかの問題ではないです。飲酒のときには絶対に乗らないという意思
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を本当にみんなが認識をする、そのための啓発に真剣に取り組んでいただきたいと思います。

次に、今後の取組についてです。

今言ったように、今までの取組は従来型の啓発にとどまっている印象を受けます。飲酒運転は

重大な犯罪であり、死亡事故の背景要因であることも踏まえれば、より踏み込んだ対策をする必

要があると考えます。

道民の命を守るという観点から、飲酒運転根絶に向けた取組を、単なる啓発の継続ではなく

て、成果につながる実効性重視の政策へと転換すべきと考えますが、今後の方向性について部長

の見解を伺います。

○宮崎アカネ副委員長 環境生活部長谷内浩史君。

○谷内環境生活部長 飲酒運転根絶に向けた今後の取組についてでありますが、飲酒運転は極め

て悪質な犯罪であるとともに、重大な交通事故を引き起こすおそれのある危険な行為であり、社

会全体が一体となって根絶に向けた取組を強化していくことが必要であります。

道では、道警察をはじめ、市町村、関係機関・団体、民間事業者と連携した啓発活動や注意喚

起に引き続き取り組んでいくとともに、来年度におきましては、基調講演やパネルディスカッシ

ョンを通じて、飲酒運転根絶の意識の高揚を働きかけるシンポジウムや、大学や民間事業者と協

働し、若い方々の根絶意識の涵養を図るワークショップを道内各地で開催することとしておりま

す。

道といたしましては、今後とも、関係機関と緊密に連携しながら、飲酒運転根絶に向けたこう

した取組を積極的に進め、飲酒運転をしない、させない、許さない、そして見逃さない社会の実

現に向けまして一層取り組んでまいります。

○山崎真由美議員 ありがとうございます。

飲酒運転というのは、本当にみんなが真剣に取り組めば防ぐことのできる犯罪です。道民の命

を守るという行政の最も基本的な責務を、対策が形だけのものではなくて、実効性のあるものと

なるようにしっかりと取り組んでいっていただくことをお願いして、私の飲酒運転に関する質問

を終わります。

次に、消費者を守る取組について伺います。

近年、悪質商法や特殊詐欺、インターネットを通じたトラブルなど、消費者被害の手口は年々

巧妙化しておりまして、身近な問題となっております。本道は、全国平均を上回るスピードで高

齢化が進んでおり、独り暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯も増加しております。こうした地域

の状況の中では、悪質商法などの被害が表面化しにくいといった場合も指摘されているところで

す。

また、ＳＮＳの普及などにより、若年者がインターネットを通じた消費者トラブルに巻き込ま

れるケースも指摘されているところです。消費者被害は、誰もが被害者になり得る問題でありま

して、高齢者はもとより、これから社会を担っていく若者を守っていくことも、地域社会にとっ

て重要な課題であると考えます。こうした思いから、本道における消費者被害の防止について、
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順次伺ってまいります。

まず、高齢者を狙った消費者被害について伺います。

高齢者が被害に遭うケースは後を絶たない状況です。本道における高齢者の消費生活相談の状

況や特徴について、どのように認識をしているのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 消費生活課長鏡法裕君。

○鏡消費生活課長 高齢者の消費生活相談の状況などについてでございますが、道立消費生活セ

ンターに寄せられた直近３年間の相談件数は、令和４年度8607件、５年度7335件、６年度6212件

であり、このうち、60歳以上の方からの相談件数は、令和４年度が2739件で全体の31.8％、同じ

く、５年度が2526件で34.4％、６年度が2145件で34.5％と、いずれの年度も全体の３分の１程度

となっております。

また、こうした年代の方からの相談内容として多いのは、健康食品などの食料品の購入に関す

ること、化粧品、医薬品などの保健衛生品の購入に関すること、インターネット、携帯電話など

運輸・通信サービスの契約に関することで、これらが各年度の上位３項目となっている状況でご

ざいます。

高齢者における消費者被害は、被害に遭っているという認識自体が低い場合があり、繰り返し

被害に遭うことで支払い額が高額になる事例や、本人以外の家族や福祉関係者などから相談が寄

せられて初めて被害が判明するといった事例などがあるところでございます。

以上です。

○山崎真由美議員 次に、被害防止の取組について伺います。

高齢者の被害を未然に防ぐためには、消費生活センターによる相談対応に加えて、普及啓発や

地域での見守りなどの取組が重要であると考えます。

道として、高齢者の消費者被害防止にどのように取り組んでいるのか、お伺いいたします。

○鏡消費生活課長 高齢者の消費者被害防止の取組についてでございますが、道では、高齢者や

障がい者など配慮を要する消費者被害の未然防止と早期発見の観点から、道立消費生活センター

において、商品事故や契約トラブルなどに関する一般的な消費者セミナーに加えまして、高齢者

に接する機会が多い関係者を対象といたしました悪質商法やその対策に係る高齢者消費者被害防

止セミナーを、毎年、道内各地で開催をしております。

加えまして、高齢者が被害を受けた事例を消費者被害防止ネットワークニュースに掲載し、各

市町村の消費者センター等へ注意喚起するとともに、全道を４地域に区分し配置する担当相談員

が、地域の相談員へ専門的見地から必要な知識の普及や助言等を行っているところでございま

す。

また、市町村や消費者団体、地域包括支援センター等の福祉団体、町内会、老人クラブといっ

た地域における多様な主体が高齢者等の情報や消費者被害の事例を共有しまして、地域全体で高

齢者等の安全、安心な消費生活を確保する見守りネットワークの取組を道内各地で推進している

ところでございます。
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以上です。

○山崎真由美議員 ただいま、見守りネットワークの取組を道内各地で推進しているということ

でした。

高齢者の被害は、なかなか言い出せず、一人で悩むこともあります。家族や地域の見守りによ

って早期に気づくことができる場合も多いと思います。福祉部門や警察、金融機関などと連携し

た見守りネットワークの構築は重要だと私も思います。

しかしながら、市町村によっては、体制づくりが十分に進んでいないとの声も聞かれるところ

です。見守りネットワークの構築に向けて、道として市町村をどのように支援しているのか、伺

います。

○鏡消費生活課長 見守りネットワークについてでございますが、道では、高齢者等の消費者被

害の未然防止や早期発見に有効な見守りネットワークによる取組を道内各地で推進するため、毎

年、消費者被害防止ネットワーク促進セミナーを開催し、地域包括支援センター等の福祉団体や

町内会など、構成員となり得るような団体等に対しましてネットワークの意義を説明していると

ころでございます。

また、平成26年から道立消費生活センターにネットワーク促進員を配置し、設立に向けた市町

村への働きかけを行うとともに、各構成員間の連携や情報共有の在り方など、具体的な御相談に

応じまして必要な助言も行ってきたところであり、こうした結果、本年２月末現在で72のネット

ワークが設立され、91の市町村をカバーしている状況でございます。

以上です。

○山崎真由美議員 91の市町村をカバーしているということですが、まだカバーできていない場

所もあります。見守りネットワークという形ではなくても、別の分野で相談を受けられる、そう

いった体制づくりというのも強化して、まずは進めていただければと思います。

今後の対応についてです。

高齢者を狙った消費者被害というのは、今後ますます重要になってくる課題だと思います。被

害の未然防止や早期発見を図るためには、消費生活部門だけではなく、福祉や警察、関係機関と

の連携を一層強化し、地域全体で高齢者を見守る体制を構築していくことが重要と考えます。

こうした認識の下、高齢者の消費者被害の防止に向けて、道として今後どのように取組を進め

ていくのか、見解をお伺いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 くらし安全局長髙木順一君。

○髙木くらし安全局長 高齢者の被害防止等に向けた今後の取組についてでございますが、少

子・高齢化とともに人口減少が急速に進む本道におきまして、デジタル化やグローバル化の進展

などにより複雑多様化する消費者被害から高齢者を守っていくためには、被害の未然防止に向け

た啓発や各地域の消費生活相談体制の維持向上のほか、市町村や消費者団体を中心に各機関・団

体等が連携して、被害を防止する見守りネットワークを構築していくことが重要と認識しており

ます。
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道では、これまでも、高齢者向けのセミナー開催、リーフレットの作成、配付など、被害防止

の啓発を行うとともに、地域における相談体制の充実強化を図る研修会の開催や、見守りネット

ワークの設立を進めてきたところであり、今後とも、地域の関係者からのニーズを把握しなが

ら、必要な情報の提供や研修会を開催するとともに、ネットワーク設立のさらなる促進を図るな

ど、高齢者の消費者被害の防止等に取り組んでまいります。

○山崎真由美議員 しっかりと取組を進めていただきたいと思います。

続きまして、若年者の消費者被害について伺います。

近年、ＳＮＳやインターネットを通じた勧誘などにより、若年者が巻き込まれる消費者トラブ

ルが全国的に増加していると指摘をされております。また、成年年齢が18歳に引き下げられたこ

とにより、契約に関する知識や経験が十分でない若者がトラブルに巻き込まれるリスクも懸念さ

れているところです。

本道における若年者の消費生活相談の状況について、どのように認識をしているのか、お伺い

いたします。

○鏡消費生活課長 若年者の消費生活相談の状況についてでございますが、道立消費生活センタ

ーに寄せられました29歳以下の方からの直近３年間の相談件数は、令和４年度1031件、５年度

773件、６年度626件となっております。

また、このうち、令和４年４月からの成年年齢引下げに伴いまして新たに成年となった18歳、

19歳の方からの相談件数は、令和４年度85件、５年度79件、６年度61件となっており、29歳以下

全体の層、18歳・19歳の層ともに、この３年間を見ると、相談件数については減少傾向にあると

ころでございます。

以上です。

○山崎真由美議員 件数的には減少傾向にあるということですが、このような状況において、結

構、こういったものは詐欺のメールだよという情報も提供されることがあるのですね。こういっ

たメールには気をつけてとか、実際に被害に遭った方が、同じ手口だというふうに気づいて啓発

をしているのを私も見たことがあります。

次に、被害の特徴について伺います。

若年者の消費者被害は、ＳＮＳを通じた副業トラブルや定期購入トラブルなど、インターネッ

トを介したものが多いと指摘されています。本道における若年者の消費者被害はどのような特徴

があると認識しているのか、お伺いいたします。

○鏡消費生活課長 若年者からの相談の内容についてでございますが、29歳以下の方からの相談

内容として多いのは、親権者の同意がない課金によるインターネットゲームのトラブルなど、教

養・娯楽サービスに関すること、賃貸住宅退去時の壁紙の張り替え等の原状回復など、レンタ

ル・リース・賃借に関すること、脱毛エステの倒産や事業譲渡により施術が受けられないなど、

保健・福祉サービスに関することであり、これらが各年度の上位３項目となっている状況でござ

います。
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また、若年者においては、情報収集や人との交流をＳＮＳ等のインターネットで行うことが一

般化しており、ＳＮＳ等を入り口として発生する短時間で高収入が得られるとする高額な情報商

材や、副業等のもうけ話などによる被害に係る相談が多いところでございます。

○山崎真由美議員 次に、消費者教育について伺います。

若年者の被害を防ぐためには、契約や消費生活に関する知識を身につける消費者教育が重要で

あり、学校教育の場における取組も重要であると考えます。

若年者の消費者被害を防止するため、道としてどのように消費者教育を進めているのか、伺い

ます。

○鏡消費生活課長 若年者に対する消費者教育についてでございますが、成年年齢の引下げなど

を踏まえまして、将来を見据えた早い段階での消費者教育が重要であることから、道では、全道

の小・中・高等学校の要望に応じまして、消費者教育の専門人材を講師として派遣し、消費者ト

ラブルの現状と未然防止、インターネットに関わるトラブルなどをテーマといたしました学校訪

問講座を実施しているほか、悪質商法の手口と対策を紹介しました若年者向けの被害防止パンフ

レットなど啓発資材を作成し、各学校に配付しているところでございます。

また、教職員が参加する研究会等の場を活用いたしまして、消費者被害の実態や対策を情報提

供するための消費者教育サポートセミナーを毎年実施しているなど、若年者に対する消費者教育

の担い手としまして、教職員の実践的な指導力向上にも努めております。

以上です。

○山崎真由美議員 こうした教育の場でも、いろいろ話をしたり相談できる環境というのも必要

だと思いますので、また進めていっていただきたいと思います。

最後に伺います。

ＳＮＳの普及などにより、若年者を取り巻く消費者トラブルの環境は大きく変化していってい

ます。被害を未然に防ぐためには、教育、相談体制、情報発信などを総合的に進めていくことが

重要であると考えます。

若年者の消費者被害の防止に向け、道として今後どのように取組を進めていくのか、部長の見

解を伺います。

○谷内環境生活部長 若年者の被害防止に向けた今後の取組についてでありますが、成年年齢の

引下げにより、18歳、19歳は親の同意なしでクレジットカードの作成やローン契約等が可能とな

るなど、社会経験の少ない若年者が高額契約や悪徳商法等による被害に遭う危険性が増してお

り、早い段階での消費者教育をはじめ、被害防止の啓発活動や相談対応などに取り組んでいく必

要があると考えております。

このため、道では、全道の小・中・高等学校への専門講師の派遣や啓発資材の配付など、消費

者教育を進めるほか、相談内容や被害の状況を把握し、若年者向けに開設した道の特設ホームペ

ージにおきまして、トラブルの事例やその対処法に関するコンテンツを掲載するなど、情報発信

にも取り組んでいるところであります。
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今後とも、若年者を取り巻く環境変化に対応しながら、道教委や消費者協会など関係機関とも

連携し、学校における消費者教育をより充実していくとともに、啓発や注意喚起を行い、若年者

の被害防止に一層取り組むなど、道民の皆様の消費生活の安全、安心の確保に努めてまいりま

す。

○山崎真由美議員 道においては、消費生活センターによる相談対応のほか、消費者教育の推進

や市町村との連携による見守り体制の構築など、様々な取組を進めていると思います。しかしな

がら、消費者被害の未然防止や早期救済を図るためには、こうした取組を一層強化していくこと

が重要であると考えます。

先ほどの飲酒運転根絶に向けての啓発もそうですし、今回のこういったものもそうなのですけ

れども、やはり、最近はＳＮＳ上にいろんな広告が出てくると思います。今の若い人であれば、

ＴｉｋＴｏｋですとか、そういった短い動画というのをすごく見られているのですよね。

道としても、インターネットを活用した広報というものに取り組んでいると思うのですけれど

も、それぞれの部署で予算を持ってこういったものを広告にするとなるとすごくコストもかかり

ます。道が契約している内容では、一、二週間程度でいろんなものを広報できるということもや

っていると思います。今言ったこの分野においても、そういったものを使って、若者等がウェブ

の広告として目にする機会がありますので、ぜひ取り組んでいっていただきたいと思います。

安心して暮らせる地域社会の実現に向けて、道として引き続きしっかりと取り組んでいただく

ことをお願い申し上げて、私の質問を終わります。

ありがとうございました。

○宮崎アカネ副委員長 山崎議員の質疑並びに質問は終了いたしました。

以上で通告の質疑並びに質問は終わりました。

総括質疑に保留された事項については本委員会において質疑を行うこととし、これをもって、

環境生活部所管に関わる質疑並びに質問は終結と認めます。

理事者交代のため、このまま暫時休憩いたします。

午後３時23分休憩

午後３時25分開議

○宮崎アカネ副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

報告をさせます。

〔東主査朗読〕

１．議長及び予算特別委員長から、委員の異動について、林祐作議員の委員辞任を許可し、檜垣

尚子議員を委員に補充選任し、第２分科委員に補充指名した旨、通知がありました。

１．教育委員会所管審査
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○宮崎アカネ副委員長 これより教育委員会所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

檜垣尚子君。

○檜垣尚子委員 通告に従いまして、順次質問してまいります。よろしくお願いいたします。

まず初めに、北海道立近代美術館リニューアルについてです。

近代美術館は、昭和52年に開館し、本道文化の創造、振興の役割を担い、知事公館・近代美術

館エリアの中でも象徴的な施設の一つでありますが、開館から48年目となり、著しく老朽化して

いることから、リニューアルに向け、昨年３月に基本構想を定め、本年度は基本計画の策定に向

けて検討を進められていると承知しています。

以下、北海道近代美術館のリニューアルについて、今年度の取組状況と今後の対応について伺

います。

今年度、道教委では、北海道立近代美術館リニューアルに係る基本計画の検討を進めています

が、これまでどのように検討を進めてきたのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 道立近代美術館担当課長浅野祐司君。

○浅野道立近代美術館担当課長 これまでの検討状況についてでありますが、基本構想で取りま

とめました、現在の建物を活用し、諸室の転用や増築等のリノベーションを行うという方針に基

づき、美術館に関する計画策定に実績のある事業者と連携し、近代美術館スタッフへの聞き取り

や他県事例の分析、さらには、有識者会議で意見を聞くなどし、新たな時代に対応する十分な規

模と機能の確保、長期的、安定的な美術館機能の維持など、８項目の施設整備の考え方を整理し

ました。

その後、設計、建築、美術館運営に関連する企業や芸術イベントを企画運営する団体、学校な

どへのヒアリングを実施したほか、建築文化の専門家への建物の意匠性や文化財としての価値に

関する意見聴取を実施するなど、基本計画の策定に向け、より具体の検討を進めております。

○檜垣尚子委員 特に、検討に当たり、基本構想では、今後取り組む五つのコンセプトの一つと

して、ウィズ・キッズを掲げていることを踏まえ、子どもの視点が重要と考えますことから、私

は、昨年の第３回定例会一般質問で、中高生等に加えて小学生からも意見を聞く機会を設けるよ

う求めました。こちらを設けてくださって、ありがとうございます。

このとき、小学生をはじめとして、参加者からどのような声が寄せられたのか、また、今後ど

のように基本計画に反映していくのか、伺います。

○浅野道立近代美術館担当課長 小学生など若い世代の意見の反映についてでありますが、基本

構想では、子どもが自ら楽しみ、大人の手を引き何度でも訪れたくなる美術館を目指すこととし

ており、当事者である若い世代の視点を生かすことが重要です。

このため、道教委では、若い世代の意見を聴取するために、中高生によるグループディスカッ

ションや小学生を対象とした館内探検会などを開催し、みんなで仲よくできる美術館にしてほし

い、遊べる美術館にしてほしい、講堂を障がいがある人にも使いやすいようにしてほしいなどの
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意見をいただいたところであり、こうした幅広い層の道民の皆様から寄せられた声を有識者会議

において議論を深めるなどし、できる限り基本計画に反映できるよう、さらに検討を進めてまい

ります。

○檜垣尚子委員 小学生の皆さんからたくさんのお声をいただいたとのことでした。今、この小

学生の皆さんは、美術館が完成する頃には高校生、大学生になっていると思います。自分の意見

がかなった美術館を見て、きっと美術館に愛着を持って訪れてくれるのではと思っております。

ぜひ、小学生の皆さんのお声も反映した美術館になることを願っています。

道教委では、今年度、民間が持つノウハウを活用し、安くて質の高い公共サービスの効率的な

提供を受けられるかどうか判断することを目的として、ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性調査を実施し

ていると承知していますが、調査の内容について、その結果の取りまとめ時期と併せて伺いま

す。

○浅野道立近代美術館担当課長 ＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性調査についてでありますが、一定の

事業費を超えることが見込まれる公共施設整備事業は、ＰＰＰ、ＰＦＩの導入可能性について調

査検討を行う必要があり、事業者に委託し、参画が想定される設計、建築、運営事業者等を対象

としたサウンディング型市場調査を実施し、事業スキームに係る定性評価や、事業期間全体の財

政負担額を従来方式と比較する定量評価など、リニューアルに適する事業手法の検討を行ってお

ります。

委託事業者による調査は年度内に取りまとめることとしており、道教委としては、その結果を

踏まえ、今後、適切な事業方式や実現可能性などについて検討を進め、その考え方を速やかに明

らかにしていく予定です。

○檜垣尚子委員 知事公館・近代美術館エリアは、文化、芸術、歴史資源として、また、札幌都

心の中のまとまった緑、憩いの空間として重要なエリアであり、一体化することにより、エリア

の魅力が向上し、価値向上へつながると考えますが、知事公館エリアと近代美術館との一体化に

係る検討状況はどのようになっているのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 生涯学習推進局長齊藤順二君。

○齊藤生涯学習推進局長 エリアの一体的な検討についてでございますが、エリア全体の一体性

を高め、魅力を向上させていくためには、近代美術館がその機能を十分に発揮することはもとよ

り、知事公館や緑地などともこれまで以上に有機的に連携し、相乗効果を生み出していくことが

重要です。

そのため、道教委といたしましては、知事公館エリアを所管する道総務部と連携し、それぞれ

の施設が持つ特徴を生かした役割分担や、エリア全体が魅力ある空間となるよう考え方の共有を

進めているところでございまして、今後、道議会や有識者会議などの御意見をお聞きしながら、

エリア全体が、芸術や本道の歴史、文化を身近に体感でき、誰もが心地よく過ごすことができる

交流と憩いの空間となるよう、連携方策などについてさらに検討を進めてまいります。

○檜垣尚子委員 子どもから大人まで、誰もが何度も訪れたくなるような魅力あふれる美術館と
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なるよう、今年度の検討状況を踏まえ、道教委は、来年度、基本計画の策定をどのように進めて

いく考えなのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 教育部長猪口浩司君。

○猪口教育部長 今後の検討についてでありますが、これまで、民間が持つノウハウの活用に関

する調査に加え、有識者や道民の皆様方から御意見をいただくなどして必要な機能や役割の検討

を進めてきており、今後は、知事公館エリアとの連携方策のほか、同じエリアに所在する三岸好

太郎美術館の求められる役割や近代美術館の敷地内の再整備などについて、さらに検討を深めて

いく必要があると考えております。

道教委としましては、引き続き、美術館を利用する方々や若い世代の方々、さらには、様々な

分野の専門家の方々などから引き続き幅広く御意見を伺うとともに、ＰＰＰ、ＰＦＩの導入可能

性や他県の事例も参考にしながら、近代美術館が、歴史を受け継ぎ、新しい時代とともに本道の

美術文化を開く美術館となりますよう、さらに検討を進め、できるだけ速やかにその内容をお示

しできるよう取り組んでまいります。

○檜垣尚子委員 もちろん、エリアを一体として考えていくことも大切ですが、地域には、美術

館がどうなっていくのか、楽しみにしている方々もたくさんおります。なるべく早い段階で基本

計画を示していただきたいと思います。

次に、食育の推進についてです。

子育て支援に取り組む自治体を支援する観点から、保護者負担軽減のため、新年度から小学校

における学校給食のいわゆる無償化が実施される予定となっています。

学校給食は、昼食を提供するだけではなく、全ての子どもに必要な栄養を安定的に保障し、食

習慣の形成や食育の実践を通じて健全な成長を支える教育の一環として極めて重要な役割を果た

してきました。また、家庭の経済状況に左右されず、子どもがひとしく食にアクセスできるとい

う点で、教育の機会均等を支える基盤でもあります。

先日、栄養教諭を目指す学生と懇談する機会がありましたので、その声も踏まえて、学校にお

ける食育の推進や栄養教諭の役割などについて、以下、伺います。

学校における食育の推進がますます重要になっていると考えますが、食育の意義や栄養教諭の

役割についてどのように考えているのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 健康・体育課長国安隆君。

○国安健康・体育課長 食育の意義等についてでありますが、食育基本法では、子どもたちが豊

かな人間性を育み、生きる力を身につけていくためには、何よりも食が重要であるとされてお

り、各学校では、児童生徒が食事の重要性や楽しさなどの理解を深めることができるよう、学校

教育活動全体を通した食育が推進されています。

栄養教諭は、教育に関する資質と栄養に関する専門性を生かして、教職員や家庭、地域との連

携を図りながら、食に関する指導と学校給食の管理を一体のものとして行う職務を担っており、

学校における食育の推進に当たって中核的な役割を果たしているものと認識しております。
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○檜垣尚子委員 栄養教諭は、市町村の共同調理場や給食調理場を有する学校に配置されていま

すが、配置基準と、令和７年５月１日現在の全道の公立小中学校における栄養教諭の配置状況に

ついて伺います。

○宮崎アカネ副委員長 教育政策課長出分日向子君。

○出分教育政策課長 栄養教諭の配置状況についてでありますが、道教委では、市町村における

単独校調理場方式や共同調理場方式などの実施形態や、児童生徒数による給食の実施規模に応じ

まして、国の配置基準を踏まえて栄養教諭を配置しております。

具体的には、単独校調理場方式は、児童生徒数999人以下の市町村は１名、1000人以上は1000

で除した数、また、共同調理場方式は、1800人以下は１名、1801人以上6000人以下は２名、6001

人以上は３名の配置数となっておりまして、令和７年５月１日現在、札幌市を除く全道の公立小

中学校における栄養教諭の配置数は267名となっております。

○檜垣尚子委員 食を取り巻く社会環境の大きな変化やライフスタイルの多様化が進む中、道内

の児童生徒の食習慣や健康上、どのような課題が見られるのか、伺います。

また、これらの課題に対して、各学校において栄養教諭はどのように対応しているのか、伺い

ます。

○国安健康・体育課長 栄養教諭による課題への対応についてでありますが、国や道の調査結果

から、本道の児童生徒は、全国と比べて朝食の欠食率が高い、肥満傾向児の出現率が高い、食物

アレルギーを有する割合が年々上昇傾向にあるなどの食習慣や健康上の課題が明らかになってい

ます。

栄養教諭は、こうした課題も踏まえ、給食の時間等での食に関する指導や給食便りの配付など

を通じて、生活リズムが整った日常生活や栄養バランスの取れた食事の重要性などについて指導

を行うとともに、食物アレルギーを有する児童生徒や保護者との面談を通じて、対応食の献立の

作成や食事についてのアドバイスなどを行っております。

○檜垣尚子委員 給食は、バランスや栄養面でもきちんと考えられた食となっていると思いま

す。食生活の課題は、むしろ、家庭や学校の外で心配しなければならないことが多いと感じてい

ます。そういった面でも、栄養教諭が子どもたちに伝えなければならないことはたくさんあると

思われます。

次に、未配置校での指導についてです。

教育推進計画では、小中学校における食の指導について、令和９年度までに栄養教諭が月当た

り12回実施することを目標としていますが、現状と、特に未配置校での食の指導はどのように行

われているのか、伺います。

○国安健康・体育課長 栄養教諭による食に関する指導についてでありますが、令和７年度にお

ける栄養教諭による食に関する指導の月当たりの平均取組回数は、小学校で4.9回、中学校で2.5

回にとどまっております。

栄養教諭が配置されていない学校においては、同一市町村内等の栄養教諭が、派遣依頼等に基
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づき、直接、児童生徒に対する食に関する指導を行うとともに、給食で提供される食材の栄養素

や地場産物、食事のマナー等に関する資料提供などを行っております。

○檜垣尚子委員 月当たり12回の目標ということは週に３回となります。時間的に考えても、こ

の目標を達成することはとてもハードルが高いと考えます。例えば、給食時間中などにオンライ

ンで指導するというのもぜひ考えていただきたいと思います。オンラインですと、栄養教諭未配

置校でも指導可能ですし、タブレットでも、教室にあるテレビ画面でも構わないので、ぜひオン

ラインでの指導なども進めていただければと思います。

次に、教員確保が課題となっていますが、学生からは、栄養教諭は希望者の採用が大変厳しい

と伺っています。過去３年間の栄養教諭の受検倍率と採用者の推移について伺います。

○宮崎アカネ副委員長 教職員課長江川一雄君。

○江川教職員課長 栄養教諭の受検倍率等についてでありますが、教員採用選考検査における栄

養教諭区分の過去３か年の受検倍率は、令和５年度実施分は4.1倍、令和６年度は4.1倍、令和７

年度は24.0倍となっております。

また、過去３か年の採用者は、過年度登録者で採用となっていなかった者も含め、令和５年度

は17名、令和６年度は14名、令和７年度は10名となっております。

○檜垣尚子委員 採用の数字をお聞きすると、かなり高い倍率のようですが、志を持って栄養教

諭を目指している学生はたくさんおります。もちろん、私自身も、子どもたちに対してもっと栄

養指導を充実してほしいという思いもあります。お話を聞いた学生の皆様からは、自分たちが実

習で子どもたちとの間で感じたこと、兼任校の生徒には関われる時間がかなり限られ、子どもた

ちも食への意識が低いと感じたなど、様々な声をいただきました。

今後の取組についてですが、子どもたちの健康課題が多様化する中、食育の推進がますます重

要となってきており、栄養教諭に対する期待や役割が大きくなってきています。食育の推進体制

の充実に向け、栄養教諭の配置の拡充を含め、道教委として今後どのように取り組んでいくの

か、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 学校教育監川端香代子君。

○川端学校教育監 今後の取組についてでありますが、社会状況の変化等に伴い、子どもたちの

食の乱れや健康への影響が見られることなどから、各学校においては、子どもの望ましい食習慣

の形成に向け、栄養教諭が中心となり、全教職員が連携協働した食育を進めることが重要である

と考えております。

道教委といたしましては、今後とも、学校教育活動全体を通じた食に関する指導が充実するよ

う、管理職員向けの研修を実施しますとともに、栄養教諭間の連携促進のため、本年度に開設し

た学校給食交流サイトによる各地域の特色ある献立の情報提供などを行うほか、食育の推進体制

の充実に向け、栄養教諭の配置拡大等について、国に対し強く要望してまいります。

○檜垣尚子委員 家庭での食事もそうですし、先ほどの課題にもありましたが、朝食の欠食率が

高いなどもとても気になります。食べるものによって精神的なバランスが変わってくることも大
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いにありますし、子どもたちが自分で自分の食べるものを意識して、自分で考え、選んで食べる

力を育んでほしいと強く思います。そのためにも、国へ栄養教諭の配置拡大の要望をぜひお願い

したいと思います。

次に、高校入試における道外入学者の受入れの拡大についてです。

道内の教育環境を取り巻く状況は、少子化の急速な進行により、これまでにない転換点を迎え

ています。今後のさらなる少子化に伴い、多くの高校では学校規模が縮小し、高校の統廃合はさ

らに加速化することが見込まれます。こうした高校存続の問題は、高校のみならず、地元自治体

にとっても地域の活性化や人材確保の問題にも直結する重要な課題でありますことから、高校に

おける入学者の確保に向けては、従来の枠組みにとらわれない柔軟な発想が必要です。

現在、道立高校の中には、道外からの入学者を受け入れ、特色ある教育活動を展開している高

校もあると承知しています。このことについては、我が会派の同僚議員からも昨年の第３回定例

会の一般質問において質問したところですが、道外入学者の受入れは、将来的には道内への定住

促進や関係人口の増加につながる大変意義のある施策であると考えています。道教委が実施して

いる高校入試における道外入学者の受入れについて、以下、伺います。

初めに、道外入学者の受入れに関する入試制度について、どのような仕組みなのか、伺いま

す。

○宮崎アカネ副委員長 学力向上推進課長田原勇人君。

○田原学力向上推進課長 道外入学者の受入れについてでありますが、道教委では、農業科や水

産科などに加え、２学級以下の学校のうち、地域の特色を生かした教科、科目等を履修できるな

どの条件を満たす学校について、地域の支援の下で寮や下宿などが整備されている場合、道外入

学者の受入れを可能としております。

道外入学者の受入れは、推薦入学者選抜で行うこととし、学校が設定した推薦枠の５％程度と

しており、出願者数が５％を超えた場合でも、道内の出願者に影響が出ない範囲であれば受け入

れることが可能としております。

○檜垣尚子委員 道立高校における過去５年間の受入れの実態について伺います。

また、受入れ拡大に関し、地域からどのような要望があるのか、併せて伺います。

○田原学力向上推進課長 道外入学者の受入れの状況についてでありますが、過去５年間で道立

高校において道外入学者の受入れを実施している学校数は、令和４年度20校、５年度25校、６年

度34校、７年度38校、８年度40校であり、合格者数の合計も、令和４年度35名、５年度56名、６

年度76名、７年度87名となっております。

また、道外受入れを実施している学校がある地域からは、入学生が増えることで、地域の行事

などが盛んになり、受入れ拡大により地域の活性化がさらに期待できるといった意見や、より多

くの道外生を受け入れたいので、受入れ枠の条件を見直してほしいなどの要望が寄せられており

ます。

○檜垣尚子委員 高校の小規模化が進む中、入学者確保に向けてさらなる道立高校の魅力化を進
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める上でも、本道で学びたいという意欲ある道外生の受入れを拡大する必要があると考えます

が、道教委として、今後どのように取り組んでいくのか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 教育長中島俊明君。

○中島教育長 今後の取組についてでありますが、道教委では、道外入学者を広く受け入れるこ

とにより、本道の魅力を深く知り、将来的に本道を支える人材が増加し、高校を核とした地域創

生の実現に加え、本道の生徒にとりましても、多様な価値観を持った生徒同士の交流を通した成

長が期待でき、道立高校の魅力化にもつながるものと認識しております。

こうしたことから、新たに令和９年度入試から道外入学者の受入れ拡大に取り組もうとする学

校を特例校に指定し、地域の理解を得ながら、推薦枠のうち５％程度としておりました道外受入

れ枠を拡大する実証事業の導入を検討しているところでございます。

道教委といたしましては、多くの道外生を受け入れ、多様な価値観の下で互いに高め合い、地

域とともに学びを展開することで、本道の生徒にとっても質の高い教育が実現し、こうした取組

により、高校の魅力化や地域の活性化が一層図られることを期待しております。

○檜垣尚子委員 過去５年間の受入れ数が増えているということは、北海道の高校に対して道外

からも興味を持っていただいているということで、大変うれしく思います。また、卒業した学生

たちが北海道のことをどのように思い、どのように考えているのかも、機会があればお聞きして

みたいところです。今後の実証事業の拡大にも期待したいと思います。

次に、「こどもまんなか社会」の実現についてです。

令和５年４月に、国において、「こどもまんなか社会」の実現に向けて、こども基本法が施行

されたことを受け、本道においても、こども基本法が目指す基本理念を踏まえ、昨年４月に北海

道こども基本条例が施行されたところと承知しています。本条例においては、子どもが将来にわ

たって幸福な生活を送ることができる社会の実現を目指しており、基本理念の一つに、子どもの

意見を尊重することが掲げられていることから、学校教育においても、子どもたちの声や意見を

大切にしながら、一人一人の学習への意欲を高め、可能性を開く教育を実現することが重要と考

えます。

こうした中、道教委では、令和８年度から「ほっかいどう「 こどもまんなか」学び創出事業」

を新たに実施することとしていますので、本事業について、以下、伺います。

初めに、本事業を実施する背景として、本道の子どもたちの学習に対する興味や関心などにつ

いて、全国学力・学習状況調査の結果から見られる本道の現状と課題を伺います。

○田原学力向上推進課長 子どもたちの学習への興味、関心についてでありますが、本年度の全

国学力・学習状況調査の児童生徒質問における本道の状況は、「教科の学習が好き」と回答した

割合が、コロナ禍前と比較し、小中学校の国語、算数・数学全てにおいて減少傾向にあり、「学

習内容を見直し、次の学習につなげることができる」と回答した割合は、小中学校ともに全国平

均を下回っており、子ども一人一人の学習への興味、関心、理解度に応じた授業や、学習に見通

しを持ち、粘り強く取り組む態度を育む取組を一層進める必要があると考えております。
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○檜垣尚子委員 本事業では、例えば、授業の中でどこが理解できないのか、先生にはどのよう

に教えてほしいのかなど、子どもたちの声や意見を生かし、子どもたちが自ら課題を定め、解決

に向けて継続的に学習していく力、いわゆる主体的な学びを目指すこととしていますが、どのよ

うな考えの下で取組を進めるのか、道教委の考えを伺います。

○田原学力向上推進課長 事業の目標等についてでありますが、「こどもまんなか社会」の実現

に向け、学校においては、多様な子ども一人一人を尊重し、教育活動全体を通じてウェルビーイ

ングの向上に努めることが大切であり、本事業においては、子どもたちの主体性や協働性を高め

るため、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実をこれまで以上に進めることが重要との

考えの下、こども基本法の理念を踏まえ、学習に関する子どもたちの意見等を生かすとともに、

子どもたちも自分の意見が授業等に生かされた経験を得ることができるようにすることなどを狙

いとして取組を進めることとしております。

○檜垣尚子委員 自己肯定感を育む形の取組で、とても興味深いです。

日本人は自己肯定感が低いと言われていることもあり、教育の中でどのようにしていけばよい

のかと私自身も考えていましたので、今のお答えを聞いて、どのように進めるのか、とても気に

なるところです。

本事業では、小学校、中学校、高等学校の実践校における取組の一つとして、子どもたちによ

るフォーラムに取り組むこととしておりますが、その狙いと具体的な取組の内容について伺いま

す。

○田原学力向上推進課長 子どもによるフォーラムについてでありますが、本フォーラムは、子

どもたちが学習に関する自分の考えなどを発表し、意見交換することを通して、子ども一人一人

が学びを自分事として捉えることができるようにするとともに、子どもの意見を生かして、授業

実践の改善充実を図ることを狙いとし、小・中・高、特別支援学校の子どもたちが、校種の垣根

を越えて、例えば、将来どんなことができるようになりたいか、自分の力を高めていくためにど

のような授業がよいと思うかなどについて、オンラインで、複数回、意見交換をすることとして

おります。

○檜垣尚子委員 校種の垣根を越えてというところがとても新しい取組なのではと思います。子

どもたちにとっても、異学年、異年齢の発言や考え方は刺激にもなりますし、このフォーラムを

経験し、また自信を持てることも出てくるのではないかと思います。

本事業では、フォーラムのほか、教員による実践モデルの構築や教員研修などに取り組むこと

としておりますが、その狙いと具体的な取組の内容について伺います。

○田原学力向上推進課長 実践モデルの構築等についてでありますが、本事業においては、全道

の小・中・高等学校から指定された各実践校において、多様な子ども一人一人の学習への興味、

関心や、主体性、協働性などを育むことを狙いとして、指導力の優れた教員を「学びファシリテ

ーター」として配置し、学習に関する子どもたちの意見等をＩＣＴの活用により分析、可視化し

て、一人一人の学習への興味、関心、理解度などに応じた指導計画の作成や学習環境の整備等に
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取り組むとともに、その成果や課題を検証し、授業実践モデルを構築することとしております。

また、実践モデルの構築に向け、実践校の教員を対象としたオンライン研修会を実施し、意見

等の分析手法や指導方法、指導体制の工夫などについて演習や協議等を重ね、多くの学校で実践

できるよう取り組むこととしております。

○檜垣尚子委員 ファシリテーターの力がとても重要になってくると思います。まずは実践モデ

ルをきちんと積み上げていくことで、今後の継続へつながるのではないかと考えております。

「こどもまんなか」の理念に基づき、子どもの声や意見を大切にしながら、主体的な学びに生

かすという取組は、本事業の実践校などにとどめるのではなく、本道の全ての学校に対しても、

その理念について理解を深め、取組を広げていくことが重要と考えます。

道教委として、本事業における取組の成果の普及にどのように取り組むのか、伺います。

○川端学校教育監 本事業の成果の普及についてでありますが、本事業においては、子どもたち

の意見を丁寧に聞き取り、指導の改善に反映することにより、子ども主体の学びを実現するとと

もに、子どもにとっても、自らの意見が授業等に変化をもたらす経験により、社会の一員として

の主体性や協働性を高めることにつながるものと考えております。

このため、道教委といたしましては、市町村教育委員会等との連携を強め、教育課程に関する

各種研修会等や学力向上に関するポータルサイトなどを通じて、授業実践モデルの成果普及に取

り組みますとともに、「学び」フォーラムでの子どもたちの意見等を、ＳＮＳ等を活用して、教

職員はもとより、保護者や地域住民の方にも広く配信し、「こどもまんなか社会」の実現に向け

た教育を推進する機運の醸成に努め、全ての学校において子どもたちの可能性を引き出す教育が

充実するよう取り組んでまいります。

○檜垣尚子委員 こちらは新しい取組ですので、また、今後、課題も出てくることと思います。

ぜひ、子どもたちが、将来、学んだことが自信を持って社会でも生かせるよう、進めていってい

ただきたいと思います。成果や課題などについても、機会を見て、またお聞きしたいと思いま

す。

次に、「こどもまんなか社会」の実現に関して、高校における水泳授業について伺います。

初めに、高校における体育の教科の中では、水泳は、器械運動、陸上競技、ダンスとともに選

択種目の一つとなっていると聞いていますが、高校における水泳授業の意義についてどのように

認識しているのか。また、道立高校における水泳授業の実施状況について伺います。

○国安健康・体育課長 高校における水泳授業についてでありますが、水泳授業は、児童生徒が

水に親しみ、自らを守る方法を身につけるために実施されるものであり、高校においては、小中

学校の学習を踏まえて、生徒が記録の向上や競争など、水泳の多様な楽しさや喜びを味わい、自

己に適した泳法などを習得することなどを通して、自ら健康や安全を確保する力が育まれるもの

と考えております。

また、本年度、水泳授業を実施した道立高校は12校であり、全体の6.5％となっております。

なお、市町村立高校においては、２校が実施しております。
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○檜垣尚子委員 先日、実施校の一つである札幌市内の高校の保護者の方から、先月、学校か

ら、老朽化したプールの改修等の経費がかかることから、来年度から水泳授業を中止するとの通

知があったとのお話がありました。当該高校では、これまで半分近くの生徒が水泳授業を選択

し、水泳部も活動等、特色ある教育活動として利用しているとのことで、突然の連絡に困惑して

いるとのことでした。

子どもたちの声を聞いて判断されたのか、疑問を持たざるを得ませんが、教育行政執行方針に

おいても「こどもまんなか」の理念を大切にすると述べられた教育長の見解を伺います。

○中島教育長 選択授業の実施等についてでありますが、高校における水泳は、器械運動やダン

スなど保健体育の領域の一つとして選択制の授業で取り扱うこととなっており、水泳につきまし

ては、安全を十分に確保した指導を行うことができる施設設備が整備されている場合に限る必要

があるとされる一方、選択授業の実施に当たりましては、生徒個々の意思を大切にして選択でき

るようにすることが大事であるとされております。

道教委といたしましては、施設の劣化等により教育活動や生徒の安全面に影響を及ぼすことの

ないよう、必要性や緊急性、優先度も踏まえながら施設の整備に努めてまいります。

また、選択授業につきましては、安全確保を図りつつ、生徒の意向等を十分に踏まえ、総合的

に検討し、判断することが重要であると考えております。

○檜垣尚子委員 今回の事案は、一つの高校の一つの選択授業の中止という問題にとどまるもの

ではなく、教育の在り方を問う課題であると考えて質問いたしました。

当該校の保護者や生徒の皆様も、この質疑のライブ配信を御覧になると聞いております。

教育にとって最も大切なことは、子どもたちの学びの機会を保障し、可能性を引き出すことに

あると考えます。そうした学校の取組を支援することこそが、教育行政の役割であると考えま

す。そのことが「こどもまんなか」の理念につながるのではないでしょうか。

子どもの声を大切に、子どもを第一に考えた教育の実現に取り組んでいただくようお願いしま

して、私の質問を終わります。

○宮崎アカネ副委員長 檜垣委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

田中勝一君。

○田中勝一委員 道立近代美術館のリニューアルについてお伺いをいたします。

道立近代美術館は、1977年７月にオープンして以降、北海道の美術文化の振興を担い、広く道

民に親しまれるとともに、北海道の中核的美術館として大きな信頼と期待が寄せられてきまし

た。

一方、築48年となる施設は著しく老朽化し、道立近代美術館リニューアル基本計画の議論が進

んでおり、改修と増築などが予定をされております。これまでも議論をしてきましたけれども、

新年度でのリニューアルに向けた諸課題について、以下、お伺いをいたします。

初めに、新年度予算には、リニューアルに向けてどのような政策予算が計上されているのか、

お伺いいたします。
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○宮崎アカネ副委員長 道立近代美術館担当課長浅野祐司君。

○浅野道立近代美術館担当課長 来年度予算についてでありますが、近代美術館のリニューアル

に向け、今年度行ってまいりました、美術館に必要な機能や役割、施設整備の考え方などについ

ての検討を踏まえ、来年度は、知事公館エリアとの連携方策のほか、同じエリアに所在する三岸

好太郎美術館の求められる役割や近代美術館の敷地内の再整備などについて、さらに検討を深め

ていくこととしております。

○田中勝一委員 さらに検討を深めるということですけれども、具体的にその予算額について再

度お伺いいたします。

その予算額は、昨年度と比べて増減があるのかどうか、また、増減があるのであれば、その要

因は何なのかも併せてお伺いいたします。

○浅野道立近代美術館担当課長 予算額についてでありますが、来年度予算における近代美術館

リニューアル事業費は2200万円となっており、今年度予算の5800万円と比べ、3600万円の減額と

なっております。

その要因としては、今年度実施した近代美術館の施設の現況調査やＰＰＰ／ＰＦＩ導入可能性

調査が終了することなどによって委託業務が軽減されることによるものです。

○田中勝一委員 ＰＰＰやＰＦＩの調査が終了したということで、予算額が減ったということは

理解をいたしました。

次に、これまでの取組についてですが、予定では、令和７年度は道立近代美術館リニューアル

基本計画の検討を行っているというふうに承知をしておりますが、その検討状況について、まず

伺います。

あわせて、令和８年度のリニューアルに向けたスケジュールについてもお伺いをいたします。

○浅野道立近代美術館担当課長 基本計画の検討状況等についてでありますが、基本構想で策定

した、現在の建物を活用し、諸室の転用や増築等のリノベーションを行うという方針に基づき、

美術館に関する計画策定に実績のある事業者と連携し、学芸員など近代美術館スタッフへの聞き

取りや他県事例の分析、関係企業へのヒアリング、さらには、有識者会議をはじめ、利用者や若

い世代の方々などの意見を聞くなどして、施設整備の考え方について検討をしてまいりました。

令和８年度においては、適切な事業方式などについて、その考え方を速やかに明らかにすると

ともに、知事公館エリアとの連携方策についても検討を進めるなど、基本計画の策定に向けて取

り組んでまいります。

○田中勝一委員 基本計画の策定に向けて取り組んでまいるといった答弁でした。いきなり計画

が出るとは思っていませんけれども、例えば、素案が出るのか、案が出るのか分かりませんが、

なるべく早く公表いただくようお願いをしたいと思います。

このリニューアルにつきましては、私は、昨年12月の第４回定例会の一般質問で、リニューア

ルに向けて、道内外の方々からわくわく感を期待していただける基本計画を早急に公表すべきと

教育長に決意を求めました。教育長からは、誰もが、いつでも、何度でも訪れたくなるよう、さ
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らに検討を進めてまいるというふうに答弁をいただいたわけですけれども、その決意が今年度の

予算やスケジュールに反映されているのかどうか、伺います。

○宮崎アカネ副委員長 生涯学習推進局長齊藤順二君。

○齊藤生涯学習推進局長 検討の進め方などについてでございますが、近代美術館のリニューア

ルに当たり、来年度には、知事公館エリアとの連携方策のほか、同じエリアに所在する三岸好太

郎美術館の求められる役割や近代美術館の敷地内の再整備などについて、さらに検討を深めてい

く必要がありますことから、必要な予算を計上したところでございます。

道教委といたしましては、有識者会議など多くの方々の御意見を伺いながら、エリア全体が、

芸術や本道の歴史、文化を身近に体感でき、誰もが心地よく過ごすことができる交流と憩いの空

間となるよう、さらに検討を進めてまいります。

○田中勝一委員 検討を進めてまいるという答弁だったのですけれども、この間、示されている

資料等で、昨年10月に出た資料が最新だと思うのですけれども、令和７年度まではスケジュール

が出ているのですよね。令和８年度以降はスケジュールが出ていないので、どういうスケジュー

ル感で今後進んでいくのかというのが、まず分からないということが一つです。

もう一つは、令和５年に基本構想を策定して、今、議論を進めてきているわけですけれども、

遡ると、令和３年度に検討会議を発足して約４年半ですか、令和８年を入れると５年になります

けれども、５年間も経過をしているわけですよね。

先ほども言ったように、いきなり計画で出るとは思っていませんので、一般的には、素案が出

て、パブコメなどでいろんな方から意見を聞いて、計画になって、そこから、例えば、工事を始

めるとなれば、さらに３年、５年と、当然、スケジュールは先になるわけです。このリニューア

ルに向けた全体の、令和８年度以降のスケジュールというのを、これは早急に、それぞれもう検

討されて進めていると思いますので、令和８年度以降のスケジュールがどうなるのかというのは

しっかり示していただきたいということ、これは指摘をしておきたいと思います。

次に、私は中央区に住んでいるわけですけれども、桑園町内会に入っております。この道立近

代美術館は、地元である桑園町内会と大通町内会の方々からもいろんな意見を伺いながら、その

都度、近美の関係については道教委から、知事公館エリアの問題については道の総務部から、そ

れぞれ進捗状況について説明を受けてきましたけれども、最後の説明会が令和６年10月に行われ

て、これまで年に１回程度行われていたのですが、１年６か月経過しても、まだ、町内会に対し

ても、現状どうなっているのかという説明会が開かれておりません。

この理由と、今後、町内会等、地元の方に対しての説明がいつあるのか、このスケジュールを

お伺いいたします。

○浅野道立近代美術館担当課長 町内会への御説明についてでありますが、これまで、基本構想

の検討段階で必要な現地改修、移転新築などの整備パターンに係る検討など、地域の皆様の生活

に関連がある内容について御説明を行い、御意見を伺ってきたところであり、昨年３月に基本構

想がまとまった後、関係する町内会には情報提供をさせていただいたところです。



【第２分科会 ３月13日 第３号】

現在は、この基本構想に基づき、具体的な検討を進めており、この間、地域の皆様を含めたグ

ループディスカッションなども開催しておりますが、今後とも、検討の進捗を踏まえ、町内会な

ど地域の皆様への適時適切な情報提供に努めてまいります。

○田中勝一委員 情報提供に努めていただけるということで、これはお願いしたいのですけれど

も、町内会、地元の方々も、これは大変関心がありますし、期待もしております。一方、情報が

入らないので不安な部分もあるということで、日頃からそういう声を聞きますので、ぜひ、定期

的に、その都度その都度の検討状況について説明をお願いしたいと思います。

最後になりますけれども、これまでの検討状況には八つの柱があって、例えば、新たな時代に

対応する十分な規模と機能の確保ですとか、緑との調和と環境への配慮など、ハード部分に関す

る記述が多くあるわけです。当然、ハード部分は必要なことですけれども、根本的には、八つの

柱の検討課題の一つであります、感性を刺激する魅力あふれる空間の整備にあるように、これは

教育長からも昨年答弁いただきましたけれども、訪れた方々が感動して、また訪れたいと思って

いただける展示や演出方法にあると思っています。

美術館に入った瞬間から、展示品の時代や場所等に迷い込んだかと思えるぐらいの錯覚をする

ぐらいの演出というのは、今、デジタルを使えばそんなに難しくはないのじゃないかなと思うの

です。ただ、デジタルの技術を活用できる建物でなければできないわけで、今の老朽化した建物

でそれができるかどうかというのは、少し疑問があるところです。

ぜひ、そうした本当にわくわく感を持てるような、皆さん、期待していますので、そういった

観点からどうあるべきかという視点で今後も検討いただいて、早期にリニューアルの基本計画

を、素案になるかと思いますけれども、公表していただき、多くの方々からさらに御意見をいた

だいて、私たちも、本当にいいリニューアルになるよう、一生懸命、一緒に議論したいと思いま

すので、それも含めて要請いたしまして、私の質問を終わります。

ぜひ、よろしくお願いいたします。

○宮崎アカネ副委員長 田中(勝)委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

お諮りいたします。

本日の議事はこの程度にとどめたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮崎アカネ副委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

なお、３月16日月曜日の分科会は午後１時から開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

午後４時20分散会
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